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  概要 

 本報告書集は、平成25年度に独立行政法人土木研究所において実施された下水道に関係

する調査研究の成果を集約して資料としてとりまとめたものである。 

  キーワード：下水道、下水処理、高度処理、汚泥、水質浄化、リサイクル 
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Ⅰ．リサイクルチームによる研究 



みずみち棒を用いた重力濃縮技術の 

導入現状調査 
 

    リサイクルチ－ム 上席研究員     津森 ジュン 

      主任研究員     日高 平 

       

1.はじめに 

 

 重力濃縮法は、下水処理場における汚泥処理工程として一般的な手法であり、機構・構造が

シンプルで消費動力が非常に少ないという特長を有している。重力濃縮効率を向上させる「み

ずみち棒」（図-1）が土木研究所により開発されており、その技術資料集（案）が公表されてい

る 1)。2014年 3月現在、みずみち棒は全国 10 市町、11 カ所の下水処理場に導入されており、

現場でのデータも蓄積しつつある 2)。そこで、今後のみずみち棒の普及展開の一助とするた

めに、担当者へのアンケートやヒアリングなどにより、導入効果の有無および導入現場での課

題や現状について調査した。 

 

 

図-1 みずみち棒の効果の模式図 

 

2. 本調査の成果 

 

 導入自治体 10団体へのアンケート調査での、導入効果についての回答数を図-2 に示す。み

ずみち棒導入による効果が見られているとの回答は 7団体からあり、高濃度化（4 件）、引抜汚

泥量の削減（3件）、メタン生成の向上（1件）といった定量的な効果以外に、スカムの減少（2

件）、臭気減少（1 件）といった定量しにくい効果も挙げられた。小規模施設では、流入変動に

よる影響を受けやすいものの、みずみち棒導入後には濃縮状況が安定するといった効果も挙げ

られた。数値化しにくい効果は曖昧になりがちだが、現場担当者からの声として多く聞かれた

ので、こうした効果を客観的に評価する手法の提示も今後の課題である。効果が見られない理

由としては、汚泥性状が異なることおよび新規導入であることが挙げられた。 

 維持管理上の問題としては、ほとんどがないとの回答であったものの、し渣が絡まるので定
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期的な洗浄が必要（1件）、および夏場の濃縮効率低下（1件）が挙げられた。し渣が含まれて

いる場合は 5年に 1回程度の洗浄が必要であるのに対して、スクリーンで対象汚泥を処理して

いる場合は定期的な洗浄が不要であるとのことであった。 

 運転管理として、みずみち棒の回転数の制御、汚泥界面の管理、投入汚泥の希釈などの工夫

がなされている場合がある。濃度向上効果は、みずみち棒導入によるものだけでなく、汚泥性

状の変化、運転条件の設定など現場での工夫および努力に寄るところも大きいと考えられる。

一方、担当者が変わり以前の運転条件を踏襲しているという場合もあった。このような場合、

汚泥性状などが変わり最適条件が変化している可能性もあり、さらなる効率化の可能性も考え

られる。 

0 1 2 3 4 5

引抜汚泥の高濃度化

引抜汚泥量の削減

スカムの減少

臭気減少

メタンガス生成の向上

回答数

 

図-2 アンケート調査でのみずみち棒導入効果の回答数 
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 ウイルスの感染価の推定手法に関する調査 

研究予算：受託経費（下水道事業調査費） 

研究期間：平25 

担当チ－ム：材料資源研究グル－プ（リサイクル） 

研究担当者：津森ジュン、諏訪守、安井宣仁 

 

【要旨】 

現状においてノロウイルスの検出定量には、リアルタイム RT-PCR 法が用いられている。その濃度指標はノロウイ

ルス遺伝子の一部を変換したDNA 断片であり、ノロウイルス遺伝子量の約 7,500bp の内、90bp 程度のみの領域を対

象としているが、下水処理場で多用されている塩素消毒がノロウイルスの感染価に及ぼす影響の把握が困難な状況であ

る。本調査は、ノロウイルスの感染価に及ぼす影響をより詳細に把握できる手法の評価を目的に、標的遺伝子の増幅域

を拡張した遺伝子定量法を検証した。検証では、代替ウイルスとしてMS2 ファージを利用した塩素消毒実験を行い、

増幅域を拡張した標的遺伝子をRT-PCR法により定量することで、その定量値と実際の感染価の関係を明らかにした。

その上で、塩素消毒よるノロウイルスの遺伝子減少量を標的遺伝子の増幅域を拡張したRT-PCR法で定量し、MS2フ

ァージの評価結果と比較することで、ノロウイルス感染価の推定手法の構築を試みた。 

キーワード：塩素消毒、ノロウイルス感染価、ファージ、水系リスク 

 

１. はじめに 

下水道普及率の向上に伴い下水処理水量は年間 140 億

m３に及び、安定した水資源としてさらなる再利用方策を

構築することで有用な水資源となり得る。現在、下水処

理水の再生利用を行う上での基準に関しては、再生水水

質基準マニュアル（案）のもと、水質基準や施設基準等

が提示されている。衛生学的な安全性を評価するため、

現状では大腸菌（群）を中心に管理が行われているが、

病原微生物の知見の集積により、ウイルス、原虫といっ

た病原微生物が関与した水系リスクの課題が生じてきて

いる。ふん便汚染としては大腸菌（群）指標を活用する

ことで評価が可能と考えられるが、各病原微生物間で消

毒耐性や存在濃度が異なるため、下水処理工程としての

消毒プロセスを経た水質評価は困難となる。特に、ノロ

ウイルスは細胞培養法による感染価の測定が不可能であ

る課題を有することから、消毒プロセスによる水系リス

クの確実な低減効果が評価できない。冬季における感染

性胃腸炎の大流行に際し、感染者から排出されるノロウ

イルスによる水系感染症拡大が懸念されることから、下

水道管理者に対し国土交通省は、処理水の消毒を適正に

行うなど、終末処理場における水質管理の徹底を図るよ

う通達を行っている。しかしながら、消毒プロセスでの

ノロウイルス感染価の低減効果を評価できないことから、

目標とすべき消毒レベルの設定が困難である課題が生じ

ている。 

本調査では上記の課題を踏まえ、下水処理場で多用さ

れている塩素消毒がノロウイルスの感染価に及ぼす影響

把握を目的に、その評価手法の適用性について検証した。

検証にあたっては、代替ウイルス利用による実際の感染

価と比較することで、最適な感染価の推定手法の構築に

向けた評価を行った。その上で、塩素消毒によるノロウ

イルス遺伝子減少量を標的遺伝子の増幅域の拡張に基づ

き評価した結果と、代替ウイルス利用による評価結果と

の比較により、ノロウイルス感染価の推定手法の構築を

試みた。 

本調査結果は、水系リスクの低減技術の適正な評価に

繋がることから、放流水や再生水の水系リスク低減に資

することができる。 

25年度は下記の1）、2）の項目について実施した。 

1) 代替ウイルス利用による評価 

2) 塩素消毒によるノロウイルス遺伝子減少量の評価 

 

２．調査目的および方法 

2.1代替ウイルス利用による評価 

代替ウイルス利用による評価では、大腸菌に感染する

ファージ（細菌性ウイルス）の遺伝子減少量と実際の感

染価の関係を明らかにし、ノロウイルス感染価の推定手

法の構築に向けた評価を行う上での比較データを得るこ

とを目的に実施した。 

大腸菌ファージは人体に対し感染･病原性を発現する

ことがなく、取り扱いや検出方法も比較的容易であるこ

とから、水系ウイルスの代替指標として利用されている。

ウイルスの衛生学的な代替指標とする以外に、ふん便汚

染指標や検出されたファージの種からヒトあるいは動物
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が示された。これまで従来のリアルタイムRT-PCR法で

の遺伝子減少率により消毒による不活化効果を推定して

いたが、それらは過小評価である可能性が高いと考えら

れた。また、代替ウイルスとしてMS2ファージを用いた

際、塩素消毒による不活化の傾向はノロウイルスと同様

であったが、遺伝子減少率はノロウイルスで308bpの場

合約 1.5log、MS2 ファージでは 364bp で約 0.4log と大

きな違いが見られた。このため、ノロウイルスに比較し

て MS2 ファージは塩素耐性が非常に高いことが推定さ

れることから、適正なノロウイルスの不活化効果を評価

するために、他の代替指標を利用したデータのさらなる

蓄積が必要であると考えられた。 

 

４．まとめ 

本調査では、下水処理場で多用されている塩素消毒が

ノロウイルスの感染価に及ぼす影響把握を目的に、その

評価手法の適用性について検証した。検証にあたっては、

代替ウイルス利用による実際の感染価と比較することで、

最適な感染価の推定手法の構築に向けた評価を行った。

その上で、塩素消毒によるノロウイルス遺伝子減少量を

標的遺伝子の増幅域の拡張に基づき評価した結果と、代

替ウイルス利用による評価結果との比較により、ノロウ

イルス感染価の推定手法の構築を試みた。得られた結果

を以下に示す。 

「代替ウイルス利用による評価」 

1) MS2ファージの塩素消毒による評価により、標的遺伝

子の増幅域を拡張したRT-PCR法では、実際の感染価

に近づく値が得られることが確認された。 

「塩素消毒によるノロウイルス遺伝子減少量の評価」 

2) ノロウイルスでも標的遺伝子の増幅域の拡張にとも

ない、塩素消毒による遺伝子減少率が高まる傾向が示

された。 

3) 標的遺伝子の増幅域の拡大量に応じて検出濃度が低

下する傾向が見られた。 

 

今後の課題として、標的遺伝子の増幅域の拡大量に応

じて検出濃度が低下する傾向が見られたことから、その

要因の解明が必要である。また、他の代替ウイルス利用

によるデータを蓄積することで信頼性の向上を図るとと

もに、塩素消毒に加え導入実績が増加傾向にある紫外線

消毒による評価が必要と考えられる。 
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地域バイオマスの資源管理と地域モデル構築に関する研究 

研究予算：運営費交付金 

研究期間：平 23～平 27 

担当チーム：材料資源研究グループ（リサイクル） 

研究担当者：津森ジュン、日高 平、桜井健介、 

堀尾重人、王 峰 

 

【要旨】 

社会資本のグリーン化に向け公共緑地で大量に発生する刈草の有望な利用方法の一つとして考えられる下水処

理場での嫌気性消化技術導入に必要な基礎的知見を収集するために、刈草と下水汚泥の中温および高温混合嫌気

性消化に関する連続式実験および回分式実験を行った。その結果中温条件下より高温条件下でのメタン転換率が

高く、刈草のメタン転換率は VS ベースで 0.19 L CH4/g VS-刈草程度であることが示された。80℃程度の超高温

処理を組み込むことで、20～30％程度メタン転換率の高まることが示された。また、刈草の処理シナリオの温室

効果ガス排出量の算定手法を開発するため、バイオガス化シナリオのパラメーターを精査するとともに、検討処

理シナリオとして野焼きを追加した。さらに、刈草の性状や発生重量の変動が計算結果に与える影響を評価した。 

 

キーワード：刈草混合消化、高温メタン発酵、インベントリ分析、温室効果ガス 

 

 

1．はじめに  

本研究は、公共緑地等バイオマスを資源として位置づ

け、恒久的に利用していくための要素技術やシステムを

提示することが目的である。平成 25 年度は、提示にあ

たり、刈草と下水汚泥の中温および高温混合嫌気性消化

実験を行うとともに、超高温処理の可能性を検討した。

また、刈草の各種の処理による温室効果ガス排出量の算

定手法の構築を目指し、バイオガス化シナリオのパラメ

ーターを精査するとともに、シナリオに野焼きを追加し

た。さらに、刈草の性状や発生重量の変動が計算結果に

与える影響を評価した。 

 

2．刈草と下水汚泥の中温および高温混合嫌気性消化に

関する実験 

2．1  目的  

 公共緑地等バイオマスの有望な利用方法の一つとして

下水処理場での嫌気性消化が考えられ、新潟市での検討

事例も報告されている 1)。刈草については、特殊な前処

理を行わなくても裁断のみで、ある程度のメタン転換が

期待できることが、中温（35℃）条件下での混合消化に

ついて示されており 2), 3)、また昨年度には高温（55℃）条

件下での実験を行った 4)。しかしながら、これらの知見

は時期や用いた材料が異なり、同一条件下での中温およ

び高温混合消化について、単純には比較できない。また、

メタン転換率向上のための前処理手法として、土木研究

所では木質系バイオマスを対象とした蒸煮・爆砕の技術

を開発してきており、その適用性が示されている 5), 6)もの

の、200℃以上での処理となり、要するエネルギーや費用

の点が課題である。一方、70～80℃程度での超高温処理

を組み込むことによるメタン発酵の効率化が、廃熱の活

用手段として着目されており、下水汚泥および生ごみ 7)、

コーヒー滓 8)、生分解性プラスチック 9)などの種々の有機

性廃棄物の嫌気性消化への適用性が報告されている。紙

ごみに対する効果も報告されている 10)ことから、比較的

簡単な前処理として、刈草に対する効果が期待できるも

のの、検討事例は報告されていない。 

 そこで本年度は、刈草と下水汚泥の中温および高温混

合嫌気性消化実験を行い、その比較を試みた。また、80℃

での超高温前処理の効果を、回分式実験で調査した。 

2．2  実験方法 

2.2.1  連続式実験 

用いた下水汚泥および刈草の性状を表1に示す。下水

汚泥は、汎用性を示すために昨年度とは異なる下水処理

場の混合汚泥を用いた。標準活性汚泥法を採用している

都市下水処理場であり、汚泥性状や嫌気性消化特性は一

般的な範囲内である 11)。混合汚泥の固形物（TS）濃度は

2%程度であるので、実験室での遠心分離操作により、4%

程度まで濃縮した。刈草は、昨年度と同様に土木研究所
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2．3  結果および考察 

2.3.1  連続式実験による加温温度の影響の検討 

連続式実験における、pHおよびVSの経時変化を図1

に示す。pHは全期間を通じて7.3～7.5程度で安定して

いた。下水汚泥および刈草の混合物のVSは5%前後で、

消化後にはRMおよびRTいずれも2%程度に減少した。

アンモニア性窒素濃度はおおむね 1,500 mgN/L 以下で

あり、メタン発酵への阻害影響はなかった。有機酸濃度

は RM および RT でそれぞれ 1,200 および 1,000 

mgHOAc/L 程度であった。下水汚泥のみを投入した

RCM および RCT での平均メタン転換率は、それぞれ

0.34および0.36 NL/gVSであった。 

RMおよびRTにおける累積投入刈草量と累積生成メ

タン量の関係を図2に示す。刈草からのメタン生成量は、

RCM もしくは RCT における下水汚泥のメタン生成量

分を差し引いて算出しており、この傾きが、投入刈草あ

たりのメタン生成量となる。RMでは刈草からのメタン

生成量が負の値となり、刈草の投入によりメタン生成量

が減少していた。ただし、例えば 161～202 日目の期間

は傾きが正の値であり、0.17 NL/gVS程度であった。一

方 RT では全期間を通じて 0.19 NL/gVS 程度であり、

RMでのメタンガス発生が安定していた期間よりも、や

や高かった。これは、異なる下水処理場の汚泥を用いた

昨年度の結果 4)と同程度である。これより、刈草を混合

消化する場合、高温で運転するのが、より安定し効率が

よいことが示されている。 

2.3.2  回分式実験による超高温前処理の検討 

超高温前処理の影響を調査した回分式実験における投

入基質からのメタン生成量を、図3に示す。全体として、

中温条件下よりも高温条件下でのメタン転換率が高かっ

た。いずれの温度条件下でも、超高温処理時間を3日以

上とした場合に、特にメタン転換率向上効果が見られ、

前処理を行わない場合に比べて20～30％程度向上した。 
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図3 超高温処理後の回分式実験におけるメタン発生量 

 

80℃程度の処理であれば、例えば回収したメタンによる

発電で発生する排熱の活用など、従来有効活用されてい

なかった熱源で対応できる点で、有用な前処理になると

考えられる。 

 

3．公共緑地等から発生した刈草の処理による温室効果

ガス排出量の評価 

刈草の特徴は木材に比べリグニンの含有量が少なく柔

らかい点であり 12)、生物による分解が比較的早い。この

特徴を活かし、飼料化、堆肥化、下水処理場での嫌気性

消化などが有望な処理方法と思われる。 

刈草の処理による温室効果ガスの排出量は、処理方法

毎に異なる。加えて、発生する刈草の性状、運搬距離な

どに左右される。そこで本研究では、実際に用いられて

いる方法と今後有望と考えられるシナリオ毎の温室効果

ガス排出量を定量的に評価し、管理者に適切な判断材料

を与えようとするものである。 

平成25年度は、平成24年度までに構築した評価手法

について、バイオガス化シナリオのパラメーターを精査

するとともに、シナリオに「野焼き」を追加した。また、

刈草の性状や発生量の変動が計算結果に与える影響（不

確実性）を評価した。 

3．1  開発中の評価手法の概要 

目的は、公物管理者等が刈草の処理を行う際に、処理

経費に加えて、地球温暖化対策の効果を定量的に考慮し

て、総合的に適切な処理方法を選択することである。評

価対象とする機能単位は、「公共緑地1,000m2・1回除草

から発生する刈草の処理」とした。ここで刈草の処理と

は、河川などの公物管理のために除草し、必要に応じ中

間処理（焼却や資源化）の後、廃棄または利用され最終

的に安定した状態となるまでのプロセスとした。評価対

象とするシナリオは、現実的な利用方法と思われる、図4

の8種類とした。 

3．2  処理シナリオのインベントリ分析 

平成25年度に実施したバイオガス化シナリオおよび

野焼きシナリオのインベントリ分析方法を示す。 

バイオガス化シナリオは、刈草を数cmに破砕後、下水

処理場にて下水汚泥と混合して嫌気性消化し、メタンガ

スを回収した後、機械脱水後焼却して、焼却シナリオ中

の最終処分と同様に埋め立てるものとした。消化、脱水

プロセスは、中温消化、遠心脱水によるものとし、消化、

脱水による電力消費量は、処理体積に比例するものと仮

定し、汚泥体積と電力消費量の実測値13)から、それぞれ

7.2、5.3kWh/m3とした。刈草の比重は、文献14)を参考に 
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4．まとめ 

本研究では刈草に関する嫌気性消化実験及び各種処理

シナリオの評価モデルの開発を行った。その結果、以下

のことが明らかになった。 

1）刈草および下水混合汚泥を基質とした混合嫌気性消化

の実験について、 

・連続式実験では、中温条件下より高温条件下でメタン

転換率が高く、処理が安定していた。 

・回分式実験により、80℃程度の超高温処理を組み込む

ことで、メタン転換率の高まることが示された。 

2）新たに追加した野焼きシナリオでは、焼却時のCH4、

N2O転換率を5 g-CH4-C/kg-C、7 g-N2O-N /kg-Nとした。 

3) 開発評価モデルの不確実性分析では、いずれのシナリ

オでも刈草の発生重量が与える影響が大きく、正確な温

室効果ガス排出量の計算には、評価対象の刈草の発生重

量を正確に把握することが重要と考えられた。 
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下水道を核とした資源回収・生産・利用技術に関する研究 

研究予算：運営費交付金（一般勘定） 

研究期間：平 23～平 27 

担当チーム：リサイクルチーム 

研究担当者：津森ジュン、井上研一郎、 

日髙平、桜井健介 

 

【要旨】 

 効率的なリン回収方法の開発を目的に白金コーティングチタン電極を用いた下水脱水分離液の電気分解実験を

行いヒドロキシアパタイト結晶の形でリンが回収された。有用藻類の生産・回収方法の開発を目的に 380 L規模

の屋外水槽により藻類の下水培養を行い、下水 2次処理水のみの供給により藻類が増殖することが示された。ま

た藻類バイオマスの嫌気性消化への利用可能性や培養藻類の活性汚泥による回収方法を検討し、初期吸着の寄与

が大きいことが分かった。下水汚泥焼却灰の成分実態調査を行い流入下水中に含まれる 4割のリンが焼却灰に移

行することが示された。また肥料取締法に基づき嫌気性消化液の成分安全性評価を行い、消化液の肥料利用に関

する可能性を検討した。 

キーワード：電気分解、藻類培養、インベントリ整備、安全性評価 

 

 

1．はじめに 

 リンは肥料用資源として欠かすことができないが、

日本ではその多くを海外からの輸入に頼っている。一

方、輸入価格の高騰によりリン資源の入手が困難とな

る場合があり、その安定した確保が求められている。

下水道はリン資源を大量に保有していることから、地

域の特性を踏まえ、積極的に回収し利用することが期

待される。また、原子力発電所の事故による代替エネ

ルギーの確保等の観点から、バイオマス燃料の利用が

注目されている。なかでも、単位面積あたりの収穫量

が高い藻類バイオマスを生産し、燃料として利用する

試みが国内でも見られるようになった。下水中には栄

養塩が多く含まれることから下水による藻類の生産が

可能となるが、実際の下水の性状を考慮した培養に関

する知見は十分に得られていない。また、下水からの

効率的なリンの回収技術を確立させるためには、下水

中のリンの含有特性や下水処理工程におけるリンの移

行特性について全国的な統計を把握することが必須と

なる。さらに、下水から回収したリン資源を肥料利用

するうえで安全性の担保は欠かせない。 

 これらの観点から電気分解による下水からの肥料資

源の回収を目的とし「高濃度栄養塩含有物質からの資

源回収・利用技術の開発」を行った。また、「藻類によ

る資源生産システムの開発」では本年度は 380 L規模

の屋外水槽にスケールアップして試験を実施し、「培養

藻類の嫌気性消化への利用」*、「下水培養藻類の活性

汚泥による回収」に関する検討も行った。「下水中の有

用元素のインベントリ整備」では全国の流入下水およ

び下水汚泥焼却灰中の有用元素であるリンの含有特性

について整理した。さらに「嫌気性消化液の肥料とし

ての評価」*を肥料取締法に基づき行い、回収資源の安

全性の検討を行った。 

*「培養藻類の嫌気性消化への利用」および「嫌気性消化液

の肥料としての評価」については、「低炭素型水処理・バイ

オマス利用技術の開発に関する研究」課題と連携し、研究を

遂行した。 

 

２．高濃度栄養塩含有物質からの資源回収・利用技術の

開発 

 輸入価格の高騰によりリン等の肥料用資源の入手が

困難となる場合があり、これらの安定した確保が重要

な課題となっている。５．に後述するように、日本にお

けるリンの輸入量に対して42%程度に相当するリンが

下水中に含まれていることから、これまでに種々の回

収技術が開発されてきた 1)。当チームにおいては、白

金コーティングチタン電極を用いた電気分解による下

水試料からのリン資源の回収方法を検討してきた。た

とえば、電極に鉄 2)を適用した場合、析出物としてリ

ン酸鉄が得られる。一方、白金電極を用いた場合、電

極触媒反応によりリンは下水中に多く存在するカルシ

ウム等の元素を含む結晶として析出する 3)ことが予想

される。 
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 本年度は下水処理工程において比較的リンの含有量

の高い脱水分離液を対象とし、電極を挿入した容器に

半連続的に下水脱水分離液を供給し、96時間にわたり

電気分解を行った。析出物の構造解析から、結晶形態

を明らかにした。脱水分離液および析出物の元素含有

量の定量を行い、析出物中の元素の構成や析出量を決

める因子について検討した。 

 

 

 

 

２．１ 方法 

 図 2－1に電気分解試験装置を示す。電気分解の容器

には 5 Lビーカーを用いた。電極板 4枚を陽極と陰極

を交互に配列した。電源には直流安定化電源(菊水電子

工学(株)、PCM 18-5A)を用いた。実処理場より採取し

た脱水分離液の上澄み 5 Lをビーカーに入れた。その

後、電流を 5 Aに設定し電流一定で 4日間(96時間)通

電した。容器内の脱水分離液は、通電開始後 20、44、

68、92 時間後の 4 回、一定量(2 L)を入れ替えた。96

時間後、通電を停止した。電極上の析出物、容器内に

生成した浮遊物、沈殿物を回収し、凍結乾燥、粉砕、

秤量後に元素分析と構造解析を行った。 

 元素分析は高周波誘導結合プラズマ発光分光分析法

によった。析出物を加圧ボンベ法(MLS1200MEGA、

Milestone)で硝酸により分解したのち SPS3000 (SEIKO 

Instruments)を用いて定量した。また、脱水分離液の上

澄みの液体試料についても、硝酸による分解ののち定

量した。構造解析に関しては、粉末 X線回折分析装置

((株)リガク、RINT2200)により回折パターンを求め、

解析ソフト(MDI JADE6)を用いて析出物中のリン酸塩

結晶を同定した。 

 

２．２ 結果と考察 

 96 時間の通電を停止したのち回収した電極上の析

出物、容器内の浮遊物および沈降物の元素分析を行っ

た。結果を図 2－2に示す。析出物の主要成分はカルシ

ウム、マグネシウム、リンであった。浮遊物および沈

降物には主要成分としてカルシウム、リンのほか、鉄

が含まれた。これらの構成元素がどのような構造で存

在するかの情報を得るため、X線回折分析を行った。

結果を図 2－3 に示す。析出物中には、いくつかの    

シャープなピークが見られる。これらは、ヒドロキシ

アパタイトおよび水酸化マグネシウムに帰属される。

前述のとおり、鉄電極を用いて電気分解を行った場合、

リン酸鉄が生成するが、白金コーティングチタン電極

を用いることにより、ヒドロキシアパタイトが電極上

で合成されることが明らかとなった。水の電気分解に

よって、水素と酸素が発生すると同時に陰極付近の pH

はアルカリ性側に、陽極付近の pH は酸性側に変化す

る。アルカリ側に変化した pH を利用することにより

アルカリ剤の添加を必要とせず、また種晶を用いるこ

となしに、陰極上にヒドロキシアパタイトを合成する

ことができた。また、水酸化マグネシウムも生成した。

浮遊物および沈降物にもリンが含まれるが、これらの

X線回折ピークには、ブロードなピークしか見られな

い。図 2－2に示される構成元素が非結晶の状態で存在

していることが考えられた。 

異なる元素組成の脱水分離液を試料として同様の試

験を 4回行った。96時間通電後の析出物の総重量およ

び析出物中のヒドロキシアパタイトの構成元素である

カルシウムおよびリンの含有量(重量)を求めた。これ

らの重量を脱水分離液試料中のカルシウム濃度に対し

てプロットしたところ、比例関係が認められた     

(図 2－4)。ヒドロキシアパタイト中のカルシウムとリ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1  電気分解試験装置 

図 2－2  回収物の元素組成 

図 2－3  回収物の X線回折 
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行い、馴致を行った。また、2 系列の水槽のうち 1 系

列において、7 月 24 日から返送を開始した。図 3－1

のフロー図に示すように返送ありの系列では、凝集水

槽の底部に設けられた配管から、凝集、沈降した藻類

を流速約 32 mL min–1(培養水槽への培養原水の流入速

度の 50%)で培養水槽に返送した。返送なしおよび返送

ありの系列での培養特性を比較した。8月 13日に両系

列とも上記の空気流入を停止し、撹拌機を用いて約

100 rpm の速度で撹拌を開始し、レースウェイ型培養

水槽内の水を循環させた。また、後述する藻類の培養

量を考慮し、返送なしの系列では 8月 23日から、返送

ありの系列では 10月 2日から HRTを 4日から 8日に

変更した。HRTを 8日としたときの培養水の流入速度

は、約 32 mL min–1であり、凝集水槽から培養水槽への

返送速度は約 16 mL min–1とした。 

 培養時における培養水および培養原水の水質分析は

既報と同様 7–10)、下水試験方法 11)に基づいて行った。

全リン(TP)、全窒素(TN)、溶解性全リン(DTP)、溶解性

全窒素(DTN)、リン酸イオン態リン(PO4-P)、アンモニ

ア性窒素(NH4-N)、亜硝酸性窒素(NO2-N)、および硝酸

性窒素(NO3-N)の定量に関しては、連続流れ分析装置

TRAACS 2000 (Bran+Luebbe)を用いた。溶解性無機炭

素(DIC)および溶解有機性炭素(DOC)に関しては、

TOC-5000 および ASI-5000 ((株)島津製作所)を用いて

分析した。このほか、アルカリ度(OH)、浮遊物質(SS)、

水温、pHを測定した。また培養水槽内の藻類種の観察

を行った。検鏡により生細胞を対象に種の同定、計数

を行った。計数した細胞数は 1 mL あたりの細胞数に

換算した。凝集水槽底部から回収した藻類の高位発熱

量の定量を JIS M 8814に基づき行った。培養期間中の

平日 1日につき 1回、凝集水槽の底部に設けられたコ

ックから、凝集、沈降した藻類を回収し、20 Lプラス

チック容器に移し、冷蔵保存した。2 週間おきに、容

器内の回収液の上澄みを捨て、沈降藻類の凍結乾燥、

粉砕を行ったのち、ボンベ型発熱量計 1013-B((株)吉田

製作所)を用いて定量した。 

 

３．２ 結果と考察 

 培養期間中における 2系列の培養水槽内の水、およ

び供給される原水の水質分析結果の経時変化を     

図 3－2に示す。6月 18日に HRT 4日の条件で水槽へ

の原水の供給を開始した後、1 週間程度で水槽内の水

が緑色に変化し、藻類の増殖が確認された。同時に、

原水に比べ培養水槽内の水の溶解性リン、溶解性窒素

の値が減少した。藻類の増殖に伴い、これらの栄養塩

が消費され、藻類中に取り込まれることが示された。

また、2 次処理水を使用したため、窒素の多くは硝酸

性窒素として存在している。藻類の株や栄養塩等を添

加することなく、下水 2次処理水のみの供給により藻

類が増殖した。2系列の水槽のうち 1系列において、7

月 24日から返送を開始した。8月 7日の時点で返送あ

りの系列の方が SS(培養量)が少し増加した(原水中の

SSはほぼ 0 mg L–1であることから、SSは増殖した藻

類の乾燥重量として考える)。8 月 13 日に両系列とも

撹拌を開始したところ、返送ありの系列は返送なしの

系列に比べ、培養量が 1.8 倍増加し、返送なしの系列

において溶解性リンの値が大きく上昇した(8 月 21日)。

撹拌前には藻類が水槽内で不均一に増殖していたが、

撹拌を行うことで水槽内の藻類存在の状態がより均一

になり、培養量の少ない撹拌なしの系列ではリンの消

費が低下し、また、沈降性の藻類の量が増加する傾向

が見られた。このため、8月 23日に返送なしの系列の

HRTを 8日に変更した。変更後は、再びリンの消費量

が増加し、浮遊性の藻類が増加したが、返送ありの系

列においても次第に培養量の減少、栄養塩の消費量の

低減が見られるようになったため、10 月 2 日に HRT

を 8日に変更した。HRT 8日の条件であっても、特に

10 月 30 日以降は水温の低下に伴い培養量が大きく減

少した。12月中旬から翌年 1月まで、水の供給を停止

し、回分培養を実施したが、培養量の増加は見られな

かった。 

 培養水槽内の藻類種の同定、計数を行った結果を  

図 3－3に示す。前年度までの、室内培養や 20 Lタン

クによる屋外培養では、藍藻や種々の緑藻が多く観察

されたが、本培養においては、緑藻であるオオキス   

ティス科、セネデスムス科が優占した。8 月の返送な

しの系では、この 2科の優先率は 96%であったが、こ

れを除く 7～11月期のすべての系において 99%を占め

た。また、12月期は総細胞数が大きく減少した。返送

なしの系では 11月期に比べ総細胞数が 1%以下に減少

したが、珪藻であるニッチア科は 110倍に増加した。

緑藻、特にセネデスムス科の中にはバイオ燃料として

有用な成分も含まれる 12, 13)ことから、さらなる細胞数

の増加を検討する必要があると考えられる。8 月の返

送なしの系において細胞数が大きく減少しているが、

これは前述の撹拌によるリンの消費の低下に起因して

いるものと考えられる。 

 凝集水槽から回収した藻類の高位発熱量の定量を

行った。前述のとおり、凝集水槽底部からの回収物を

2週間おきに乾燥させ、粉砕したのち定量した。結果 
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があると考えられた。さらに熱的特性とは別に、培養

藻類の嫌気性消化への利用に関する検討も行った。結

果は「低炭素型水処理・バイオマス利用技術の開発に

関する研究」に記述されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．下水培養藻類の活性汚泥による回収 

 排水処理の一つに、High Rate Algal Ponds (HRAP)が

ある。HRAPは、滞留時間 2-8日間、水深 0.2-1 mで継

続的に攪拌されたポンドであり、藻類の光合成による

酸素供給によって、排水中の溶解性有機物が従属栄養

細菌によって好気分解するのを促進する方法である 14)。

HRAP によって得られた藻類は、嫌気性消化によりエ

ネルギー化されることが検討されている 15)。しかし、

藻類は沈殿しにくいため、藻類の除去効率が悪いこと

が、HRAPの課題の一つである。 

一方で、活性汚泥は、有機物等を吸着・摂取するこ

とが知られている 16)。HRAPで培養された藻類が活性

汚泥により効果的に吸着・摂取され、活性汚泥と共に

沈殿することにより、除去される可能性が考えられる。 

そこで、本研究の目的は、HRAP と活性汚泥を組み

合わせた処理方法の開発の可能性を評価するため、簡

易試験により、HRAP で培養された藻類の活性汚泥に

よる除去効果を明らかにすることである。試験では、

藻類の量を示す指標としてクロロフィル aを使い、活

性汚泥とHRAP試験装置の処理水を用いたバッチ試験

により、曝気時間と活性汚泥濃度の観点から、評価し

た。 

 

４．１ 曝気時間が下水培養藻類の除去に与える影響 

４．１．１ 試験方法 

曝気時間と上澄みに残留するクロロフィル aの関係

を把握するため、藻類培養液 100 mLに、活性汚泥 100 

mL を混合し、ブロワーを用いて異なる曝気時間、曝

気した後に、容量 200 mLのメスシリンダーで 30分間

静置させて上澄み 50 mL を採取し、水質を分析した。

試験の様子を図 4－1 に示した。曝気時間は、10 分、

30分、2時間、4時間とした。藻類培養液は、HRAP(滞

留時間 8日、水深 0.2 m、容量 380 L)と沈殿池(滞留時

間約 16時間、容量約 32 L)で構成された HRAP試験装

置の処理水を用いた。そのため、処理水には、直径数    

十 μm以下の沈殿しにくい藻類が多く含まれていた。

HRAP には、実際の下水処理場に流入する下水を実験

用の標準活性汚泥装置によって処理した 2次処理水を

供給した。活性汚泥は、同じ下水を処理している別の

標準活性汚泥装置から採取し、30分間静置した後、半

分の上澄みを取り除き、約 2倍に濃縮したものを用い

た。実験は、系列毎に異なる日に HRAP試験装置の処

理水や活性汚泥を採取し、実施した。また、各系列に

おいて、対照系として、活性汚泥 100 mL の代わりに

イオン交換水 100 mLを用いて、10分間曝気した試料

も同様に調査した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．１．２ 水質分析 

水質分析は採取した試料の上澄み中のクロロフィル

a濃度と濃縮活性汚泥の浮遊物質(MLSS)を測定した。

各系列に添加した濃縮活性汚泥の MLSS は表 4－1 の

とおりであった。クロロフィル a の分析は、分光光度

計(島津製作所株式会社、Spectrophotometer UV-160)を

用い、河川水質試験方法(案)の三波長吸光光度法に 

 

表 4－1 添加した濃縮活性汚泥のMLSS 

系列名 MLSS(mg/L) 

1 3,800 

2 2,800 

3 3,400 

図 4－1 試験の様子（藻類培養液と活性汚泥を混

合し、曝気している） 

図 3－4  2次処理水培養藻類の高位発熱量 

0 5000 10000 15000 20000

2 L 室内培養
(文献4,6)

20 L 屋外培養
(文献5)

380 L 屋外培養
返送なし

380 L 屋外培養
返送あり

高位発熱量 (kJ kg
–1

)
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方法などが有用となりうることが示唆された。 

 

５．下水中の有用元素のインベントリ整備 

 輸入価格の高騰によりリン等の肥料用資源の入手が

困難となる場合があり、これらの安定した確保が重要

な課題となっている。リンは下水中に多く含まれるこ

とから、本研究課題でもその回収方法について検討し

た結果をここまでに示した。しかし、下水中のリンの

含有量や、下水処理工程において多くのリンが移行、

集約されることが予想される下水汚泥焼却灰中のその

含有量に関する最近の全国的な情報は少ない。 

 当チームでは、全国約 85の処理場を対象にアンケー

ト調査を行い、全国の下水汚泥焼却灰の元素組成をま

とめ 17)、全国の焼却灰の中にはリン鉱石中のリン含有

率(27～37%-dry)18)に匹敵するものも含まれることを示

した。今年度はさらに下水流入水および焼却灰中のリ

ン含有特性について整理した。 

 図 5－1 には全国の下水流入水中のリン酸イオン態

リン濃度のヒストグラム、図 5－2には全国の下水汚泥

焼却灰中のリン含有量(P2O5 換算値)のヒストグラムを

示した。それらの全国平均はそれぞれ 4.47 mg/L、

19.9%-dry であった。日本におけるリンの輸入量は 1

年あたり 15 万 7 千トンである 19)。さらに下水道統    

計 20)に示される全国の下水流入量および焼却灰発生量

を用いて計算すると、日本全国の下水流入水に含まれ

るリンは、日本におけるリンの全輸入量に対して

42%(重量比)を占めることが示された。また、全国の下

水汚泥焼却灰に含まれるリンは、全輸入量に対して

17%(重量比)を占めることがわかった。流入下水中に含

まれる 4割のリンが焼却灰に移行することが示された。

下水中には多量のリン資源が含まれることが明らかと

なるとともに、下水処理工程におけるリンの集約・移

行特性をさらに検討したうえで、効率的なリンの回収

技術を提示していくことが必要であると考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．嫌気性消化液の肥料としての評価 

６．１ 方法 

 「低炭素型水処理・バイオマス利用技術の開発に関

する研究」で対象としている、処理場 Aの消化液およ

び反応器 1の消化液を対象として、肥料としての評価

に関する分析を、肥料取締法に基づき行った。反応器

1 からの毎日の引き抜き量は、分析に必要な量と比べ

て少ないので、経過日数 800日前後の約 1ヶ月間で引

き抜いた消化汚泥を冷蔵庫(4℃)で保管しまとめて分

析した。処理場 Aの消化汚泥は、同時期に現場で 1回

採取したものである。基礎性状および有害成分は、昭

和 48年環境庁告示第 14号に従い分析した。溶出試験

は、昭和 48年環境庁告示第 13号により行った。 

 

６．２ 結果と考察 

 肥料としての基礎性状分析結果を表 6－1 に示

す。%wet 単位で表示している項目については、濃縮

した影響で高い値が示されている。%dry単位で表示し

ている項目についてはそれほど大きな差が無かった。

特に有機物割合や高位発熱量はほとんど同じであり、

濃縮した基質を嫌気性消化した場合でも、基礎的な性

状への影響は少ないことが示されている。 

 肥料としての有害成分分析結果を表 6－2に示す。一

部の項目では濃縮した基質を嫌気性消化することによ

り高い値で検出されていた。1、2－ジクロロエタンや

シアン化合物など 24項目を測定した溶出試験でも、同

様の傾向が見られた。混合汚泥の濃縮操作を行う際に、

固形性成分が濃縮されるのに対して、溶解性成分は濃

縮されないので、各物質の存在状態によって濃縮効率

は一定でない。ただし、いずれも基準値未満であり、

高濃度化した場合でも、肥料としての活用に特に問題 

 

表 6－1 肥料としての基礎性状分析 

反応器1 処理場A
水分 ％wet 94.7 98.7
窒素全量 ％wet 0.637 0.197
リン酸全量 ％wet 0.277 0.155
カリウム全量（加里全量） ％wet 0.025 0.018
カルシウム全量（石灰全量） ％wet 0.103 0.034
亜鉛全量 ％wet 0.0044 0.0006
銅全量 ％wet 0.0030 0.0007
炭素窒素比 - 7.2 6.8
灰分 ％dry 22.4 24.1
pH - 8.0 8.1
電気伝導率 mS/cm 11.9 6.5
アンモニア性窒素 ％wet 0.283 0.108
硝酸性窒素 ％wet 0.001未満 0.001未満
マグネシウム全量（苦土全量） ％dry 0.729 1.28
有機物 ％dry 77.6 75.9
油分 ％dry 0.33 0.12
高位発熱量 KJ/kg 17,900 17,900
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表 6－2 肥料としての有害成分分析 

反応器1 処理場A 基準値
ヒ素全量 ％ｄｒｙ 0.00070 0.00067 0.005
カドミウム全量 ％ｄｒｙ 0.00012 0.00013 0.0005
水銀全量 ％ｄｒｙ 0.0000992 0.000108 0.0002
ニッケル ％ｄｒｙ 0.0016 0.0005未満 0.03
クロム全量 ％ｄｒｙ 0.0146 0.0005未満 0.05
鉛全量 ％ｄｒｙ 0.0032 0.0023 0.01

 
 

はないことが確認できた。 

 

７．まとめ 

 本研究では下水脱水分離液からのリン回収、下水を

用いた藻類培養と回収の技術及び下水中有用元素のイ

ンベントリ分析と肥料利用の評価について検討を行っ

た。その結果、以下のことが明らかになった。 

1)下水脱水分離液の白金コーティングチタン電極を用

いた電気分解により、ヒドロキシアパタイトが直接合

成され、肥料として使いやすい形でリンを回収するこ

とができた。また、析出物の総重量、析出物中のリン

およびカルシウムの含有量は、脱水分離液中のカルシ

ウム濃度に依存することが明らかとなった。 

2)下水処理場実施設に380 L規模の培養水槽を設置し、

下水 2次処理水を用いた藻類培養を試みた結果、藻類

の株や栄養塩等を添加することなく、下水 2次処理水

のみの供給により藻類が増殖し、藻類増殖に伴い、リ

ンや窒素が消費され藻類中に取り込まれた。緑藻であ

るオオキスティス科、セネデスムス科が優占した。 

3)培養藻類の回収については、活性汚泥を用いること

で除去可能であり、特に、初期吸着の寄与が大きいこ

とが分かった。 

4)全国処理場を対象としたアンケート調査を実施し、

流入下水中のリン及び焼却灰中のリンは、日本のリン

全輸入量に対して、それぞれ 42%(重量比)及び 17%(重

量比)を占めることがわかった。また、肥料取締法に基

づき消化汚泥を分析したところ、肥料としての基準値

を満たしていた。 

今後は、電気分解によるリン回収では、電極面積や

供給量の最適化により、回収率を向上させる必要があ

り、また、藻類培養については、培養水の種類やその

供給速度、撹拌速度といった諸条件を見直し、藻類バ

イオマスをエネルギー利用するうえでの最適化を図る

こと、藻類回収では、汚泥への吸着の影響因子を明ら

かにし、初期吸着量を増やす試みが重要であると考え

られた。 
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低炭素型水処理・バイオマス利用技術の開発に関する研究 

研究予算：運営費交付金（一般勘定） 

研究期間：平 23～平 27 

担当チーム：リサイクルチーム 

研究担当者：津森ジュン、日高 平、王 峰 

 

【要旨】 

 低炭素型・循環型社会の構築に向け、下水処理場に設置している嫌気性消化槽を活用した、低炭素型水処理・

バイオマス利用技術を開発するため、固形物濃度（TS）10%程度まで高濃度化した下水混合汚泥を対象として嫌

気性消化の連続式実験を行った。中温（35℃）条件下ではほとんどの期間で安定した処理が可能であり、一般的

に現場で適用されている 2～3％程度の場合と同程度の有機物（VS）除去率 60%程度が、高濃度化しても 2.7 

kgVS/(m3･d)程度の負荷率で示された。高温条件下では、アンモニア性窒素濃度が 2,000 mgN/L を超過すると、メ

タン転換の阻害される傾向が示された。また下水 2 次処理水を用いて培養した藻類のメタン発酵特性を調査した

ところ、夏季培養の試料では COD ベースメタン転換率が 0.56 で、下水汚泥と同等であった。秋季培養の試料で

はやや低下したものの、下水で培養した藻類からの下水処理場でのメタン回収の可能性が考えられた。 

 

キーワード：メタン発酵、高濃度下水汚泥、廃棄物系バイオマス、微細藻類、アンモニア阻害 

 

 

1．はじめに 

 国土交通省下水道部とりまとめデータによれば、

我が国で発生する下水汚泥中の有機分総量のうち、

バイオガスや汚泥燃料としてエネルギー利用されて

いる割合は 2 割未満であり、より積極的な活用が求

められている 1)。我が国の下水処理場約 2,000 カ所

のうち、嫌気性消化を行っている処理場数 300 カ所

程度は、近年大きな変化がなく、特に小規模施設で

の採用例は少ない。 

 下水汚泥を含むバイオソリッドの利活用を検討す

るにあたっては、広域処理や共同処理など集約処理

によることが効率的になる場合があることから、経

済性や事業可能性を比較検討することが望ましい 2)。

小規模施設への展開を促進するためには、拠点とな

る処理場に、周辺の排水処理施設で発生する汚泥を

含めて、地域の有機性廃棄物を集約することが考え

られる。固定価格買取制度も始まり、消化ガス発電

の導入が進みつつある 1)。バイオガス発生量を確保

することで、エネルギー利用効率が向上し、維持管

理費用の面でも有利となる。小規模下水処理場が点

在し、下水汚泥を集約して嫌気性消化することを検

討する場合、下水汚泥を高濃度化することで、処理

場間の運搬効率を上げることが望ましい。 

 汚泥処理の集約化を意図した高濃度下水汚泥のメ

タン発酵については、平成 3 年度～平成 8 年度に建

設省土木研究所汚泥研究室で実験的検討がなされた。

中温（30℃恒温室）では固形物濃度（TS）10%程度

まで、高濃度化がガス発生に及ぼす影響が少ないこ

とが示されている 3)。高温（55℃）では TS10%程度

でアンモニア性窒素濃度が 4,000 mgN/L程度まで増

加し、ガス発生量は通常の数%でしかなかったこと

が示されている 4)。しかしながら、これらの研究は

主として回分式実験や数ヶ月程度の連続式実験に限

られており、長期的な連続実験による評価はなされ

ていない。藤島ほか 5)は、流動性を保つ TS 11%まで

希釈した脱水汚泥を対象とした中温嫌気性消化が可

能であることを報告しているものの、粘度について

は検討されていない。実用化には至っておらず、現

場で採用されている高濃度消化はおおむね TS 5%程

度までである 6)。 

 これまでは想定されていなかった生ごみなどの受

入が、近年石川県珠洲市などで実現されており、状

況は変わりつつある。国土交通省の下水道革新的技

術実証事業（B-DASHプロジェクト）でも、有機性

廃棄物受入に関する実証データが集積しつつある 7, 

8)。小規模施設では周辺の排水処理施設からの汚泥

も集約処理の対象となり得る。より小規模向け水処

理方式であるオキシデーションディッチ法（OD）か

らの脱水汚泥および有機性廃棄物の混合消化の研究

も始まっており 9)、小規模施設への普及が今後期待

平成25年度   下水道関係調査研究年次報告書集
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できる。 

 また近年下水を用いて藻類を培養し、エネルギー

源として活用する研究も進められている。従来は油

分含有率の高い藻類種を選択的に培養することで効

率的なエネルギー生産が試みられてきたものの、下

水を用いる場合は意図しない藻類種が優占する可能

性もある。その場合でも、嫌気性消化を行えば藻類

種によらずにメタンを回収できる可能性がある 10)。

下水処理場にて藻類を培養し嫌気性消化槽に投入で

きれば、さらなるエネルギー回収量増加につながる

ことが期待できる。 

 そこで本研究では、現状で採用されている消化に

おける一般的な下水汚泥より高濃度である TS 10%

程度でのメタン発酵特性を、長期的に調査した。TS 

5%の場合に比して、体積で 1/2 程度に削減される。

そして、下水で培養した藻類のメタン発酵特性を調

査した。 

 

2. 高濃度濃縮下水汚泥の嫌気性消化に関する研究 

2.1 実験方法 

2.1.1 連続式実験 

 石川県大聖寺川浄化センター(処理場 A)および石

川県犀川左岸浄化センター(処理場 B)の試料を用い

て、有効容積 3 Lの反応器を 4 系列運転した(表 1)。

反応器 1 は中温で、それ以外は高温で運転した。反

応器 1、反応器 2 および反応器 3 は、混合汚泥のみ

を投入した系で、投入基質の採取処理場が異なる。

反応器 4 では混合汚泥およびご飯を混合消化した。

Run 2 の 342 日目までの状況は昨年度の報告書にて

報告しており、それに引き続いて運転した。混合汚

泥の濃度は TS 3～4%程度であるので、実験室での

遠心分離操作により、5～10%程度まで濃縮した。一

部の期間では汚泥性状が異なり設定濃度まで濃縮で

きなかったので、その間は投入汚泥 TS 量が同じに

なるように投入容積を調整して対応した。基質投入

および消化液の引抜操作は平日のみ 1 日 1 回の頻度

にて手動で行った。 

 

2.1.2 分析方法 

 投入基質や消化汚泥の分析は、基本的に下水試験

方法に従って行った。なお、CODcr の分析はHACH

社の吸光光度計 DR2400 および COD 試薬(HR)を用

いた。粘度は粘度計(VISCOTESTER VT-04、リオン

社）を、アンモニア性窒素は自動比色分析装置

(TRAACS2000、BRAN LUEBBE 社)を用いた。見か

けの除去率は、投入濃度と消化液濃度の差を投入濃

度で除して算出した。高濃度で水理学的滞留時間

（HRT）が長いので、完全混合槽を仮定して理論的

に計算される投入基質の反応器内での濃度を用いて

算出した。 

 

2.2 結果および考察 

2.2.1 連続式実験 

 反応器 1におけるTSおよびVSの経時変化を図 1

に示す。投入 TS を 10%に設定した 426 日目以降、

消化液の TS 濃度は徐々に増加し、750 日目頃以降

5%程度で安定した。VS 濃度も同様の傾向を示し、

TS濃度の 8 割程度で推移した。見かけの VS除去率

（図 2）は、反応器 1 で 60%程度であり、投入 TS

濃度および負荷率が最大である Run 3b を含めてお

おむね一定であった。対して、高温で運転した反応

器 2 および反応器 3では 30～45%程度であった。反

 

表 1 連続式実験の運転条件 

 

反応器番号 温度 基質 Run 1 Run 2 Run 3a Run 3b

反応器1 35℃ 処理場Aの混合汚泥 ～150 mL/d 50～125 mL/d 94 mL/d 125 mL/d ←投入量

28～d 84～34 d 45 d 34 d ←HRT

反応器2 55℃ 処理場Aの混合汚泥 ～100 mL/d 50 mL/d ←投入量

42～d  84 d ←HRT

反応器3 55℃ 処理場Bの混合汚泥 － 50 mL/d ←投入量

－ 84 d ←HRT

反応器4 55℃ 処理場Aの混合汚泥 － 混合汚泥50 mL/d+ご飯5g-wet/d ←投入量

+ご飯 － 76 d ←HRT

0～112 113～425 426～599 600～832

5% 7.5%

注1. 基質投入は、平日のみ

注2. 反応器3および反応器4は194日目に運転開始

－

－

－

－

経過日数（日）

混合汚泥濃度設定値（TS）

－

－

10%
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おりであり、それぞれで種汚泥量を400 mLとした。

ここで用いた藻類は、下水 2 次処理水を用いて屋外

に設置した約 380 Lのレースウェイ型水槽 2 系列に

て培養しており、その詳細は「下水道を核とした資

源回収・生産・利用技術に関する研究」で報告して

いる。8 月 7 日は回収藻類量が少なかったので、2

系列分を混合して用いた。基質/種汚泥のVS比は 0.1

もしくは 0.2 に設定した。それぞれの条件下で、2

もしくは 3 組ずつの回分式実験を行った。分析方法

は前章と同様である。 

 

表 2 藻類の回分式嫌気性消化実験条件 

 
 

 
図 8 藻類の CODベースメタン転換率 

 

3.2 結果および考察 

 投入基質量（gCOD）に対する生成メタン量（gCOD）

として算出した COD ベースメタン転換率を図 8 に

示す。8月7日の混合試料のメタン転換率は0.56で、

一般的な下水汚泥と同程度の効率が得られた。それ

以降の試料では、返送ありの系列でやや低下したも

のの 0.3 程度の転換率が得られたのに対して、返送

なしの系列ではほとんどメタンに転換されなかった。

全体としてはセネデスムス科が中心で、秋季の返送

なし系列ではオオキスティス科が増加していた。培

養藻類の種類により、メタン転換効率が変わる可能

性が考えられる。 

 宮本・岡本 10)は、冬季の 2 次処理水での屋外培養

藻類のメタン発酵特性を調査しており、その構成は

クラミドモナス科 61%程度およびセネデスムス科

20%程度で、VS除去率を 55%と報告している。また、

アオコおよび下水汚泥の嫌気性消化における TOC

ベース除去率が、それぞれ 40～55%および 50～60%

と報告されている 16)。Sialve ら 17)は、脂質含有率 40%

以下の場合、脂質抽出よりも嫌気性消化が望ましい

としている。これらより、油分が少ない藻類も含め

て、下水で培養した藻類からの下水処理場でのメタ

ン回収の可能性が考えられる。 

 

4．まとめ 

 本研究では、下水処理場に設置している嫌気性消

化槽を活用した、低炭素型水処理・バイオマス利用

技術を開発するための基礎実験を行った。得られた

成果は以下の通りである。 

1）TS 7.5～10%程度の下水混合汚泥を対象とした嫌

気性消化の連続式実験を行ったところ、 

・中温条件下では安定した処理が可能であり、2.7 

kgVS/(m3･d)程度の負荷率で一般的な濃度の場合

と同程度の VS 除去率 60%程度が、高濃度化して

も示された。 

・中温条件下では、アンモニア性窒素濃度 4,000 

mgN/L程度でもCOD除去率0.5～0.6をおおむね維

持していた。対して高温条件では、アンモニア性

窒素濃度が 2,000 mgN/L を越えると、COD除去率

の低下が見られた。 

2）下水 2 次処理水を用いて培養した藻類のメタン発

酵特性を調査したところ、 

・夏季の試料のCODベースメタン転換率は0.56で、

下水汚泥と同等であった。 

・秋季の試料では、返送ありの条件下で培養した藻

類のCODベースメタン転換率が 0.3程度であった

のに対して、返送なしの条件下で培養した藻類か

らは全くメタンが生成しなかった。 

 今後は、より高負荷条件下での実験により限界負

荷率を把握するとともに、異なる処理場の試料も含

めた実験により下水や汚泥性状が処理特性に及ぼす

影響を調査する予定である。 

 

謝辞 

 2.は、主として石川県他との共同研究として実施

した。一部の実験試料は、ジャパンウェルネス（株）

から提供頂いた。3.では、下水試料の採取などで、

地方自治体および下水処理場関係者の協力を得てい

No. 採取日 系列 基質/種汚泥のVS比
1 8月7日 2系列の混合 0.1
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0 0.2 0.4 0.6 0.8
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9/4 培養藻類（返送なし）

10/16 培養藻類（返送あり）

10/2 培養藻類（返送あり）

9/4 培養藻類（返送あり）
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メタン転換率(-)
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 水環境中における病原微生物の対策技術の構築に関する研究 

研究予算：運営費交付金（一般勘定） 

研究期間：平 23～平 27 

担当チ－ム：材料資源研究グル－プ（リサイクル） 

研究担当者：津森ジュン、諏訪守、安井宣仁 

 

【要旨】 

 病原微生物の検出技術の高度化により、下水や環境水での汚染実態が徐々に明らかになりつつある。しかし現行の水

質指標である大腸菌群では、新たな病原微生物の汚染の実態を十分に把握できないこともあり、公共用水域への各種汚

染源の解明、汚染レベルや汚染源の特徴に応じた対策手法の構築が望まれている。 

25年度は、下水、河川水の大腸菌を対象に、抗生物質の感受性を明らかするとともに、対策技術の構築の一環として

塩素、紫外線による消毒実験を行い抗生物質耐性大腸菌の消毒感受性を評価した。 

また、ノロウイルスの検出精度･検出限界の向上を目的に、測定試料の前処理条件などがノロウイルスの定量値に及

ぼす影響を評価するとともに、公共用水域への汚濁負荷源の1つと考えられる合流式下水道越流水を対象としたノロウ

イルスの実態調査から放流先水域への影響を把握した。 

キ－ワ－ド：抗生物質耐性大腸菌、ウイルス、消毒、検出感度向上、合流式下水道 

 

１. はじめに 

分子生物学的手法による微生物の同定･検出技術の進

展により、感染症の原因究明が比較的容易となり病原微

生物に関する知見が集積されてきている。殊に分離･培養

が容易ではない細菌やウイルスなどの存在実態が徐々に

明らかになるにつれ、これまで衛生学的水質指標とされ

てきた大腸菌群では、新たな病原微生物の存在実態や消

毒耐性等に関し評価が困難であるという課題が明らかに

なっている。また、近年になっての集団感染発生や、分

子生物学的手法による検出技術の進展により、新興感染

症の病原微生物として原虫類や一部のウイルスが位置づ

けされてきている。さらに、抗生物質の利用の増加に伴

い耐性能力を有する薬剤耐性菌が徐々に蔓延してきてい

る状況から、特に多剤耐性菌が近年の再興感染症の一原

因であるとして大きな社会問題となっている。 

これら新興･再興感染症の原因となる病原微生物に関

して、水環境に及ぼす衛生学的な観点から河川水を含め

下水処理場等において、実態把握のため調査･研究が行わ

れているが、他の汚染源やノンポイント負荷源について

実態把握が遅れており、総合的な対策技術の構築には繋

がっていない。このため、公共用水域の衛生学的な安全

性を担保する上で、汚染源の実態把握と汚染源に対する

対策技術の構築は重要である。  

本研究では上記を踏まえ、利用形態に応じた公共用水

域の安全性を確保するため、その基本となるリスク評価

に資するべく、下水や水環境中における新興･再興感染症

の病原微生物である原虫類、ウイルス、薬剤耐性菌の汚

染実態を解明する。汚染実態の解明とともに、対策技術

として今まで明らかとなっていない生物学的高度処理法

等によるこれらの病原微生物の除去要因の解明を行う。

その結果を基に、汚濁負荷削減の観点から適切な水環境

保全システム技術を構築するものである。 

本研究で対象としている病原微生物は抗生物質耐性大

腸菌、クリプトスポリジウム、ジアルジア、ノロウイル

ス（NV）としている。25年度は下記の1）～4）の項目

について実施した。 

1) 下水、河川水の大腸菌の抗生物質感受性評価 

2) リスク評価のための極低濃度試料に対応した濃縮･定

量技術の開発 

3) 非点源負荷としての合流式下水道越流水が放流先水

域へ及ぼす影響把握 

4) 塩素、紫外線消毒による抗生物質耐性大腸菌の不活化

評価 

２．研究目的および方法 

2.1下水、河川水の大腸菌の抗生物質感受性評価 

抗生物質の利用増加や開発が繰り返され、複数の抗生

物質に対して耐性を有する多剤耐性菌の存在が社会的

に大きな問題となっている。殊に、複数の抗生物質に耐

性を有する多剤耐性菌の 1 つであるス－パ－耐性菌と

称される細菌は、切り札とされる抗生物質に耐性を有す

ることから、臨床分野を含め社会的にも重要な課題とし

て対策の構築の必要性が提起されている。 

一方、微生物混在系としての下水処理場においても耐

性菌の実態調査は行われており、多剤耐性菌の存在１）

平成25年度   下水道関係調査研究年次報告書集
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や耐性遺伝子の検出報告例２）がある。特に、下水処理場

へス－パ－耐性菌の流入がある場合には、微生物混在系

としての活性汚泥中において、ニュ－デリ－･メタロ-β

-ラクタマ－ゼ 1（NDM-1：カルバペネムを含む広域β

-ラクタム薬を分解する酵素）に代表される耐性遺伝子

の伝播により他の細菌に対し多剤耐性能力が付与され

ることが危惧される。海外においてNDM-1の遺伝子を

保持した細菌の実態について、水道を含む環境水での検

出事例３）もあり、抗生物質の消費大国である我が国にお

いても、その実態解明を早急に実施する必要性があると

考えられる。 

本研究課題では、ス－パ－耐性菌を含めた多剤耐性菌

の実態把握を目的に、23～24 年度にかけ下水道へ排出

される病院排水を対象に、耐性菌の存在状況について評

価を行った。 

25 年度は評価対象を拡げ下水、河川水について実態

調査を行った。下水試料は、関東圏内にある2箇所の下

水処理場、河川水試料は関東地方と関東以西の 8河川を

対象とし、各試料中に存在する大腸菌の抗生物質の感受

性を評価した。大腸菌の検出はクロモカルト培地による

平板培養法とし、検出された各々の大腸菌の典型コロニ

－を釣菌、その培養液を平板に固めた寒天培地上に塗布

し、平板上に抗生物質の含有されたディスクを置いた。

この平板を 35℃で 16～18 時間培養の後、平板上に形成

された阻止円の直径を測定し耐性、感受性の判定を行っ

た。対象抗生物質はカルバペネム系の代表的な抗生物質

であるイミペネム（IPM）以外に、アンピシリン（ABPC）、

カナマイシン（KM）、ゲンタマイシン（GM）、スルフ

ァメトキサゾ－ル･トリメトプリム（ST）、セフジニル

（CFDN）、テトラサイクリン（TC）、レボフロキサシ

ン（LVFX）の 8 種類とした。抗生物質含有ディスクは

KBディスク（栄研化学）を利用し、感受性試験の判定基

準などはKBディスクの手引きを参照した４）。 

2.2  リスク評価のための極低濃度試料に対応した濃縮･

定量技術の開発 

 分子生物学的手法の進展により従来、培養が困難であ

った細菌やウイルスなどの定量が可能となってきている。

特に、細胞培養法による評価が困難である腸管系ウイル

スの定量には、リアルタイムRT-PCR法が主に用いられ

ている。試料の濃縮、遺伝子抽出･精製、逆転写、PCR

反応とした定量工程では最終的には μL 系の試験操作と

なるため、濃縮精製試料の極一部量の評価となる。評価

対象とするウイルスが試料中に高濃度に存在すれば、安

定したPCR値が得られるが、環境水や高度に処理された

ウイルス低濃度試料を対象とした場合、定量値のバラツ

キが大きくなる可能性がある５）。また、遺伝子抽出カラ

ムへの濃縮試料の SS 負荷量等の適正化を図る必要性が

あり、測定対象試料の水質性状の違いによって定量値に

影響を及ぼす可能性が指摘されている６）。下水処理水の

再生水利用や放流先水域における衛生学的安全性のリス

ク評価にあたっては、極低濃度のウイルス試料を対象と

することから、安定した定量値を得るための手法を開発

する必要がある。 

このため、極低濃度試料に対応した濃縮･定量技術の開

発を目指し、25年度にはノロウイルス濃度が異なる試料

を用い、表-1 に示す抽出 RNA の前処理条件による検出

精度･限界値の向上評価を行った。 

図中標記
RNA精製工

程；C  (回）

逆転写反
応；R (回）

キャリアRNA
添加量(μg）

従来法 1 1 5.6
C1R１ 1 1 4.2

～ ～ ～ ～

C3R2 3 2 4.2

表-1 抽出RNAの前処理条件

 

評価対象試料には、低濃度試料として河川水を、また、

比較対象に活性汚泥処理水を利用した。ノロウイルスの

測定は、安定した定量値を得るため試料の濃縮はポリエ

チレングリコ－ル（PEG）沈殿法とした。PEG沈殿法で

は、試料中にPEG＃6000（終濃度8％）およびNaCl（終

濃度 0.4M）を添加・撹拌し完全に溶解させ、4℃で 1夜

静置の後、10,000×Gで30分間遠心分離し沈渣を回収し

た。この沈渣をRNase-free水（遺伝子分解酵素を除去し

た水）に再浮遊させてウイルス濃縮液とし、濃縮液中の

ウイルスは、リアルタイム PCR 法により定量６）を行っ

た。ウイルス遺伝子の抽出は、ウイルス濃縮液から

QIAamp Viral RNA Mini Kit（QIAGEN社）の抽出カ

ラムを用いたグアニジン法とした。抽出した RNA に微

量に含まれているDNAを除去するためDNaseI処理し、

RNeasy MinElute Clean up Kit（QIAGEN社）でウイ

ルスRNAを精製した。上記で抽出したウイルスRNA試

料（RT）0.1～1.0μgをランダムプライマ－、Omniscript 

RT Kit（QIAGEN社）を用い全量20μLの系で逆転写反

応を行い cDNA を作製し 10μL をリアルタイムPCR に

供した。ノロウイルスの検出に用いたプライマ－、プロ

－ブおよび反応条件は、「ノロウイルスの検出法につい

て」７）に準じた。リアルタイム PCR 反応のための試薬

はQuantiTect Probe PCR Kit（QIAGEN社）を用い、

リアルタイム PCR 装置は LightCycler（ロシュ･ダイア

グノスティックス社）を使用した。逆転写反応に使用す
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開発途上国における都市排水マネジメントと技術適用に関する研究 

研究予算：運営費交付金 

研究期間：平成 23～27 年 

担当チーム：材料資源研究グループ（リサイクル） 

研究担当者：津森ジュン、桜井健介、王 峰 

 

【要旨】 

下水処理に加えバイオ燃料の生産が可能な方法として開発途上国で導入が期待される High Rate Algal Ponds 

について培養藻類の効率的な沈殿処理技術を開発するため、下水から培養された藻類に Moringa oleifera の種子

の水溶液(MO 溶液)を凝集剤として利用する凝集沈殿実験を行った。その結果、MO 溶液による藻類の沈降促進

効果が確認された。実験条件として、pH4 と 11 の間で変化させたところ、pH5 と 6 は凝集効果が小さく、pH7

と 11 の間では、pH が低いほど効果が大きいことが示された。 

キーワード：High rate algal ponds、バイオ燃料、Moringa oleifera、藻類、凝集、ゼータ電位 

 

 

1. はじめに  

新興国を中心に、急速な経済成長により工場排水や生

活排水の河川、湖沼等への放流に伴い、著しい水質汚濁

とそれに伴う利水障害、生態系の破壊など深刻な影響が

生じている。また、昨今、人口増加による水資源の逼迫

に伴う高度な水の再利用、地球温暖化対策に配慮した下

水汚泥等を有効利用した省エネルギー対策が求められつ

つある。我が国では、こうした状況に対応しうる優れた

公害対策の経験や汚水処理、汚泥有効利用技術等を保有

しており、海外の多くの開発途上国から支援要請がある

ものの、開発途上国では気候風土、生活様式、経済状況、

水資源の逼迫状況等が異なっており、我が国における下

水道に関する考え方や技術がそのまま適用できない場合

がある。 

本研究では、開発途上国の変化する社会的要請を踏ま

え、処理水の各種用途への再利用、下水汚泥等の副産物

の有効利用や水･汚泥処理の省エネルギー化などの水・汚

泥処理技術やそれらの適用方法の開発を目指すものであ

る。 

平成25年度は、High Rate Algal Pondsで発生する藻類

の沈降促進を目指し、下水から培養された藻類に、熱帯・

亜熱帯地域に生育するMoringa oleiferaの種子の水溶液を

凝集剤として適用し、沈殿効果を調べた。 

High Rate Algal Ponds (HRAP)は、滞留日数2-8日、水深

0.2-1mで連続的に攪拌される人工池であり、藻類の光合

成による酸素供給によって、排水中の溶解性有機物が従

属栄養細菌によって好気分解するのを促進する処理方法

である 1)。バイオ燃料への変換のために藻類を生産する

技術が世界的に研究されており、HRAPは経済的に実施

可能で、かつ、最小の環境影響でできる方法と考えられ

ている 2)。しかし、沈殿しにくい藻類の除去及び回収効

率が悪いことが、HRAPの課題の一つである。 

Moringa oleiferaは、アジア、中東、アフリカの熱帯、

亜熱帯地域で広く生育する樹木で、Moringa oleiferaの種

子の水溶液（以下、MO 溶液と呼ぶ）が、数ある天然凝

集剤の中でも優れた凝集作用を持つ 3)ことが知られてい

る。MO溶液がHRAPの藻類の凝集沈殿に効果があれば、

HRAP の導入が容易になると思われる。また、現在の化

学凝集剤の代わりにMoringa oleiferaの種子が利用される

ことになれば、化学凝集剤の生産に伴って排出される温

室効果ガスの排出抑制になると思われる。 

近年、Moringa oleiferaの凝集性に関しては、いくつか

報告がある。Pritchard ら 4)は、開発途上国での浄水処理

のための凝集性を評価し、硫酸アルミニウムや硫酸鉄に

は劣るが、十分な処理能を有することが報告している。

Bhuptawatら 5)は、インド国の下水の処理に適用し、硫酸

アルミニウムと比較しながら、下水処理への適用性を検

討している。Seguptaら 6)は、ガーナ国の農業かんがい水

等に適用し、濁度と寄生蠕虫卵の除去に有効であること

を示している。Vieiraら 7)は、乳業排水に、安価に適用可

能であることを報告している。しかし、藻類への適用事

例は見当たらない。 

そこで、本研究の目的は、MO溶液によるHRAPの藻

類の凝集沈殿処理への適用可能性の評価に向けて、簡易

試験により、MO 溶液による下水培養藻類の凝集沈殿効

果を明らかにすることである。試験にあたり、pHの変化
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がMO溶液による凝集沈殿効果に与える影響について検

討を行った後に、MO 溶液の添加量が藻類の凝集沈殿効

果に与える影響を検討した。比較対象としてポリ塩化ア

ルミニウム(PAC)による藻類の凝集沈殿効果も併せて試

験した。また、Ca2+とMg2+がMO溶液と共存することで

凝集能力が向上することが知られており 8)、それらの下

水培養藻類の凝集沈殿への影響も調査した。 

 

2. 研究方法 

2. 1  下水による藻類の培養 

HRAPの藻類培養液を想定し、模擬的に培養液を作成し

た。培養液は、静置した流入下水の上澄み5Lを容量5Lの

三角フラスコに入れ、回分式で曝気およびマグネチックス

ターラーで1,000rpmの撹拌を行い、照明付きの恒温機内で

水温24℃、照射条件は光量子フラックス150μmol m-2 s-1、

12h/dで2週間培養し作成した。流入下水は、処理区の一部

に合流式下水道を採用している実下水処理場から晴天日

（採水前の24時間の降雨量が0mm）に採取した。実験は2

回に分けて行い、実験毎に流入下水を採取して培養した。 

 

2.2  MO溶液の作成 

MO溶液は、精製を行わず、作成が比較的容易な既報の

方法8)とした。すなわち、Moringa oleiferaの種の内部2gを

1.0mol/Lの塩化ナトリウム水溶液200mLに加え、30分撹拌

したのち、孔径8.0m、0.45mのニトロセルロースメンブ

レンフィルター（ミリポア社）の順にろ過した。MO溶液

のTOCを測定し、炭素量で注入量を管理した。TOC濃度

は毎回やや異なり、1,300mg/L程度であった。また、MO

溶液の二クロム酸カリウムによる酸素要求量（CODCr）も

測定した。MO溶液の保管中の劣化が不明であったため、

溶液は作成後、2日以内に使用することとした。 

 

2.3  実験方法 

pHの変化がMO溶液による凝集沈殿効果に与える影響

を評価するため、異なるpHでMO溶液を反応させ、凝集沈

殿後の上澄みの水質を分析した。手順は、下水による藻類

の培養液400mLを500mLビーカーに入れ、水酸化ナトリウ

ム溶液または希硫酸でpH調整をした後、急速・緩速撹拌

しながらMO溶液を終濃度で20mg-C/Lを添加し、pH4と11

の間で反応させた。90分間静置した後、上澄み100mLを水

面付近からピペットで採取した。採取した上澄みについて、

残存する藻類量の指標としてクロロフィルa、藻類に限ら

ない懸濁物量の指標として波長660nmの吸光度（以下、A660

と表記する）、凝集のしやすさを示す指標としてゼータ電

位、凝集剤添加による変化の確認のためにpHと総アルカ

リ度を測定した。MO溶液を注入しない試料も同様に静置

し、上澄みの分析をした。 

次に、MO溶液の添加量が藻類の凝集沈殿効果に与える

影響を評価するため、凝集剤の添加量を変化させて、凝集

沈殿後の上澄みの水質を分析した。手順は、500mLビーカ

ーに入れた下水による藻類の培養液400mLを5点用意し、

急速・緩速撹拌しながら終濃度で、それぞれ、0、5、10、

20、40mg-C/Lを添加し、pH調整なしで反応させた。また、

PACはpH調整なしまたはpH7の条件下で、終濃度で0、1.5、

3、6、12mg-Al/Lを添加し、同様に試験した。採取した試

料のクロロフィルa、全CODCr（TCODCr）、溶存態CODCr

（DCODCr）を測定した。 

また、塩化カルシウムと塩化マグネシウムを添加し、

Ca2+とMg2+濃度をほぼ倍増させて、pH調整無しで

20mg-C/LのMO溶液により凝集沈殿させ、同様に試験した。 

凝集のための急速・緩速撹拌は、ジャーテスター（宮本

理研工業株式会社、JMD-4E）を用い、2分間150rpm （G

値：86 s-1）の後、15分間30rpm（G値：7.7 s-1）で撹拌した。

PACは、酸化アルミニウム濃度10.0～10.6重量%のものを

用いた。 

 

2.4  水質分析 

実験中の水質の分析の方法は、以下のとおり行った。ク

ロロフィルaの分析は、分光光度計（島津製作所株式会社、

Spectrophotometer UV-160）を用い、河川水質試験方法（案）

の三波長吸光光度法に従った。A660は分光光度計にて光路

長10mmで波長660nmの吸光度を測定した。pHおよび水温

の測定にはポータブルpH計（東亜DKK株式会社、HM-30P

と31P）を使用した。ゼータ電位の測定はDelsa Nano HC（ベ

ックマン・コールター社）と低濃度用フローセルを使用し

た。MO溶液のTOC分析にはTOC-5000（島津製作所株式

会社）を使用した。TCODCr、DCODCrおよびCa2+やMg2+

濃度の測定は吸光光度計DR3900および試薬（ともにハッ

ク社）を用いた。DCODCrおよびCa2+とMg2+濃度の測定は、

ガラス繊維ろ紙（ワットマン社、GF/B）のろ過試料を用

いた。総アルカリ度の分析は、下水試験方法に従った。 

 

3. 研究結果 

3.1  pHがMO溶液の凝集沈殿効果に与える影響 

実験原水として用いた藻類を培養した下水（MO溶液注

入前）のpHは9.53、クロロフィルa濃度は3,125g/Lで、そ

の試料の静置後の上澄みは1,281g/Lであった。異なるpH

条件下でMO溶液により凝集沈殿した試料の上澄みのク

ロロフィルa濃度を図1に示す。図1のとおり、高いクロロ

フィルa濃度を示したpH5と6の条件で反応した試料の上 
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再生水利用の安全リスクに関する研究 

研究予算：運営費交付金 (一般勘定) 
研究期間：平 21～平 25 

担当チーム：材料資源研究グループ 

（リサイクル） 

研究担当者：津森ジュン、諏訪守、 

桜井健介、安井宣仁  

【要旨】 

本研究では、ウイルス濃度の基準値設定に際してその課題抽出や再生処理技術によるリスクの低減効果を評価

することを目的に① 再生水利用促進手法のための要因分析、② 水質基準を設定するための課題抽出、③再生処

理技術におけるウイルス除去効果の明確化と安全性向上を行った。その結果、再生水利用促進のためには、「個人

のリスク認知」を進め、可能な限り正確でわかりやすい安全性の保証の周知徹底する手法が最も効果的である。

再生水処理技術の評価においては、特に生物学高度処理水を再生水原水として使用する場合、粒子径が 1μm 以上

の粒子と 0.4μm~1μm 未満の粒子を除去しても Norovirusの残存濃度がほぼ同等であったことから、0.4 μm 未

満の微小粒子を除去することで効果的に Norovrius の除去が可能であることが見出された。 

キーワード：再生水、Norovirus(NoV)、膜処理 

 

1.はじめに 

温暖化による気候変動等に伴い、世界的に水不足

が懸念されている現在、下水処理水は安定した水資

源として位置づけられる。下水再生水は渇水時にも

安定的に供給が可能であり、世界的にその利用が注

目されている。また、親水・修景用水等の利用も進

んできている。さらに、企業における CSR 活動の一

環として下水処理水の再利用に関心が高まりつつあ

る。一方、下水処理水におけるウイルスの知見が集

積されてきており、社会的関心が高まっている中で

下水処理水の再利用が行われているが、ウイルスに

関する水質基準値は設定されていない。下水処理水

の再利用を促進する上で衛生学的安全性の担保は重

要な因子であることから、ウイルス濃度の基準値を

設定するための課題抽出や再生処理技術の評価が望

まれている。 

現在，我が国における下水処理水年間 147.1 億

m3のうち、再利用量は約 2.0 億 m3、再生水利用率

は約 1.4%と低水準 1)であり、下水処理水の再利用促

進が望まれる。今後、水量・水質の双方からの水環

境の改善と都市内水資源の有効活用が求められてい

る。下水処理水の再利用にあたり、特に再生水利用

時における病原微生物による感染リスクの管理は重

要である。現状では、「下水処理水の再利用水質基準

マニュアル」が策定され、水質基準や施設基準等が

提示されており、衛生学的な安全評価のために大腸

菌、大腸菌群を中心に管理が行われている。しかし

ながら、近年、病原微生物の知見の集積により病原

微生物が関与した水系感染症の課題が生じてきてい

る。特に下水および下水処理水から、一年間を通し

て検出されるノロウイルス(以下，NoV と記す)は、

調査検討すべき病原微生物である 2), 3)。 

再生水の処理技術としては、海外では都市下水の

再生水処理が増加する傾向があり、その処理技術と

して膜処理技術が大幅に普及・発展している。国内

では、利用率が 1.4%と低いことから、持続可能な社

会を実現するためにも再生水処理技術の評価と再生

水の利用促進がカギとなる。 

本研究では、下水処理水の再利用を促進する上で

水質性状、特にウイルス等の衛生学的安全性の担保

についてより踏み込んだものとするため、ウイルス

濃度の基準値設定に際してその課題抽出や再生処理

技術によるリスクの低減効果を評価した。既往の再

生処理術を対象に、微小懸濁物質とウイルス除去の

関係に着目し、研究内容を拡張させ再生水の利用促

進の向上および安全リスクの信頼度向上を図ること

平成25年度   下水道関係調査研究年次報告書集

－ 40 －













された。また、PAC 添加＋UF 膜処理では、GII に関

しては PAC 添加=2mg-AL/L を除き、全ての実験系で

不検出であったため、PAC 添加効果を明確に判断す

ることは出来なかった。一方、GIに関してはPAC添

加量が 4mg-AL/L 以上になると除去率が低下する傾

向が確認された。 

以上より、NoVGI は PAC 添加量が 0～2mg-AL/L の

前処理で UF 膜処理を行うことで、4Log 以上の除去

が見込まれた。NoVGIIは PAC添加量に依らず、UF膜

処理で 3Log 以上の除去が見込まれた。また MF 膜、

UF膜処理を行う場合、処理水量の増加ならびに膜処

理の運転性能を低下させないため、前処理としてPAC

を添加する際、最適な添加量が存在することが明ら

かとなった。特に NoVGI の除去を考えた際は、PAC

添加量に依存して MF 膜、UF 膜での除去性が異なる

ため、最適 PAC 添加量の設定が重要であることが分

かった。  

 

５．まとめ 

本研究では、下水処理水の再利用を促進する上で

水質性状、特にウイルス等の衛生学的安全性の担保

についてより踏み込んだものとするため、ウイルス

濃度の基準値設定に際してその課題抽出や再生処理

技術によるリスクの低減効果を評価した。得られた

成果は以下の通りである。 

1） 再生水利用促進においては市民の承諾が重要

な要素であり、再生水利用促進のためには、「個

人のリスク認知」を進めることは市民の承諾を

得る上で有効手法であることが確認された。 

2） 食品・飲料水のリスク管理手法として推奨され

ている HACCP(Hazard Analysis and Critical 

Control Points)の考え方に基づくリスク管理

計画の適用が有効と判断し、特に微生物学的リ

スクの観点からリスク管理スキームの枠組み

を構築し、リスクレベル（管理上の重要性）か

ら重点管理点(CCP)を特定し、各プロセスで想

定されるハザードに対して、リスク評価から管

理手法を提案した。 

3） 下水処理水中または再生水中のウイルスと粒

子の関係を検討した結果、物学高度処理水を原

水として使用する場合、1μm 以上の粒子を除

去するより、1μm 以下、特に 0.4μm 以下の

微小粒子を除去する方が効果的にウイルス除

去することができると考えられた。 

4） 再生水処理技術として、PAC 添加前処理と膜ろ

過処理の組み合わせによるNoV除去性の検討し

た結果、PAC 添加量に依存して MF 膜、UF 膜で

の除去性が異なるため、最適PAC添加量の設定

が重要であることが分かった。  
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 震災時の機能不全を想定した水質リスク低減手法の構築に関する研究 

研究予算：運営費交付金（一般勘定） 

研究期間：平25～平28 

担当チ－ム：材料資源研究グル－プ（リサイクル） 

研究担当者：津森ジュン、諏訪守、安井宣仁 

 

【要旨】 

 東日本大震災では、沿岸部に位置する下水道施設が津波被災により機能不全に陥り、完全な復旧には長時間を要した。

被災地域の他のインフラが復旧するに従い、家庭などから排出される下水が継続して下水道に流入することになるが、

下水道が機能不全となった場合には、放流水質の悪化は水系感染症拡大防止に重大な影響を及ぼす。今回の震災では、

被災下水処理場は沿岸部に集中したが、仮に、水道水源の上流に位置する内陸部の処理場が被災した場合には、下流域

における浄水・利水施設に対し病原微生物の感染リスクが格段に高まることになるため、応急的な対応においても可能

な限り水系感染リスクを低下させる手法を明らかにすることが求められている。 

25年度は、段階的な復旧の初期対応として、簡易沈殿処理による衛生学的指標の大腸菌群、ノロウイルスなどの除去

効果や、その除去･消毒効果向上のための凝集剤の添加効果を評価した。 

キーワード：震災、機能不全、消毒、水系感染リスク 

 

１. はじめに 

上下水道一体となった既存の社会インフラの整備によ

り、水系感染症拡大防止に一定の効果が担保されていた

が、東日本大震災の発生に際しては、下水道が被災して

機能不全に陥り、既存の水質管理システムの脆弱性が明

らかとなった。機能不全となった場合には、復旧に長時

間を要し、復旧段階での処理水質悪化は消毒効果に重大

な影響を及ぼす。 

今回の震災では、被災下水処理場は沿岸部に集中した

が、仮に、水道水源上流に位置する内陸部の処理場が被

災した場合には、病原微生物の感染リスクが格段に高ま

ることになる。このため、応急的な対応により水系水質

リスクを低下させる手法を明らかにすることが求められ

ている。水系水質リスクに対する施策として、これまで、

下水道施設の耐震化や平常時の河川流況を勘案した取

水･排水系統の再編成などの提言がなされているが、被災

による機能不全に対して感染リスクは 1 万倍以上に上昇

すると考えられるが、それに応じたリスク管理手法は開

発されていない。 

本研究は、大規模災害による下水処理システムの機能

不全に対して、他施策等による緊急対策の実施可能性を

整理した上で、下水道において病原微生物の感染リスク

を低減させる手法を構築することを目的としている。 

このため、機能不全に陥った際の処理水質悪化が消毒

効果に及ぼす影響評価、応急対策手法の構築、段階的復

旧における課題への解決策の提案を行い、衛生学的リス

ク管理手法を構築するものである。また、衛生学的な指

標として、これまでの評価対象である大腸菌群に加えて、

塩素消毒に耐性があり集団感染発生要因となるウイルス

や原虫類を含める。 

25年度は下記の1）2）の項目について実施した。 

1) 簡易沈殿処理による衛生学的指標の除去効果の評価 

2) 除去･消毒効果向上のための凝集剤添加効果の評価 

 

２．研究目的および方法 

2.1簡易沈殿処理による衛生学的指標の除去効果の評価 

東日本大震災による津波被災下水処理場では、段階的

な復旧の初期対応として、導入の容易さから簡易沈殿処

理の適用事例が多い。簡易沈殿処理水の水質について

は、通常の最初沈殿池を経た一次処理レベルと推定され

るが、被災の規模や復旧の進展状況により、簡易沈殿処

理の適用が長期間に及ぶ可能性があることから、沈殿池

下層へ堆積する汚泥が沈殿処理水に及ぼす影響を考慮

しなければならない。実際の被災下水処理場における対

応では、簡易沈殿処理を長期間にわたり行うことで、沈

殿池下層へ堆積した汚泥が塩素消毒効果へ影響を及ぼ

す可能性を指摘する報告１）がある。 

25 年度は、簡易沈殿処理による大腸菌群やノロウイ

ルス、有機物などの除去効果や、継続した処理が処理水

質に及ぼす影響把握を目的に、パイロットプラントを利

用し評価を行った。パイロットプラントは最初沈殿池

（初沈）50L、反応タンク 100L、最終沈殿池（終沈）

50Lで構成されたもので、沈殿汚泥の引き抜きや反応タ

ンクでの曝気混合は行わず流入下水を継続して流入さ

せた。初沈から終沈までの滞留時間は 16 時間とした同

一条件にて 3系列を稼動させた。評価対象試料は、流入

下水と施設滞留時間を考慮して採水した終沈越流水と

した。 
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21世紀型都市水循環系の構築のための水再生技術の開発と評価 

（水の衛生学的評価） 

 

研究予算：戦略的創造研究推進事業 

研究期間：平 21～平 26 

担当チーム：リサイクルチーム 

研究担当者：鈴木穣、津森ジュン、 

 諏訪守、桜井健介、安井宣仁 

 

１． はじめに 

 本研究は、現在の都市水資源や新しい水利用システ

ムによって生み出される水資源について、衛生学的評

価を行うことを目的とし、水中の病原微生物濃度モニ

タリング及び水の衛生学的評価と管理手法の提案を行

うこととしている。水中の病原微生物濃度モニタリン

グでは、遺伝子検出法を用いて腸管系ウイルスを対象

とした、比較的濃度が高い未処理下水から低い再生水

まで、試料特性に応じた分析方法の開発を行う。更に

開発した分析方法により下水、下水処理水及び河川水

等におけるウイルスの実態を把握する。また、膜処理

を主とした再生処理による病原微生物の除去効果を把

握する。水の衛生学的評価と管理手法の提案では、今

後の利用拡大が期待される再生水利用シナリオを検討

した上で、衛生学的観点からのリスク評価に関するケ

ーススタディーを行い、評価手法を構築するとともに、

運転管理、送水・供給方法等も含め考慮したリスク管

理手法を提案する。 

平成 25年度は、過年度までに当研究において蓄積し

た再生処理パイロットプラント（沖縄）における NoV 濃度の

モニタリングデータを基に、生産された再生水を農業

利用、都市利用（水洗トイレ用水、芝生散水用水、親

水用水）として利用した際の利用者に対する NoV 感染

リスク評価を実施した。なお、NoV感染リスク評価は、

障害調整生存年数(Disability Adjusted Life Years: 

DALY）を指標とした定量的微生物リスク評価

(Quantitative Microbial Risk Assesement:QMRA)にて

検討した。 

 

２. 評価対象とする再生処理技術 

 本研究では、当該研究にて他グループが開発中の膜

処理技術を評価対象とした。膜種は材質がポリフッ化

ビニリデン、分画分子量が 150,000 Daの UF膜である。

パイロットプラントでは、原水として標準活性汚泥法

による二次処理水を用い、UF膜単独処理、凝集剤(PAC)

添加前処理による PAC+UF膜処理ならびに、追加処理と

して UF 膜処理の後段に UV 処理あるいは NF 膜、RO 膜

を追加した、UF+UV処理、UF+NF膜処理、UF+RO膜処理

の計５つの再生処理に関して、再生水の各利用用途に

おける NoV 感染リスク評価を実施した。なお評価方法

等に関しては１）～３）の論文にて示した手法を用い

た。本稿では評価方法の詳細は割愛する。 

 

３． 再生水の利用用途毎のNoV 感染リスク 

 リスク対象者は、農業利用では農業従事者及び消費

者（生野菜摂取、加熱調理食材摂取）とし、都市利用

では利用者とした。なお農業利用におけるリスク対象

の消費者は、農作物に再生水が付着した状態の作物を

摂取したことにより NoV に感染することを想定した。

下記にリスクシナリオを示す。 

農業利用時 

・ 再生水使用時において、再生水の送水・供給過程で

NoV濃度が減衰することを仮定。 

減衰割合は論文 1)を参照し、1 日あたり 0.2～0.5 

Log/日と設定した。 

・農業用水の供給水量は 4,200m3/日と設定 

・送水は都市部から農業集落地域へ送水することを仮

定し、送水距離は 20km と設定 (送水仮定での

HRT=5.5h) 

・再生水貯留槽の容量(266m3)×2基に設定  (HRT=3h)   

・集落毎に農業用水貯留槽を 5基設置し、容量は 50m3 と

設定した。(HRT=1.5h) 

・農業用水貯留槽から各農家までの送水における滞留

時間は０と仮定 
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・上記仮定に基づき、NoV の濃度減衰は送水過程で

0.1～0.2Log濃度減衰する。 

 ・また、再増殖・スケール防止のため再生水貯留槽

に塩素を投入することを想定し、安全側を考慮し

て投入した塩素の形態が全てクロラミンになると

し、供給過程で 0.1mg/L の残留塩素を確保

(CT=0.1mg/Ｌ×600min (10h) =60mg・min/L）で

0.2Log除去を見込むと想定した。 

 ・リスク対象者への曝露形態、曝露量、曝露頻度等

に関しては論文 3)を参照。 

 都市利用時 

 ・農業利用時と同様に再生水の送水・供給過程で NoV

濃度が減衰することを仮定した。 

・再生水の供給水量は農業利用時と同様の 

4,200m3/日と設定 

 ・送水距離は 5kmと設定（HRT=3h） 

 ・NoV の濃度減衰は送水過程で 0.04～0.1 Log 濃度

減衰する。 

 ・農業利用時同様に、再増殖・スケール防止のため

再生水貯留槽に塩素を投入することを想定。供給

過程で 0.1 Logの除去を見込むと想定した。 

 ・都市利用時の曝露形態、曝露量、曝露頻度は、利

用用途毎に表-1の通りに設定した。 

   

表-1 都市利用における再生水の用途別の 

曝露形態、曝露量、曝露頻度の設定 

再生水の用

途 
曝露形態 

1 回あたり

の曝露量

(mL/回) 

曝露頻度 

(回/年) 

水洗トイレ 
しぶきが口

に入る 
0.02 3 

芝生散水 

手についた

水の間接経

口摂取 

0.1 20 

親水（手足が

浸かる場合） 

手についた

水の間接経

口摂取 

0.3 20 

親水（水浴） 
水遊びによ

る誤飲 
30 8 

 

 

NoV は動物感染試験、細胞培養により感染性のある

NoV を培養する手法が確立されていない。そのため、

NoVの感染リスクは、Real-time PCR法にて定量した遺

伝子量(コピー数)を用いた。なお、農業利用および都

市利用時の双方において、再生処理として UF 膜処理、

凝集沈殿＋UF 膜処理、UF+NF 膜処理、UF+RO 処理は全

て物理除去であるため、NoVの遺伝子減少率≑感染価除

去率が同等と仮定してリスク評価を検討した。UF+UV

処理においては、遺伝子量(コピー数)に加え MS2 phage

換算 NoV推定感染価除去率を考慮した。 

 

４．NoV 感染リスク評価結果 

 各シナリオに基づき、1 人 1 年あたり疫病負荷(年/

人) (DALY per person per year:DALYpppy)として各処

理法による再生水を利用した際の NoV 感染リスク評

価結果を表-2 に示す。評価基準として、現在、世界保

健機構(WHO)では、飲料水の病原微生物リスクの

DALY 値を 10-6 (年/人)と定めており、再生水の農業利

用時においてもこれに準拠して、指針値として 10-6 (年

/人)を提唱している。本検討においてもこの指針値を基

に評価基準を設定した。 

 表-2 に各利用用途における各処理技術の再生水利用

可能性を示す。表-2 中の凡例において、（○）は DALY< 

10-6 未満となるため現状、開発された再生処理技術の

再生水を利用しても NoV 感染リスクに問題がないと

判断できる処理技術を示している。(△)は、10-6< DALY 

<10-5の範囲で評価された処理技術であり、再生水の供

給方法の変更で対応が可能な処理技術を示している。

（×）は、DALY >10-5以上の処理技術であり、使用に

おいては消毒等の追加処理が必要な処理技術を示して

いる。 

 ただし、本研究において試算した NoV 感染リスクは

Real-time PCR 法による遺伝子定量値(コピー数)を用

いているため、NoV の生存性の有無を判定することが

出来ていない、言い換えれば感染性を有しない NoV も

定量していることから、実際の NoV の感染性を考慮し

ていない。従って、本研究において試算した NoV 感染

リスクは、安全側の結果を示していると考えられる。 
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表-2 各利用用途における 再生水利用可能性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．まとめ 

パイロットプラントを用いて二次処理水及び４種類

の再生処理施設における NoV 濃度のデータを基に、農

業利用、都市利用（水洗トイレ用水、芝生散水用水、

親水用水）として下水再生水を利用した際の利用者に

対する NoV 感染リスク評価を実施した。評価にあたっ

ては世界保健機構(WHO)が定める飲料水の病原微生

物リスクのDALY値を 10-6 (年/人)を本研究におけるリ

スク評価基準として用い、処理方法と用途別の組み合

わせで再生水としての利用可能性を試算した。 

平成２６年度は、これまでに得られた成果や評価結

果をもとに再生水利用シナリオの精査を行うとともに、

検討対象とした再生処理方法別のリスク管理手法を検

討することとしている。 
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消費者

（生野菜）

曝露量 0.3mL/回 0.1～1mL/100g 0.02mL/回 0.1mL/回 0.3mL/回 30mL/回

曝露頻度 27.2回/年 242g/日 3回/年 20回/年 2０回/年 8回/年

6.2Log

×
(×)

処理性能

平均

Log除去率
分散

－

3.9Log

× × ×

× × ×

UF＋UV

UF+NF

×
(○)

×

都市用水

農業従事者

(水稲栽培）
水洗トイレ 芝生散水

親水

（手足）

親水

（水浴）

農業用水

二次処理水 － × ×

凝集＋UF ±0.9Log × ○ ○

○

○
(○)

○
(○)

3.3Log ±0.7Log

5.2Log ○

△
(○)

×
(○)

×

UF+RO ±0.2Log ○ ○ ○ ○ ○ △

±0.3Log ○ ○ ○

MS2 phage換算

5.0Log ± 0.3Log

○

△

×

DALY<10-6

評価基準

10-6<DALY<10-5

DALY>10-5

評価

達成可能な処理技術

再生水供給方法の変更で対応可能性有り

追加処理が必要
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有効な肥料資源の保全方法と下水汚泥燃焼方法の検討 

研究予算：農林水産省 農林水産技術会議事務局 

農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業 

研究期間：平 23～平 25 

担当チーム：リサイクルチーム 

研究担当者：津森ジュン、井上研一郎 

 

【要旨】 

 全国の下水処理場から排出される下水灰中の元素含有量を調査したところ、ろ過式集じん灰(バグフィルタ灰、

セラミックフィルタ灰)は、セレンの含有量が比較的高くなる傾向が見られた。下水汚泥を 1 時間程度焼却するこ

と、下水灰の 950℃による加熱・昇温を行うことによりクロムやニッケル等の高沸点重金属類の含有量が低減さ

れることを示した。その低減量と灰の比表面積との間に相関が見られた。下水灰の有効利用に関するアンケート

調査を行い、下水汚泥焼却処理方法および下水灰組成に関する全国的な統計を取りまとめ、土木研究所資料とし

て公表した。 

キーワード：下水灰、肥料、有害元素、集じん 

 

 

１．はじめに 

 下水処理工程で発生する下水汚泥焼却灰(下水灰)

には、わが国が 100%輸入に依存しているリン鉱石

に匹敵するリンを含有しているが、これらのリン資

源としての利用は、緑農地への還元等一部にとど

まっている。世界的な食料問題は、肥料や肥料原料

の高騰を招いており、リン資源の確保は国家的な重

要課題となっている。 

 下水灰を肥料として適用する場合に有害となる元

素の含有実態や低減・除去特性を明らかにし、より

価値の高い資源として下水灰の利用・促進を図るこ

とを目的とし、調査および実験的検討を行った。 

 

２．研究方法 

 23 年度は下水灰中の有用・有害成分の含有実態を

把握するため、全国約 85 の自治体を対象にアンケー

ト調査を実施した。24 年度はその調査結果を取りま

とめ、土木研究所資料 1)として公表した。また、燃

焼プロセスにおける集じん方法と飛灰中のセレン含

有量との関係を示した。さらに、下水灰の加熱・昇

温による重金属の低減効果を実験的に検討し、25 年

度は下水汚泥を 1 時間程度焼却することによる低減

効果も併せて検討した。低減量と灰の比表面積との

関係を検討した。 

 

３．得られた成果 

(1) 下水汚泥焼却プロセスにおける集じん方法と飛

灰中の元素含有量の関係を示した。ろ過式集じんで

はセレンの含有量が高くなる傾向が見られた。ろ材

上に堆積した飛灰に排ガス中のガス態セレンが低温

のため吸着することから、含有量が高くなるものと

考えられる。セレンの発生量が高い地域ではサイク

ロンや電気集じんを適用することにより、飛灰中の

セレン含有量を低減させることが可能であり、飛灰

の適正な処分や資源化を図る上で有用となる情報を

示した。 

(2) 下水汚泥を 1 時間程度焼却すること、下水灰の

950℃による加熱・昇温を行うことにより、クロムや

ニッケル等の高沸点重金属類の含有量が低減される

ことを示した。その低減量と灰の比表面積との間に

相関が見られた。下水灰中に含有する高沸点重金属

類の低減のために有効となる事象を示した。 

(3) 下水灰の有効利用に関する調査結果を土木研究

所資料 1)として公表した。下水汚泥焼却処理方法お

よび下水灰組成に関する全国的な統計を取りまとめ

た。 

 

文献 

1) 独立行政法人土木研究所：下水灰の有効利用に関する

アンケート調査報告書、土木研究所資料第 4243 号、全 76

ページ、2012 
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Ⅱ．水質チームによる研究 
 

 



下水道における最適なリスク評価手法と対策技術の 

構築に向けた検討業務 

 

水質チーム 上 席 研 究 員 岡本 誠一郎 

総括主任研究員 小森 行也 

主 任 研 究 員 北村 友一  

研 究 員 真野 浩行  

武田 文彦  

 

 「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」で第一種指定化学物

質として定められている物質等のうち、「下水処理過程での化学物質等の除去特性・挙動の調査」によ

り個々の物質についてのリスク評価と、「生物応答手法を用いた下水処理水の影響評価に係る調査」に

よるリスク評価を行い、それらの結果を比較・検証することで、下水道における最適なリスク評価手法

と対策技術の構築に向けた検討を行った。 

 

(1) 下水道処理過程での化学物質等の除去特性・挙動に係る調査 

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」上で第一種指定化学

物質として定められている化学物質のうち、ノニルフェノール（NP）とその関連物質（NPEO、NPEC）に

ついて、実下水を用いた活性汚泥処理実験を行い、下水処理における NP、NPEO、NPECの除去特性と下水

処理過程における挙動を把握し、個々の化学物質についてリスク評価を実施した。また、実下水処理場

の汚泥処理プロセス（汚泥濃縮、汚泥消化）における NP の実態把握を行った。 

① 活性汚泥処理プロセスにおけるノニルフェノール（ＮＰ）の挙動把握 

「特定化学物質の環境への排出量の把握等

及び管理の改善の促進に関する法律」上で第一

種指定化学物質として定められている化学物

質のうち、ノニルフェノール（NP）とその関連

物質について活性汚泥処理実験装置(図-1、表

-1参照)を用いた活性汚泥処理プロセスにおけ

る挙動把握実験を行い以下の結果を得た。 

(a) NP 添加実験 

 流入下水に NP を高濃度に連続添加した活性

汚泥処理実験を行い、活性汚泥の NP 馴致に関

する検討を行った。実験では、NP 濃度を 1μg/L で連続的に添加し

た。 

 NP 添加 2 日では、終沈流出水に NP が検出されたが、NP 添加 44

日では不検出となり添加 NP は殆んど除去された。NP添加 2日の NP

除去率は 77％、NP 添加 44 日の NP 除去率はほぼ 100%であり、約 1

月半ではあるが、NP連続添加により活性汚泥が NPに馴致し NP除去

流入下水

水

P流入下水
ピット

P

初沈 終沈

ブロアー

余剰汚泥生汚泥

返送汚泥

AT-4

排

終沈流出水
（二次処理水）

エアレーションタンク（AT）

オーバーフロー

AT-1 AT-2 AT-3

溝
P P

放流水

塩素混和槽

 

図-1 活性汚泥処理実験装置 

表-1 運転条件 

流入水量 6.8 m3/day

エアレーション時間 7 時間

エアレーション空気量 86 m
3
/day

汚泥返送率 38 ％

生汚泥引抜量 100 L/day

余剰汚泥引抜量 60 L/day
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率が向上した。また、エアレーションタンクにおける NP 除去速度定数ｋ1(1/h)を求めた。NP添加 2日の

ｋ1は 0.028、NP添加 44日のｋ1は 0.064 と除去速度が大きくなった。 

実下水を流入水とする活性汚泥処理実験装置を用いて流入水に NP を連続添加する実験を行った。NP

濃度を 1μg/Lで約 1月半の連続実験を行ったところ、活性汚泥の NP への馴致がみられ NP除去率が向上

した。活性汚泥は NP に対し馴致することにより下水処理水の NP リスク低減に寄与できることがわかっ

た。 

(b) NPEO 添加実験 

 流入下水に NPEO を高濃度に連続添加した活性汚泥処理実験を行い、処理過程における NP 生成に関す

る検討を行った。実験では、NPEO濃度を約 8,000μg/L で連続的に添加した。 

NPEO 添加 2 日の終沈流出水の NP 濃度は 0.99μg/L であったが、NOEO 添加 28 日では 21μg/L であり、

NPEOを高濃度で連続添加することにより終沈流出水に NP が残存することが確認された。NPEOから NPへ

の変化率を、「NP 流出濃度(μg/L) ÷ (NP+NPEO+NPEC)流入濃度(μg/L) × 100」として計算したとこ

ろ、NPEO 添加 2 日では 0.01%であったが NPEO 添加 28日では 0.25％に増大した。 

実下水を流入水とする活性汚泥処理実験装置を用いて流入水に NPEO を連続添加する実験を行った。

NPEO濃度を約 8,000μg/L で約 1月の連続実験を行ったところ、NPEO 添加当初に比べ、28 日後では終沈

流出水の NP 濃度が増加し NP リスクが増大することがわかった。 

② 実下水処理場の汚泥濃縮、汚泥消化プロセス等における NP の挙動調査 

実下水処理場の汚泥濃縮槽、汚泥消化槽における NP 生成について確認調査を行った。平成 23 年度の

PRTR データより流入下水中の NPEO 推計濃度が高かった 3 処理場における調査結果は以下のとおりであ

る。 

(a) A 処理場調査 

滞留時間約 5 時間の混合汚泥ピット（A）において、NP の増加が観測された。2 月 17 日採取試料でピ

ット排出汚泥の NP 負荷量はピット流入汚泥の NP負荷量の 2.1倍、2月 26 日採取試料では 1.5 倍であっ

た。また、滞留時間約 3時間の混合汚泥ピット（B）においては NPの増加は観測されなかった。 

(b) B 処理場調査 

滞留時間約 21時間の初沈濃縮槽において NP の増加が観測された。2月 12 日採取試料で初沈濃縮槽か

らの排出 NP 負荷量は、流入 NP 負荷量の 1.2 倍、2月 24 日採取試料では 1.8 倍であった。 

滞留時間約 10時間の余剰濃縮槽おいて NPの増加は観測されなかった。2月 12日採取試料は余剰濃縮

槽排出汚泥の NP負荷量は余剰濃縮槽流入負荷量の約 0.8倍、2月 24日採取試料では約 0.6倍であった。 

滞留時間 29 日の消化槽において NP の増加が観測された。2 月 12 日採取試料は負荷量で 2.3 倍、2 月

24 日採取試料では 7.8 倍となっていた。 

(c) C 処理場 

滞留時間 11 時間の生汚泥貯留槽では NPの明確な増加は観測されなかった、1月 16 日-17日採取試料

で 1.2倍、2月 25日-26日採取試料で 0.8 倍であった。 

滞留時間 31 時間の濃縮汚泥混合貯留槽において NPの増加は観測されなかった。1月 16 日-17 日採取

試料で 0.9倍、2月 25 日-26 日採取試料で 1.0 倍であった。 

汚泥輸送プロセスの混合汚泥ピット、濃縮槽、消化槽等における NP生成について実態調査を行った以

上の結果をまとめ、図-2に示す。各汚泥ピット、濃縮槽、消化槽への流入 NP負荷量を IN、排出 NP 負荷

量を OUT とし、OUT/IN を図示した。汚泥輸送中の汚泥ピット、濃縮槽では OUT/IN が 1 を超えるケース

と 1を下回るケースがみられ、これら汚泥ピット、濃縮槽での NP 生成については明確な傾向を示すこと 
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② 藻類・甲殻類・魚類胚仔魚を用いた生物応答試験による下水処理水の影響調査 

本調査では、下水処理工程での水生生物の影響の低減効果を把握するため、流入下水、活性汚泥処理

実験装置の二次処理水、放流水を対象に、藻類、ミジンコ、胚・仔魚期の魚類（メダカ、ゼブラフィッ

シュ）を用いた生物応答試験を行い、水生生物への影響を調査した。 

(a)方法 

本調査で用いた活性汚泥処理実験装置は、最初沈殿池（500L）、生物反応槽（500L ×4 槽）、最終沈

殿池（500L）、塩素接触槽（100L）から構成されている（図-4）。本調査では、分流式下水道として整

備され主に生活排水が流入する実下水処理場の生下水を、流入下水として用いた。生物反応槽は、第１

槽から第４槽まで全面エアレーションを行い、標準活性汚泥法による処理を行った。塩素接触槽では、

塩素混和池の流出水で遊離残留塩素濃度が 0.5mg/L 程度となるように、次亜塩素酸ナトリウム溶液を連

続注入した。 

活性汚泥処理実験装置から採取した下水試料を採水後、直ちに 0.22μm ポアサイズのフィルターを用

いて下水試料の滅菌ろ過を行った。生物応答を用いた排水試験法（検討案）に従い、ろ過試料を採水後、

可能な限り、36 時間以内に生物応答実験に使用した。 

藻類生長阻害試験は、藻類を下水試料に一定期間曝露し、指数増殖期における生長速度を調べ、対照

区と比較することにより、藻類の増殖に対する下水試料の影響を明らかにするものである。本調査では、

96 穴マイクロプレートを用いて試験を 3回実施した。この方法は、試料量が少量で済み、一度に多くの

試料を試験できるなどの利点を有する。被験生物には、生物応答を用いた排水試験法（検討案）の推奨

種となっている、単細胞緑藻ムレミカヅキモ（Pseudokirchneriella subcapitata）（NIES-35 株）を、

試験培地には AAP培地を用いた。1 試料に対して 1枚の 96 穴ウェルマイクロプレートを用い、2倍希釈、

5 段階（83.3%、42％、21％、10%、5.2%）、5 連、初期生物量 1×104 cells/mL の試験系列を作成した。

試験条件は、温度 24°C、照度 3000 Lux、振とう速度 120 rpmとし、24時間毎にマイクロプレートリー

ダーを用いて、各ウェルの吸光度（波長：450 nm）を測定した。0-72 時間の生長速度とばく露濃度の関

係から、対照区と比較して統計学的に有意な低下が認められない最も高い下水試料の割合を、無影響濃

度（NOEC、No Observed Effect Concentration）として求めた。すべての試験濃度区で対照区と生長速

度に有意な違いが認められない場合、もっとも高い試験濃度を NOEC とした。NOEC の算出には

EcoTox-Statics Ver.2.6d を用いた。 

ミジンコを用いた試験は、ミジンコを下水試料に一定期間曝露し、ミジンコの繁殖に対する下水試料

の慢性毒性を明らかにするものである。生物応答を用いた排水試験法（検討案）では、ニセネコゼミジ

ンコ（Ceriodaphnia dubia）を用いた試験を行うが、本研究では、生後 24時間以内のオオミジンコ（Daphnia 

図-4 下水処理実験装置の概要 
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magna）を用いて 2 回実施した。1 回目の試験では、各下水試料の 80%希釈濃度およびコントロール区を

用意した。2 回目の試験では、各下水試料の 5 濃度区（80%、40%、20%、10%、5%）および対照区を用意

した。各下水試料の希釈および対照区に使用する試験水として、脱塩素水道水を用いた。濃度区ごとに

生後 24時間以内の個体を 10 匹（1容器 1匹）曝露し、曝露期間を 21日間とした。ばく露方式は半止水

式（少なくとも週 3 回、2日または 3日ごとに換水）とし、照明は白色蛍光灯で明期 16時間、暗期 8時

間とした。餌としてクロレラ（Chlorella vulgaris）を使用し、試験個体ごとに炭素含有量で 0.15mg の

クロレラを毎日与えた。曝露終了後まで、試験個体の生存と産仔数を観察し、各下水試料の濃度区ごと

に累積産仔数を求めた。累積産仔数とばく露濃度の関係から、対照区と比較して統計学的に有意な低下

が認められない最も高い下水試料の割合を、無影響濃度（NOEC）として求めた。すべての試験濃度区で

対照区と死亡率または累積産仔数に有意な違いが認められない場合、もっとも高い試験濃度を NOEC とし

た。 

メダカとゼブラフィッシュを用いた魚類試験は、胚仔魚期の魚類を下水試料に一定期間曝露し、孵化

率などを調べ、対照区と比較することにより、胚・仔魚期の魚類に対する下水試料の急性および亜慢性

毒性を明らかにするものである。本研究では、環境省が提案している生物応答を用いた排水試験法（検

討案）に基づいて、種ごとに 3回ずつ試験を実施した。本試験では、dr-R 系統のメダカを使用し、ばく

露方式は半止水式（少なくとも週 3 回、2 日または 3 日ごとに換水）とし、照明は白色蛍光灯で明期 16

時間、暗期 8時間とした。エンドポイントはふ化率、生存指標（= ふ化率×ふ化後生存率/100）とした。

なお、一部の試験では脱塩素水道水で培養したメダカ受精卵が卵膜軟化症によって卵黄が卵外に排出さ

れ多くのメダカが死亡した。このため一部の試験では対応策として pH調整蒸留水（蒸留水に水酸化ナト

リウムを加え pH7.0～8.0 とし、0.22μm フィルターでろ過したもの）を対照区に使用した。また、曝露

期間中の水換え前後に pH、水温、DO の測定を行った。 

(b)結果 

表-2に藻類の生長速度に対するNOEC

を示す。流入下水の無影響濃度は21％

（約5倍希釈）となり、二次処理水およ

び放流水の無影響濃度は83.3%となっ

た。これらの結果から、少なくとも約4

倍希釈程度の下水処理による藻類への

毒性低減効果が確認された。 

表-3にミジンコの産仔数に対する各下水試料の

NOECを示す。1回目の試験から、流入下水によるオオ

ミジンコの累積産仔数への影響が考えられるが、2回

の試験ともに、二次処理水と放流水の NOECが最大濃

度である 80%となったことから、下水処理実験装置の処理により毒性影響が低減したことが考えられる。 

表-4にメダカのふ化率と生存指標に対する各試料の NOEC を示す。2回目の試験では、ふ化率と生存指

標に対する流入下水の NOEC がいずれも 5%だったのに対し二次処理水で NOEC が 10%となったことから、

活性汚泥処理によって毒性物質が除去されたことが明らかになった。3回目の試験から推定された NOEC

は 2回目と同様に、流入下水に比べて二次処理水および放流水で高い値を示し、下水処理によってメダ

カに対する毒性を削減できることが確認できた。塩素処理水の割合を 80%とした 1 回目のメダカ試験、

及びメダカ 2回目試験における塩素処理水の生存指標に及ぼす影響を除けば、メダカのふ化率と生存指 

表-2 藻類の生長速度に対する NOEC 

2013/12/17 2014/1/10 2014/2/21

流入下水 21％ 21％ 21％
二次処理水 83.3％ 83.3％ 83.3％

放流水 83.3％ 83.3％ 83.3％

試験開始日
下水試料名

表-3 ミジンコの累積産仔数に対する NOEC 

2014/1/24 2014/2/14

流入下水 ＜80％ 80％
二次処理水 80％ 80％

放流水 80％ 80％

下水試料名
試験開始日
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 流域スケールで見た物質動態特性の把握に関する研究② 

研究予算：運営交付金（一般勘定） 

研究期間：平 23～平 27 

担当チーム：水環境研究グループ（水質） 

研究担当者：岡本誠一郎、平山孝浩、北村友一、

對馬育夫 

 

【要旨】 

河川集水域からの栄養塩類の流出機構を解明するため、印旛沼流入河川である高崎川と鬼怒川支流の山川で雨

天時の水と硝酸イオンの安定同位体比に着目した負荷量調査を行った。その結果、高崎川の雨天時調査において、

増水時の河川水の 80%が直接流出であることが示唆され、δ
18

ONO3
-を用いた解析から、増水時の硝酸態窒素負荷量

の 0～4%が雨水由来である可能性が示唆された。また、増水時には δ
15

NNO3
-は低下することが明らかとなり、大

気由来や化学肥料等の δ
15

NNO3
-の低い硝酸態窒素の流出割合が増加したと考えられた。 

キーワード：印旛沼、山川、栄養塩、雨天時調査、安定同位体比 

 

1. はじめに  

  近年、閉鎖性水域や河川においては、種々の対策

が行われているにも関わらず栄養塩濃度は横ばい傾

向にある。閉鎖性水域においては富栄養化が常態化

しており、環境基準の達成率が低いため、閉鎖性水

域の水質を良質に保つ必要がある。水質改善のため

に、河川管理者によるマスタープラン策定が行われ

ているが、発生源ごとの水域への栄養塩類の流出機

構が明確でないという問題点がある。本研究は、栄

養塩類の発生源別と雨天時流出機構の解明を行うこ

とを目的としている。前年度は、河川集水域からの

栄養塩類の流出実態を解明するため、印旛沼流入河

川である高崎川で晴天時と雨天時の、鬼怒川支流の

山川で雨天時の負荷量調査を行った。そして、地点

間比較や土地利用との関係から流出特性を調査した。

晴天時調査からは、集水域の畑の割合が高いほど河

川水中の硝酸態窒素濃度が高くなる傾向がみられた。 

  近年、安定同位体比に着目した流域環境評価が盛

んに行われている。安定同位体比には起源や反応履

歴を示す情報が「刻印」されているためである（永

田 1）、2010）。例えば、14
Nと 15

Nでは化学的な反応

に差異はないが、質量が異なるため、同じ温度条件

下でも原子の振動数に違いが現れ、14
N の方がより

速く振動する。したがって、14
Nの結合は 15

Nの結合

に比べ切れやすく、窒素固定され易い。また、硝化・

脱窒過程では大気中へ放出され易い（和田 2） 1986；

酒井ら 3)
 1996；高津ら 4) 

2005）。一般的に、安定同位

体の存在比はある特定の基準物質の安定同位体比に

対する千分率偏差（δ記法）で（1）のように表され

る。 

 

δ
15

N(‰)＝((
15

N/
14

N試料) / (
15

N/
14

N大気) -1)×1000 (1) 

 

基準物質と同じ安定同位体比であれば，δ 値は 0 に

なり、重い同位体がより多く含まれていれば正にな

り、軽い同位体が多ければ負となる。 

  図 1に Kendall ら 5)がまとめた硝酸イオンの δ
15

N

－δ
18

Oダイアグラムを示す。これから以下の特徴が

わかる。(i) 下水や畜産排水の処理場に由来する硝酸

イオンは、窒素の安定同位体比が高い（δ
15

N＝＋10 

～ ＋20‰）。処理場では、アンモニアの揮発や脱窒

に伴って、14
N が選択的に大気中に放出される。一

方、処理槽内では 15
Nが「濃縮」される。(ii) 大気に

由来する硝酸イオンは、酸素の安定同位体比が高い

（δ
18

O＝＋60～＋90‰）。大気中において、O3 は非

常に高い δ
18

O値（90～122‰）を示すため、降雨に

含まれる硝酸イオンの δ
18

Oまで影響する。(iii) 水域

生態系における主要な硝酸イオンの代謝過程に伴い、

同位体分別が起こる。このうち、脱窒においては、

窒素と酸素の両方について、しばしば大きな同位体

分別が伴うため、ある水系の中で、脱窒が活発に進

行していれば、δ
15

N－δ
18

O ダイアグラム上で直線的

に並んだプロットとして識別される場合がある（図

1上の矢印）。 

  大手ら（2008）6)は、琵琶湖流入主要河川である野

洲川と安曇川の最上流部から河口（琵琶湖への流入

平成25年度   下水道関係調査研究年次報告書集
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で高かった月が多くなっていた。 

３）湖心と掛馬沖の底泥の溶出試験結果より、湖心と比

較して掛馬沖で溶出速度が小さく、浚渫による一定の効

果が示唆される結果となった。H20とH25の結果を比較

すると、湖心と掛馬沖の両方の地点にてH25の方で溶出

速度が高い結果となった。 

４）H25の台風による大雨直後の採泥による底泥の溶出

試験結果より、雨天時に流域からもたらされた栄養塩類負

荷あるいは土浦入奥部で頻繁に観察されたアオコ様の植

物プランクトンが死滅、沈降した有機物は、底層の貧酸素

状態では湖心など沖合部の底泥と比較して、栄養塩類の溶

出速度が高いことが示唆され、水質への影響を与えやすい

可能性があることが明らかになった。 
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水環境中における未規制化学物質の挙動と生態影響の解明 

研究予算：運営費交付金（一般勘定） 

研究期間：平 23～平 27 

担当チーム：水環境研究グループ（水質チーム） 

研究担当者：岡本誠一郎、小森行也、北村友一、 

真野浩行  

 

【要旨】 

近年、医薬品などの生活に関連した未規制化学物質による水環境の微量汚染や、その生理活性に由来する水生

生物への影響が懸念されており、新たな環境問題として注目されている。効果的なリスク削減対策を講じるため

には、多様な化学物質について水環境中における挙動、生態系に与える影響などの解明を進めることが必要であ

る。本研究課題では、環境リスクが比較的高いと考えられる未規制化学物質を対象として、河川流域における実

態把握と環境中動態の解明を行うとともに、これらの物質が水生生態系に対して与える影響を評価することを目

的とする。本年度では、多摩川を対象として医薬品類 10物質の流下過程における流達性の調査を実施した。対象

とした医薬品類のうち、アジスロマイシン、トリクロサン、ケトプロフェンは低い流達性を示した。また、化学

物質排出移動量届出制度の第一種指定化学物質 5 物質について、対象河川における存在実態を調査し、生態リス

ク初期評価を試みたところ、2 物質について今後詳細な評価が必要と判定された。 

キーワード：未規制化学物質、環境中動態、環境リスク評価、PPCPs、PRTR制度 

 

 

1．はじめに 

化管法対象物質や医薬品類などの水質規制の対象

となっていない化学物質（未規制物質）の中には、

水溶性が高い物質や、下水道などを通じて処理場へ

運ばれるものの処理しきれずに下水処理水を通して

水環境中に排出される物質が含まれている。近年、

水環境中に流出する未規制物質による水生生物への

影響が懸念されており、水環境における未規制物質

の効率的なリスク管理や削減対策が求められている
1)。 

リスク管理や低減対策を講じる上で、未規制化学

物質の水環境中での存在実態の把握や挙動の解明を

行うとともに、水生生物への影響の評価を行うこと

が必要とされる。本研究課題では、水質汚濁防止法

などの規制対象外となっている化学物質、特に、生

体の特定の生理的調節機能に対して作用する生理活

性物質等について、水環境における環境リスクが懸

念されるものを検討した上で、それらの物質を対象

として水環境中での実態把握と挙動解明を行うとと

もに、これらの物質が水生生態系に対して与える影

響を評価することを目的としている。平成 25 年度は、

多摩川流域を対象として、医薬品類 10 物質の流下過

程における流達性の調査を実施した。また、下水処

理水の生態リスク初期評価の結果 2)により生態リス

クが懸念された化学物質排出移動量届出制度（以下、

PRTR制度）の第一種指定化学物質5物質について、

対象河川における存在実態を調査し、生態リスク初

期評価を試みた。 

 

2．研究方法 

2．1 対象化学物質の選定 

本年度の調査では、過年度に引き続き、河川中に

おいて水生生物に対する生態リスクの懸念が指摘さ

れている医薬品類 10物質を調査対象とした（表－1）。 

また、本年度の調査では、表－2 に示された PRTR

物質名 主な効用

アジスロマイシン マクロライド系抗生物質

ベザフィブラート 高脂血症治療薬

無水カフェイン 中枢興奮・強心・利尿剤

クラリスロマイシン マクロライド系抗生物質

クロタミトン かゆみ止め軟膏

イブプロフェン 消炎・鎮痛・解熱剤

ケトプロフェン 消炎・鎮痛・解熱剤

レボフロキサシン フルオロキノロン系合成菌剤

スルファメトキサゾール サルファ剤（感染症治療薬）

トリクロサン 殺菌剤

表－1 調査対象の医薬品類 10物質 
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である。 
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下水処理プロセスにおける化学物質の制御技術に関する研究 

研究予算：運営費交付金（一般勘定） 

研究期間：平23～平27 

担当チーム：水環境研究グループ（水質） 

研究担当者：岡本誠一郎、小森行也、北村友一 

 

【要旨】 

本研究では、社会生活の中で身近に使用されている医薬品類や PRTR 対象物質の一部に生物影響が指摘されているも

のがあることから、下水道を経由する化学物質等の環境インパクト低減を目的として下水処理プロセスにおけるこれら

化学物質（医薬品類）及び総毒性の挙動把握とリスクを低減するための制御技術の検討を行った。 

 その結果、活性汚泥処理プロセスにおける医薬品類の挙動把握と処理水中に残存する医薬品の除去手法として微生物

担体処理が有効であることが分かった。また、流入下水、2次処理水に曝露したメダカのマイクロアレイによる網羅的

遺伝子解析から、流入下水には、ホルモン刺激, 酸化ストレス, DNA修復, 再生産, 外部刺激, 免疫反応への様々な影響

因子が存在していることがわかったが、これらの影響は、活性汚泥処理で低減していることが明らかとなった。 

キーワード：医薬品、下水処理、挙動把握、担体処理、メダカ、マイクロアレイ、バイオアッセイ 

 

 

１． はじめに 

社会生活の中で身近に使用されている医薬品類や

PRTR 対象物質（462 物質）については、環境分野や

水道分野において実態調査が進められており、医薬品

類では、クラリスロマイシン等の抗生物質の一部に生

態影響が指摘されているものがある。また、PRTR 制

度では、人の健康や生態系に悪影響を及ぼすおそれが

ある物質を（化管法）第一種指定化学物質としている。

医薬品類、PRTR 対象物質の一部の物質については、

既往調査により下水処理場での除去特性について明ら

かになっているものがあるが、多くの物質についての

実態は不明である。下水道を経由する化学物質の環境

影響の可能性を考慮すると調査未実施の多く化学物質

についての実態解明は急務であり、早期に下水道での

実態を把握するとともに、処理水中に残存する物質に

ついては新たな除去手法の開発と併せて、リスクを低

減するための制御技術の開発を行う必要がある。 

本研究は、①優先的に調査が必要な化学物質を選定

し、その分析方法を提案する。②下水処理プロセスに

おける除去特性の把握と下水処理プロセスにおける総

毒性の除去特性の把握を行う。③下水処理水中に残存

する化学物質と総毒性の除去手法を提案することを目

的としている。 

平成 25年度は、①活性汚泥処理プロセスにおける医

薬品類の挙動把握、②下水処理水に残存する医薬品類

の微生物担体処理における除去特性、③各下水処理水

に曝露したメダカのマイクロアレイによる網羅的遺伝

子解析による総毒性の低減効果に関する調査を行った。 

 

２． 活性汚泥処理プロセスにおける医薬品類の挙動

把握 

２．１ 医薬品類分析方法 

調査対象とした医薬品類は、本研究において平成 23

年度に選定した 10物質を対象とし、分析方法は本研究

で提案した方法に従った。 

アジスロマイシン(AZM)、ベザフィブラート(BF)、

カフェイン(CF)、クラリスロマイシン(CAM)、クロタ

ミトン(CT)、イブプロフェン(IP)、ケトプロフェン(KP)、

レボフロキサシン(LVFX)、スルファメトキサゾール

(SMZ)の 9 物質は、分析前処理（抽出・濃縮・精製）

の後 LC/MS/MSにより分析した。また、トリクロサン

(TC)は、分析前処理（抽出・濃縮・精製）の後、アセ

チル誘導体化を行いGC/MS で分析した。 

２．２ 調査方法 

 調査は、有効水深が約 2m の最初沈殿池（0.5m3）、

エアレーションタンク（0.5m3 ×4 槽)、最終沈殿池

（0.7m3）と塩素混和槽（0.1m3）、生汚泥貯留槽

（0.15m3）、余剰汚泥貯留槽（0.15m3）で構成される

活性汚泥処理実験装置（図-1 参照）を用いて行った。

実下水処理場の流入下水をピットに受けた後、定量ポ

ンプを用いて装置に導入した。生汚泥、余剰汚泥の引

抜はタイマーコントロールによる間欠運転で行った。

また、次亜塩素酸ナトリウム溶液を定量ポンプにより

塩素混和槽に注入した。本装置は、流入量 6.8m3/d、
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汚泥返送率約 38%、HRT 約 7 時間で運転した。 

分析試料は、平成 26年 2月 5日～6日においてそれ

ぞれ 2 時間間隔で採取した各試料を等量混合したコン

ポジット試料とした。採取箇所は、流入下水、初沈流

出水、終沈流出水（二次処理水）、生汚泥、余剰汚泥の

5 箇所である。一般水質項目分析結果を表-1 に示す。

本実験装置のBOD 除去率は 94％であり、本装置の処

理水質は標準活性汚泥法の実下水処理場と同レベルで

あった。流入水中の NH4-N、NO2+NO3-N の濃度は、

それぞれ 20mg/L、0.05mg/L 以下であるのに対し、二

次処理水では 0.47mg/L、18mg/L で十分に硝化が進行

していた。また、エアレーションタンク混合液のMLSS、

余剰汚泥引き抜き量より計算した SRT は約 13日であ

った。 

 

図-1 活性汚泥処理実験装置 

表-1 一般水質項目分析結果（mg/L） 

 

 

２．３ 医薬品挙動調査結果 

分析対象とした医薬品類 10 物質の測定結果を表-2

に示す。本調査における流入下水の医薬品濃度は、成

宮ら 1)の報告（中央値）とほぼ同程度かやや高い値を

示した。 

水処理プロセスの初沈での各医薬品濃度（溶存態＋

懸濁態）変化は、溶存態、懸濁態の双方とも検出され

たBF、CF、CAM、CT、KP、SMZ、TC の 7物質に

ついてみると、流入下水と初沈流出水の値はほぼ同じ

であり、滞留時間が 2時間程度の初沈ではほとんど除

去されていないことがわかる。また、生物処理反応槽

のエアレーションタンクを経た二次処理水での除去率

を計算するとBF、CF、KP、SMZ、TC の 5 物質は、

70%以上であり活性汚泥処理で一定の除去が行われて 

表-2 医薬品分析結果 (ng/L) 

 

いた。CAMの除去率は約 13%で、活性汚泥処理によ

る除去率は小さく、CTは流入水濃度より高い値を示し

た。 

また、これら 7物質について各試料の負荷量を算出

し、成宮らの定義 1)により全処理過程除去率Rall、初沈

汚泥移行率 Traw、余剰汚泥移行率 Texc、生物処理消滅

率Dを求めた。各医薬品のRall、Traw、Texc、D を表-3

に示す。 

BF、CF、TC は、Rallが 90%を超え活性汚泥処理に

より大きく除去された。除去の内訳をみると BF、CF

の Traw、Texcは 2%以下と小さく汚泥引抜きによる除去 

オーバーフロー

AT-1 AT-2 AT-3

溝
P P

放流水

塩素混和槽

余剰汚泥生汚泥

返送汚泥

AT-4

排

終沈流出水
（二次処理水）

エアレーションタンク（AT）

流入下水

水

P流入下水
ピット

P

初沈 終沈

ブロアー

BOD DOC NH4-N NO2+NO3-N TN TP MLSS

流入水 150 35 20 <0 05 33 3 2 -

初沈流出水 140 37 21 <0 05 31 3 2 -

終沈流出水 9 1 7 8 0 47 18 20 1 6 -

生汚泥 - - - - - - 2,300

余剰汚泥 - - - - - - 3,600

溶存態 懸濁態 溶存態 懸濁態

流入下水 310 - 279 26 7

初沈流出水 360 -

二次処理水 270 - 40 3

生汚泥 320 -

余剰汚泥 270 -

流入下水 4,500 52 1,580 37 0

初沈流出水 4,800 34

二次処理水 450 1 4 186

生汚泥 3,700 650

余剰汚泥 64 45

流入下水 46,000 280 37,900

初沈流出水 45,000 200

二次処理水 1,100 5 8 34 3

生汚泥 27,000 2900

余剰汚泥 160 220

流入下水 1,600 37 1,530 114

初沈流出水 1,700 29

二次処理水 1,400 17 528

生汚泥 1,800 850

余剰汚泥 810 1,300

流入下水 1,700 17 1,240 53 5

初沈流出水 1,900 16

二次処理水 1,800 4 4 1,080

生汚泥 1,500 170

余剰汚泥 1,400 260

流入下水 1,300 -

初沈流出水 1,400 -

二次処理水 11 <0 068

生汚泥 790 -

余剰汚泥 11 19

流入下水 950 17 1,260 27 8

初沈流出水 850 13

二次処理水 240 0 84 124

生汚泥 930 220

余剰汚泥 120 93

流入下水 1,600 - 451 240

初沈流出水 1,500 -

二次処理水 400 - 66 0

生汚泥 3,500 -

余剰汚泥 11,000 -

流入下水 170 2 0 176

初沈流出水 200 1 8

二次処理水 49 <0 21 90 1

生汚泥 200 20

余剰汚泥 80 17

流入下水 340 1,300

初沈流出水 340 1,200

二次処理水 69 12

生汚泥 210 10,000

余剰汚泥 97 7,600

TC

注： - はSurrogate物質の回収率が低いため濃度計算せず。

AZM

BF

CF

CAM

CT

IP

KP

LVFX

SMZ

本研究 既報値（中央値）1)
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GO:0032504(multicellular organism reproduction 

再 生 産 ), GO:0009410(response to xenobiotic 

stimulus 外部刺激), GO:0006955(immune response 

免疫反応)とした。毒性の定量化は、ピアソン相関係数 

＝ cosθとおける 7）ことから、θで行った。θは遺伝

子発現が大きく影響されるに従い、大きい値となる。

図-5～10に各下水曝露水とそのθの関係を示した。 

 図より流入下水には、様々な影響因子が存在してい

ることがわかったが、これらの影響は、活性汚泥処理

で低減していることが明らかとなった。また、塩素処

理水でもその影響が増加することはなかった。 

 

 

図-5 各下水試料のホルモン刺激への影響 

 

 

図-6 各下水試料の酸化ストレスへの影響 

 

 

図-7 各下水試料のDNA修復への影響 

 

 

図-8 各下水試料の再生産への影響 

 

 

図-9 各下水試料の外部刺激への影響 

 

 

図-10 各下水試料の免疫反応への影響 

 

５．まとめ 

活性汚泥処理プロセスにおける医薬品類（10 物質）

の挙動把握、下水処理水に残存する医薬品類（4物質）

の微生物担体処理における除去特性、各下水処理水に

曝露したメダカのマイクロアレイによる網羅的遺伝子

解析による総毒性の低減効果に関する調査を行い以下

の結果を得た。 

1) 10物質中、溶存態、懸濁態から検出された 7物質

の挙動把握ができた。活性汚泥処理による各医薬品の

除去率はBF、CF、KP、SMZ、TC が 70%以上、CAM

が約 13%であった。CT は二次処理水中の値が流入下

水濃度より高い値を示した。また、90％以上の高い除

去率を示したBF、CFはその主要な除去機構が生分解

であり、TC は生分解が約 80%、汚泥引抜きによる除

去が約 15%であることがわかった。 
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2) 汚泥引抜きによる除去機構について固-液分配係

数（LogKd）との関係を調べたところ LogKdが大きく

なるほど引抜き汚泥による除去割合が大きくなる傾向

がみられた。 

3) 下水処理水に残存する医薬品類4物質の微生物担

体を用いた処理における除去特性を調査した。DOC除

去率に比べ調査医薬品類の除去率は大きな値となり，

微生物担体処理は残存医薬品類の除去手法として有効

であることが分かった。 

4) 流入下水、2次処理水、塩素処理水に曝露したメ

ダカのマイクロアレイによる網羅的遺伝子解析から流

入下水には、ホルモン刺激, 酸化ストレス, DNA修復, 

再生産, 外部刺激, 免疫反応への様々な影響因子が存

在していることがわかったが、これらの影響は、活性

汚泥処理で低減していることが明らかとなった。また、

塩素処理水でも影響が増加することはなかった。 
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イ、南極のいずれの観測点でも上昇し続けている。

2012 年には綾里において二酸化炭素濃度の月平均

値が初めて 400ppm を超えた 3)。図 1-2 は、日本全国

の平均気温の変化 2)である。全国平均気温は 100 年

あたり 1.1℃の割合で上昇しており、年間の真夏日の

日数の増加が報告されている。図 1-3 は、日本の年

降水量の変化である。降水量については、日本では

明瞭な増加または減少の傾向はみられないが、近年

は、多雨の年と少雨の年の差が大きくなっている。

図 1-4は、日降水量 100mm以上の日数の変化である。

日降水量 100mm 以上となる大雨の日数は、増加傾

向にある 2)。日本の将来の気候については、IPCC の

気候予測モデルによると、平均気温が今後 100 年間

で 1～5℃上昇し、多くの地域で日降水量 100mm 以

上の大雨の日数が増加すると予測されている 4)。 

地球温暖化が河川や湖沼に及ぼす影響としては、

気温の上昇や渇水による水質の悪化が懸念されてい

る。河川については、日本全国の河川の水質データ

を用いた解析から、気温 1℃あたり 1.1℃の水温上昇

が報告されている 5)。湖沼については、琵琶湖や霞

ヶ浦において気温の上昇に追随した湖水温の上昇が

報告されている 6),7)。また、霞ヶ浦では、COD が気

温 1℃あたり 0.92～1.7mg/L の割合で上昇している 7)。

しかし、河川や湖沼の水質に対する影響要因は、気

温の他、流域の人口増加、土地利用の変化、下水道

の整備など様々なものがあり、気候変動と水質の関

係を解明するのは困難であり、その関係は必ずしも

明らかでない。 

 

1.2 本報告書の構成 

本研究では地球温暖化が河川湖沼水質に及ぼす影

響を明らかにするため、過去の気象データと水質観

測データを用いた統計解析（2 章）、気温と河川・湖

の水質の関係を明らかにするための実験（3 章）、湖

沼モデルを用いた地球温暖化が湖沼水質に及ぼす影

響の評価（4 章）を行った。以下に各章ごとの概要

を記述する。 

2 章：過去の気象データと水質観測データを用い

た統計解析 

気温や降水量と、河川水質について、観測データ

を入手し、長期変化傾向を解析した。また、微生物

の呼吸速度に水温が及ぼす影響を解析した。さらに、

湖面積、水深や富栄養化状況の異なる琵琶湖と霞ヶ

浦について、水質の長期変化傾向と、気温や水温と

他の水質項目の関係を解析した。 

3 章：気温と河川・湖の水質の関係を明らかにす

るための実験 

気温上昇が土壌からの無機イオン等の溶出過程に

及ぼす影響を明らかにするため、森林土壌を用いた

溶出実験を行った。河川水の長期的な水質変化が湖

沼の藻類増殖に及ぼす影響を明らかにするため、人

工河川水を用いた藻類培養実験を行った。また、湖

沼の水温が底泥からの栄養塩溶出に及ぼす影響を明

らかにするため、底泥溶出実験を行った。そして、

大雨の日数の増加傾向を踏まえ、雨天時の河川水質

の変化を調査し、河川の流量と栄養塩などの負荷量

の関係を求めた。 

4 章：地球温暖化が湖沼水質に及ぼす影響の評価 

3 章の実験結果を基に、簡易湖沼モデルを構築し、

水温上昇などのシナリオに対する湖沼水質の応答特

性を調べ、地球温暖化が湖の水質に及ぼす影響を総

合的に評価した。 
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そして、回帰変動と誤差変動を用いた F 検定から変

動傾向が統計的に有意か否かを危険率 5%で判定し

た。図 2.4-5 は、霞ヶ浦と琵琶湖表層 6 地点におけ

る、各季節の平均水温の年変化速度である。霞ヶ浦

では、10～12 月の平均水温の変化速度が他の季節と

比較すると大きく、0.052℃/年であった。琵琶湖では、

表層 5 地点で年平均水温の増加傾向が統計的に有意

となったことから、表層全域で水温が増加している

と考えられた。季節ごとの平均水温の増加速度は地

点によって異なり、琵琶湖の北湖では、今津沖、安

曇川沖、北小松沖で 7～9 月と 10～12 月の平均水温

の増加速度が他の時期と比較して大きかった。南湖

の大宮川沖では、1～3 月と 10～12 月の平均水温の

増加速度が他の時期より大きかった。 

図 2.4-6 は、霞ヶ浦湖心と琵琶湖安曇川沖の主な

水質項目の年平均値の経年変化である。霞ヶ浦湖心

では SS、T-P が増加し、BOD、COD は横ばいであっ

た。Chl-a は 1998～2004 年頃に一時減少したが、全

体としては年々増加傾向であった。琵琶湖では、SS、

BOD が減少し、COD が増加した。 

図 2.4-7 は、一次回帰分析で求めた、霞ヶ浦湖心

および琵琶湖表層 6 地点の主な水質項目の年平均値

の年変化速度である。統計的に有意と判定されたも

のに着目すると、霞ヶ浦では T-P と SS が増加傾向を

示した。琵琶湖表層全域では、BOD、SS、Chl-a の

減少と COD の増加がみられた。地点別で違いがみ

られた項目をみると、pH、DO、T-P は、南湖に向か

って低下傾向を示した。 

湖水の水温の変化は、物理・生態環境を変化させ、

水質に影響を及ぼすと考えられる。水温と他の水質

項目の関係を正確に解析するためには、人口増加や

下水道普及率の向上などの流域環境の長期的変化が

水質に及ぼす影響を排除する必要がある。そこで、

解析法は、年ごとに年平均水温・水質の前年との差

を求める隣接年比較法 13)とした。図 2.4-8 は、一例

として、琵琶湖南湖大宮川沖における、水温と pH

の経年変化、年平均水温と年平均 pH の関係、年平

均水温の隣接年の差と年平均 pH の隣接年の差の関

係を示したものである。年平均水温と年平均 pH の

直接の相関は負、隣接年の差の相関は正となった。

図 2.4-8 琵琶湖南湖大宮川沖における、水温と pH 

の経年変化、年平均水温と年平均 pHの 

 関係、年平均水温の隣接年の差と年平均 
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図 2.4-9 霞ヶ浦と琵琶湖表層における、水温上昇に対する主な水質項目の変化割合 
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とがわかる。 

図 2.4-11 は、彦根の月平均気温と今津沖の水深

80m における各月の水温の関係、年平均気温と年平

均水温の関係である。月単位での気温と底層の水温

には相関がみられないが、年平均気温と底層の年平

均水温には相関がみられた。水深 80m 地点の年平均

水温の変化率は気温 1℃あたり約 0.46℃となり、表

層（図 2.4-4）と比較すると小さかった。図 2.4-12

は、水深 80m における季節ごとの平均気温と平均水

温の関係である。平均気温と平均水温の相関が最も

高い季節は 1～3 月であり、冬季の気温が底層の水温

に影響していると考えられた。 

 図 2.4-13 は、各水深における主な水質項目の年変

化速度である。pH は 1～3 月は表層側で、7～9 月と

10～12 月は底層側で増加傾向がみられた。NO3-N 濃

度と SiO2濃度は、7～9 月と 10～12 月に底層側で増

加傾向を示した。また、PO4-P 濃度は、水深 80m で

7～9 月に増加傾向を示した。COD は水深や季節に

よらず増加傾向を示し、特に水深 20～60m の範囲で

の増加が大きかった。SS と Chl-a は表層で減少傾向

を示しており、琵琶湖の表層は大型浮遊藻類が増殖

しにくい湖水環境に変化した可能性がある。Cl
-
 濃

度は水深によらず一様な増加傾向を示した。 

図 2.4-11 水深 80m地点の気温と水温の関係 

図 2.4-12 水深 80m地点の季節ごとの気温と 

水温の関係 
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図 2.4-13 各水深における主な水質項目の年平均値と各季節平均値の年変化速度 
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水温変化と他の水質項目の変化の関係を解析する

ため、2.4.2 と同様に隣接年比較法で解析した。図

2.4-14 は、各水深における、主な水質項目の水温 1℃

あたりの変化割合である。水温の上昇とともに表層

では、pH と COD が増加し、NO3-N、SiO2濃度が減

少した。表層 0.5m における COD の変化割合は

+0.074mg/L/℃であった。表層では水温の上昇によっ

て藻類による一次生産が増加していると考えられた。

Chl-a は、水温との相関は良くないものの、表層 0.5m

よりも、5～20m で増加が大きかった。 

底層では、水温の上昇とともに pH、DO、COD、

SS、Chl-a が減少し、SiO2 濃度が増加した。DO は、

水深20m以上で水温上昇に対して有意な減少を示し

た。DO の減少割合は水深 80m が最も大きく、

-0.97mg/L/℃であった。NO3-N、PO4-P 濃度は、水温

との相関は良くないものの、水温上昇とともに底層

側で増加した。気温の上昇によって琵琶湖の水温が

上昇すると、水深 20m 以上で DO が減少し、底泥か

らの栄養塩の溶出が増加すると考えられる。 

 水温の上昇は藻類の量・種類を変化させ、栄養塩

消費や有機物生産を通じて間接的に水質に影響を及

ぼすと考えられる。しかし、既存の水質データの解

析からこうした複合的な影響を抽出するのは困難で

ある。水温の変化が湖水質に及ぼす影響については、

例えば、温度勾配をかけた条件での藻類培養実験の

ような、単純化した実験での検証も必要と考えられ

る。 

2.4.4 まとめ 

気候変動が湖沼水質に及ぼす影響を明らかにする

ため、霞ヶ浦と琵琶湖の既存の水質調査結果をもと

に、約 30 年間の気温と水質変化の傾向を解析した。

主要な知見を以下に示す。 

(1) 湖水表層の水温は気温と強い相関を示し、気温

が 1℃上昇すると水温も約 1℃上昇した。 

(2) 霞ヶ浦と琵琶湖の年平均水温はそれぞれ

0.012℃/年、0.031℃/年で上昇していた。 

(3) 琵琶湖では、表層 5 地点で年平均水温の増加傾

向が有意となったことから、表層全域で水温が増加

傾向にあると考えられた。 

(4) 隣接年の差から、水温の上昇に対する水質の変

化を解析すると、霞ヶ浦では COD が増加傾向、DO

が減少傾向を示した。琵琶湖の表層では、pH が増加

傾向、DO と NO3-N 濃度が減少傾向を示した。 

(5) 琵琶湖の今津沖の水深 80m 地点の年平均水温は、

年平均気温と正の相関を示し、特に冬季の気温に影

響されると推察された。 

(6) 琵琶湖水深別の隣接年差解析では、水温の上昇

とともに表層で、pH と COD が増加し、NO3-N、SiO2

濃度が減少した。底層では、水温の上昇とともに pH、

DO、COD、SS、Chl-a が減少し、SiO2濃度が増加し

た。 
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図 3.1-6 NO3-N、NH4-N、PO4-P、DOCの溶出量の変化 

図 3.1-7 Na+、K+、Mg2+、Ca2+、Cl-、SO4
2-の溶出量の変化 
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25℃で K
+の溶出が大きくなった。Mg

2+は土研林地表

層では 10 日目と 41 日目に高くなり、0～5cm では経

日的に増加し、15℃よりも 25℃で溶出量が大きくな

っていた。筑波山林地の表層では 25℃で経日的に増

加したが、15℃では横ばいであった。0～5cm では

15℃よりも 25℃で増加が大きかった。Ca
2+の変化は

Mg
2+と類似しており、表層と 0～5cm のどちらも、

15℃よりも 25℃で増加が大きかった。Cl
-は、土研林

地では表層の 15℃で、10、20 日目に高くなった。表

層の 25℃や 0～5cm、5～10cm では概ね横ばいであ

った。筑波山林地では表層の 25℃で、10 日目と 41

日目に高くなった。SO4
2-は、土研林地では 5～10cm

で溶出量が大きく、表層で溶出量が小さかった。0

～5cm の 25℃では 10 日目に溶出量が増大した。筑

波山林地での変化は横ばいであり、採取深さや温度

による溶出量の違いが小さかった。 

図 3.1-8 は土壌溶出液の EEM の主なピーク位置の

蛍光強度の変化である。どのピークも、蛍光強度は

表層で高く、0～5cm と 5～10cm で低かった。Peak

①（タンパク質様ピーク、Ex230nm/ Em300nm）は

土研林地の表層では 0 日目に高く、経日的に減少す

る変化を示した。筑波山林地の表層では 20 日目から

41 日目にかけて減少した。Peak②（タンパク質様ピ

ーク、Ex230nm/ Em340nm）、Peak③（タンパク質様

ピーク、Ex280nm/ Em340nm）は土研林地の表層で

は 10 日目に高くなった。筑波山林地の表層では若干

減少傾向がみられた。Peak④（フミン・フルボ酸様

ピーク、Ex230nm/ Em425nm）と Peak⑤（フミン・

フルボ酸様ピーク、Ex320nm/ Em425nm）は概ね横

ばいであった。土研林地の表層では 25℃で Peak⑤が

高かった。 

図 3.1-9 は、0 日目と 41 日目の金属の溶出量であ

る。Fe の溶出量は、筑波山林地の表層で大きく、41

日目には 0 日目より増加した。25℃では 15℃と比較

すると溶出量の増加が小さかった。土研林地の表層、

0～5cmと筑波山林地の 0～5cmでは溶出量は小さか

ったが、41 日目で比較すると、25℃では 15℃より溶

出量が低くなる傾向があった。 

Al は土研林地と筑波山林地の表層で溶出量が大

きく、41 日目で比較すると 25℃では 15℃より低く

なっていた。土研林地の 5～10cm、0～5cm では、溶

出量の変化や 41 日目の温度による違いは小さかっ

たが、筑波山林地の 5～10cm、0～5cm では、41 日

目に 15℃より 25℃で若干溶出量が高かった。 
図 3.1-8 土壌溶出液の EEMの 

主なピークの蛍光強度の変化 
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Mn は、土研林地ではあまり溶出しなかった。41

日目で比較すると、5～10cm と 0～5cm では 25℃で

溶出量が若干大きかった。筑波山林地では、0 日目

は溶出量が低かったが、41 日目には 0～5cm と表層

の 25℃で溶出量が大きく増加した。 

Zn は、土研林地の 5～10cm と 0～5cm では 41 日

目に 25℃で増加した。土研林地の表層では差は小さ

いものの、15℃より 25℃で溶出量が高かった。筑波

山林地では、5～10cm、0～5cm、表層のいずれも 41

日目に溶出量が増加し、15℃より 25℃でより溶出量

が大きくなっていた。 

Cu は、土研林地の表層では 15℃よりも 25℃で溶

出量の増加が大きかったが、筑波山林地の表層では

25℃は 15℃より溶出量の増加が小さかった。5～

10cm、0～5cm では顕著な変化はみられなかった。 

B は、土研林地と筑波山林地のどちらも表層で溶

出量が大きく、41 日目には 15℃よりも 25℃で溶出

量の増加が大きかった。5～10cm、0～5cm でも 15℃

より 25℃で若干大きくなっていた。 

Mo の溶出量の変化は Cu と類似しており、土研林

地の表層では 25℃で、筑波山林地の表層では 15℃で

溶出量が大きかった。 

Ni は、採取地点や採取深さによらず 41 日目に溶

出量が増加し、15℃よりも 25℃でより増加が大きか

った。 

Co は、土研林地では 0、41 日目に 5～10cm で、

筑波山林地では 41日目に 0～5cmの 25℃で溶出量が

大きかった。また、15℃よりも 25℃で溶出量が大き

図 3.1-9  0 日目と 41 日目の 25℃および 15℃の条件における金属溶出量の比較 
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くなる傾向がみられた。 

温度による溶出挙動の変化を把握するため、25℃

での溶出量から 15℃での溶出量を引き、差を求めた。

図 3.1-10 は 10、20、41 日目の主な水質項目の差で

ある。pH は、土研表層を除いて、温度が高いと低く

なる傾向がみられた。筑波山林地ではいずれも経過

日数とともに差が増大した。NO3-N は、どの試料も

温度が高いと溶出量が増加し、経過日数とともに差

が増大した。小野寺ら 3)による実験でも、温度の高

い条件で静置された土壌では NO3-N の生成量と溶

出液の pH の低下量が大きくなる結果が得られてい

る。温度が高い条件では有機態窒素の無機化と硝化

反応が促進され、NO3-N が蓄積されたと考えられ、

pH の低下は、硝化反応に伴い放出される水素イオン

によると考えられる。土研林地表層では NO3-N の溶

出量が小さく差も小さかったが、これは含水率が低

いため微生物反応が抑制された可能性がある。 

Na
+の溶出量の温度による差は最大でも 0.4 

(mg/100g 乾燥土壌)であり、他の陽イオンと比較する

と小さかった。また、経過日数による差の変化は土

壌試料によって異なった。K
+の溶出量の差は、筑波

山林地表層で大きかった。また、土研林地と筑波山

林地のいずれも、0～5cm と表層で、経過日数ととも

に差が増加する傾向がみられた。Mg
2+と Ca

2+の溶出

量の温度による差は、土研林地の 5～10cm では小さ

く、0～5cm では経過日数とともに増加し、表層では

低下した。筑波山林地では 0～5cm と表層で差が大

きく、経過日数とともに差が増加する傾向がみられ

た。SO4
2-の溶出量は、土研林地と筑波山林地の表層

で、15℃より 25℃で大きかった。しかし、経過日数

に応じた差の変化はみられなかった。土研林地の 0

～5cmと 5～10cmでは、10日目は温度が高い条件で、

図 3.1-10 pH、NO3-N、Na+、K+、Mg2+、Ca2+、SO4
2-、DOC の溶出量および EEMの Peak④の蛍光強度の 

25℃と 15℃の差の変化 
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20、41 日目は温度が低い条件で溶出量が大きくなっ

た。 

DOC は、土研林地と筑波山林地の表層で温度が高

いと大きく、経過日数とともに差が小さくなった。

EEM の Peak④（Ex230nm/Em425nm、フルボ酸様物

質）の蛍光強度は概ね DOC の差の変化と同様であ

った。 

以上から、NO3-N、K
+、Mg

2+、Ca
2+は温度が高い

と溶出量が大きくなり、時間の経過によってその差

が増大する傾向であった。一般に、生物反応は温度

が 10℃上昇すると反応速度が 2～3 倍になるといわ

れている。そこで、41 日目の溶出量から 0 日目の溶

出量を引き、日数で割った値を各物質の可溶化速度

とみなした。そして 25℃での可溶化速度を 15℃での

可溶化速度で割った比を求めた。図 3.1-11 は、NO3-N、

Na
+、K

+、Mg
2+、Ca

2+、DOC の 25℃と 15℃の可溶化

速度および比である。NO3-N の可溶化速度はどの土

壌試料も 25℃で高かった。土研林地の 5～10cm を除

くと、可溶化速度の比は約 2～6 倍であった。土研林

地の 5～10cm では 14.6 倍となったが、これは 15℃

の条件で溶出量の変化が小さかったためである。 

土研林地では、Na
+の可溶化速度は正であり、25℃

で高く、比は 1.3～3.4 であった。筑波山林地の 5～

10cm、0～5cm では可溶化速度が負になった。これ

は、41 日目の溶出量が 0 日目より少なかったことを

意味する。筑波山林地の表層では、可溶化速度は

25℃で正、15℃で負となり、比も負の値となった。

温度による Na
+の溶出量の変化は、土壌によって異

なることがわかった。 

K
+、Mg

2+、Ca
2+の可溶化速度の比は、概ね 1 より

大きくなった。筑波山林地の表層ではいずれも比が

高かった。他の試料についてみると、10℃の温度上

昇に対し Mg
2+、Ca

2+の可溶化速度は約 2 倍になって

いた。温度が高いと、硝化反応が促進され土壌間隙

水中の pH が低下するが、土壌中の Mg
2+や Ca

2+によ

る緩衝作用が働く 4)ため、これらの無機陽イオンが

溶出すると推測される。 

DOC は、土研林地の表層では、温度が高い条件で

可溶化速度が高くなった。DOC の可溶化速度の比は

0.8～2.0 であった。 

図 3.1-12 は、金属の 25℃と 15℃の可溶化速度お

よび比である。Fe の可溶化速度は筑波山林地表層で

大きかったが、比は 1 を下回った。 

Al の可溶化速度は、表層では 25℃より 15℃で大

きかった。可溶化速度の比は、土研林地の 5～10cm

と筑波山林地の5～10cm、0～5cmで 2以上となった。 

図 3.1-11 25℃と 15℃における NO3-N、Na+、K+、Mg2+、Ca2+、DOCの可溶化速度とその比 
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Mn の可溶化速度は正であり、土研林地表層を除

いて比が 2 以上となった。土壌中では、難溶性の 3

価と 4 価の Mn と可溶性の Mn
2+が平衡状態にあり、

pH が 6 以上だと Mn
2+はほとんど溶出しない 5)。土

研林地の表層では、41 日目の溶出液の pH が、25℃

と 15℃のどちらも約 6 であったため、Mn が溶出せ

ず、比が低くなったと推測される。 

Zn は土研林地表層と、筑波山林地の各試料で可溶

化速度の比が 2 以上となった。 

Cu の可溶化速度は表層で正となったが、比は 2

を下回った。 

B は、筑波山林地の 5～10cm を除いて可溶化速度

が正となった。比は筑波山林地表層が 2.8 であり、

他は 2 未満であった。 

Mo の可溶化速度は Cu と類似しており、表層で正

となった。 

Ni の可溶化速度はいずれも 25℃で高く、土研林地

の 5～10cm を除くと比は約 2 であった。 

Co は Ni と同様、25℃で可溶化速度が高くなった。

可溶化速度の比は 0～5cm で高かった。 

以上の結果から、気温の上昇によって森林土壌の

pH が低下し、土壌からの NO3-N、K
+、Mg

2+、Ca
2+

や Mn、Zn、B、Ni、Co の溶出量が増大する可能性

が示唆された。 

次に、温度の違いによって生じた土壌溶出液中の

成分が藻類増殖に及ぼす影響を調べた結果を記す。

図 3.1-13 は、セレナストルムを用いた AGP 試験に

おける、各試料の 650nm 吸光度の変化である。セレ

ナストルムは筑波山林地表層の土壌溶出液で増殖し

た。25℃の土壌溶出液では、22 日目まで増加が続い

たが、15℃の土壌溶出液では 12 日目以降横ばいとな

った。図 3.1-14 は、土浦港湖水を用いた AGP 試験

図 3.1-12 25℃と 15℃における金属の可溶化速度とその比 
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18℃、21℃、24℃で増加が大きかった。琵琶湖藻類

培養実験では 18℃と 21℃で増加が大きく、27℃と

30℃ではほとんど増加しなかった。図 3.2-7 は、培

養 14 日目と 42 日目の珪藻の個体数と 1080cm
-1 の吸

光度の関係である。霞ヶ浦と琵琶湖のどちらの培養

実験でも、1080cm
-1 の吸光度は珪藻の個体数と正の

相関を示した。赤外スペクトルからも、水温が高い

条件では珪藻の増殖量が少なかったことが確かめら

れた。 

3.2.3 水温・Fe濃度と藻類・水質の関係 

霞ヶ浦と琵琶湖のどちらの培養実験でも藻類細胞

数の増加は概ね 14 日目までが大きかったことから、

14 日目までを増殖期、14 日目から 42 日目までを定

常期と位置づけて、水温や Fe 濃度と藻類増殖、pH、

DOC 濃度との関係を解析した。 

図 3.2-8 は、水温と 14 日目の pH、650nm 吸光度、

DOC 濃度の関係である。pH は、霞ヶ浦藻類培養実

験では、Fe0.1mg/L と Fe0.2mg/L の条件で、水温が

高いほど高くなる傾向がみられた。Fe0.4mg/L の条

件では 24℃で最大となった。24℃の条件で比較する

と、Fe 濃度が高いほど高くなっていた。琵琶湖藻類

培養実験では、Fe0.1mg/L の条件で、水温が高いほ

ど高くなる傾向がみられた。同じ温度で比較すると、

Fe0.2mg/Lと Fe0.4mg/Lよりも Fe0.1mg/Lで低い値と

なった。 

650nm 吸光度は、霞ヶ浦藻類培養実験では、水温

による違いが小さかった。琵琶湖藻類培養実験では、

Fe0.2mg/L で水温が高いほど低くなる傾向を示した。 

DOC 濃度は、霞ヶ浦藻類培養実験の 24℃では、

他の温度条件より低い値となった。琵琶湖藻類培養

実験の Fe0.1mg/L と Fe0.2mg/L では、18℃や 21℃よ

りも 27℃や 30℃で高い値となった。どちらの藻類培

養実験でも、Fe 濃度による DOC 濃度の違いはみら

れなかった。 

図 3.2-9 は、水温と 28 日目の pH の関係および水

温と 42 日目の 650nm 吸光度、DOC 濃度の関係であ

る。pH は、霞ヶ浦藻類培養実験の 42 日目の試料が

足りず測定できなかったため、28 日目で比較した。

pH は、どちらの藻類培養実験でも概ね水温が高いほ

ど高くなる傾向がみられた。琵琶湖藻類培養実験で

は、Fe0.2mg/L と Fe0.4mg/L よりも Fe0.1mg/L で低く

なっていた。 

650nm 吸光度は、霞ヶ浦藻類培養実験では水温に

よる違いは小さかったが、琵琶湖藻類培養実験では、

水温が高いほど低くなる傾向を示した。 

DOC 濃度は、霞ヶ浦藻類培養実験の Fe0.2mg/L と

Fe0.4mg/L では 24℃で高くなっていたが、Fe0.1mg/L

では 24℃で低くなっていた。琵琶湖藻類培養実験で

は Fe 濃度による違いは小さく、24℃で低い値を示し

た。 

図 3.2-8 水温と、増殖期（0～14日目）の 

    pH、650nm吸光度、DOC濃度の関係 

図 3.2-9 水温と、定常期（14～28、42 日目）の 

 pH、650nm 吸光度、DOC濃度の関係 
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かれていた。琵琶湖藻類培養実験でも、27℃と 30℃

は近い位置にプロットされていた。また、27℃や

30℃では、藻類細胞数が少ないにもかかわらず 14

日目の DOC 濃度は他の温度条件と同じくらいの値

であった。従って、27℃や 30℃では 18℃や 21℃と

比較すると単位藻類当たりの DOC 濃度の増加が大

きいと推察される。27℃や 30℃では珪藻があまり増

殖せず、緑藻や藍藻が主であったことから、水温に

よって増殖する藻類の種類が変わると、藻類細胞数

と DOC の増加量の関係も変化すると考えられる。 

図 3.2-16 は定常期の平均藻類細胞数と 42 日目の

DOC 濃度の関係を散布図で示したものである。霞ヶ

浦藻類培養実験では、概ね 2 つのグループに分かれ

た。24℃では Fe 濃度によってプロット位置が異なり、

Fe0.1mg/L は 18℃と 21℃のグループに入っていた。

琵琶湖藻類培養実験では特徴的な関係はみられなか

った。 

図 3.2-17 は、42 日目の DOC 濃度を、定常期の平

均藻類細胞数で割った値である。また、図 3.2-18 は

同様に、定常期の 650nm 吸光度の平均値で割った値

である。これらの値は、藻類の分解時に放出される

DOC の量の目安となると考えられる。平均藻類細胞

数で割った DOC 濃度は、霞ヶ浦藻類培養実験では、

水温が高い条件ほど高くなったが、琵琶湖藻類培養

実験では、Fe0.1mg/L の 30℃の条件を除いてほぼ一

定であった。650nm 吸光度で割った DOC 濃度でみ

ると、霞ヶ浦藻類培養実験の Fe0.4mg/L の条件では、

他の Fe 濃度条件と異なり、水温 24℃で最大となっ

た。琵琶湖藻類培養実験では、18～24℃と比較して

27、30℃で高い値となった。 

3.2.4 まとめ 

地球温暖化に伴う湖水水温の上昇による藻類の増

殖特性の変化と、それが湖水水質に及ぼす間接的な

影響を評価するため、霞ヶ浦と琵琶湖の藻類を対象

に藻類培養実験を行い、水温および Fe 濃度の変化が

藻類と水質に及ぼす影響を調査した。本実験で得ら

れた主要な知見を以下に示す。 

(1) 霞ヶ浦と琵琶湖のどちらの藻類培養実験でも、

藻類細胞数は、概ね水温が高いほど少なくなる傾向

がみられた。 

(2) 顕微鏡観察や赤外スペクトルから、27℃や

30℃では 18℃や 21℃と比較して珪藻が少なく、緑藻

や藍藻の割合が高かった。 

(3) 琵琶湖藻類培養実験では Fe0.1mg/L の 24℃や

Fe0.2mg/L の 24℃および 30℃の条件で 7 日目にピコ

プランクトンと考えられる藻類が増殖した。 

(4) pH は、水温による違いは小さいものの、概ね

水温が高いほど高くなる傾向がみられた。 

(5) 藻類細胞数と DOC 濃度の関係は、霞ヶ浦藻類

培養実験では正の相関がみられた。27℃と 30℃では

他の温度と比較すると単位藻類当たりの DOC 濃度

の増加が大きかった。 

(6) 藻類培養液の EEMs 上にはタンパク質様物質

と考えられる Peak①（Ex280nm/ Em340nm）と、フ

ルボ酸様物質と考えられる Peak②（Ex315nm/Em 

390nm）がみられた。Peak②のピーク強度は経日的

に増加し、水温が高いほど強くなる傾向がみられた。 

(7) Fe 濃度が低いほど藻類細胞数が多くなる傾向

がみられたが、水質への影響は明確には確認されな

かった。 

(8) 珪藻、緑藻、藍藻、ピコプランクトンのそれ

ぞれについて、水温と Fe 濃度の条件ごとに、比増殖

速度を算出した。比増殖速度は、霞ヶ浦藻類培養実

験では緑藻、琵琶湖藻類培養実験では藍藻で、水温

が高いほど高くなる傾向がみられた。 

以上の結果から、湖水水温が上昇すると、藻類細

胞数は減少するが緑藻や藍藻の割合が増加し、それ

に伴って湖水の pH が上昇すること、また、DOC 濃

度は顕著には変わらないが有機物の性状が変化する

ことが示唆された。 

 

3.3 水温と底泥からの栄養塩等の溶出の関係 

琵琶湖の水深別の水質の、隣接年比較法による解

析から、水温の上昇は、琵琶湖底層の DO を低下さ

せ、底泥から溶出する栄養塩の量を増大させる可能

性があることがわかった。霞ヶ浦北浦においても、

湖底の DO が気温の高い夏季に低下することが報告

されている 9)。そこで、水温が底泥からの栄養塩の

溶出挙動に及ぼす影響を調査した。 

3.3.1 実験方法 

霞ヶ浦湖心から、湖底 0～10cm の深さで採取され

た底泥を用いて溶出実験を行った。表 3.3-1 は、実

験条件である。温度は 10、20、30℃の 3 条件とし、

それぞれの温度で嫌気と好気の条件を設定した。

250ml ねじ口ビンを分析回数分用意し、底泥を約 50g

ずつ入れた。嫌気条件では、あらかじめ N2ガスをば

っ気して DO 濃度を低下させた蒸留水を注ぎ、満水

にして密封した。好気条件では、蒸留水で満水にし
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濃度の両方が高かったにもかかわらず藻類があまり

増殖しなかったが、これは D-Mn 濃度が低かったた

めと推測された。 

(3) 流量と藻体濃度を掛けて藻類増殖量を求め、

雨天時の河川水が持つ藻類増殖能の変化を L-Q式で

表現した。 
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4. 地球温暖化が湖沼水質に及ぼす影響の評価 

3 章より、気温の上昇にしたがって湖の水温が上

昇すると、藻類の増殖速度や底泥からの栄養塩溶出

速度などが変化することが明らかとなった。本章で

は、これまでに得られた知見に基づいて地球温暖化

が水質に及ぼす影響を予測した。 

 

4.1 水温と水質の関係に基づく将来水質の推定 

4.1.1 湖水質の推定 

表 4.1-1 は、霞ヶ浦と琵琶湖の年平均水温の上昇

率と、霞ヶ浦と琵琶湖の過去の水質データの隣接年

比較法による解析から得られた、単位水温当たりの

水質の変化量である。図 2.4-9

の内容に加えて T-FeとT-Mnに

ついての数値を掲載した。 

湖の集水域の人口や土地利

用などが変化せず、降雨変動パ

ターンも一定であると仮定し、

表 4.1-1 から将来の水質を推定

した結果を表 4.1-2 に示す。現

在の水温と水質は、1990～2009

年の平均値とした。 

霞ヶ浦では 100 年後の COD

と Chl-a 濃度は現在の 1.1 倍に

増加し、PO4-P 濃度と T-Fe 濃度

が減少すると予測された。琵琶

湖今津沖表層では、DO 濃度と

T-N、NO3-N 濃度の低下、そし

て COD と T-Fe 濃度の上昇が予

測された。琵琶湖今津沖水深 80m では、DO 濃度と

飽和度がいずれも低下し、PO4-P 濃度が上昇、Chl-a

濃度と T-Fe 濃度が低下すると予測された。大宮川沖

表層では、T-N、NO3-N 濃度の低下と COD の上昇が

予測された。 

水温の上昇は、微生物の呼吸速度を増大させるこ

とから（図 2.3-4）、DO の低下につながると考えられ

る。しかし、霞ヶ浦と琵琶湖表層のいずれも、DO

は過飽和（約 105%）のまま変化しないと予測され

たことから、湖の表層では、水温が上昇しても藻類

の光合成による酸素供給量が他の微生物による酸素

消費量を上回ったままであると考えられる。一方今

表 4.1-2 水温と水質の関係を用いた、霞ヶ浦と琵琶湖の 100 年後の水温・水質の推定値 

霞ヶ浦湖心 琵琶湖

湖心 今津沖表層 今津沖80m 南湖大宮川沖

現在
100年後
推定値

比率 現在
100年後
推定値

比率 現在
100年後
推定値

比率 現在
100年後
推定値

比率

水温（℃） 16.2 17.5 1.1 16.6 21.2 1.3 7.6 9.1 1.2 16.9 21.4 1.3

DO（mg/L） 10.0 9.7 1.0 9.9 9.3 0.9 8.2 6.7 0.8 9.8 9.2 0.9

DO飽和度（%） 105 105 1.0 105 107 1.0 71 60 0.8 105 107 1.0

T-N（mgN/L） 0.966 0.965 1.0 0.288 0.219 0.8 0.377 0.376 1.0 0.335 0.287 0.9

NO3-N（mg/L） 0.175 0.174 1.0 0.120 0.045 0.4 0.262 0.269 1.0 0.110 0.052 0.5

T-P（mg/L） 0.096 0.095 1.0 0.007 0.007 1.0 0.009 0.009 1.0 0.018 0.020 1.1

PO4-P（mg/L） 0.011 0.005 0.5 0.003 0.003 1.0 0.006 0.006 1.1 0.003 0.003 0.9

COD（mg/L） 7.7 8.2 1.1 2.4 2.7 1.1 1.9 1.8 1.0 3.0 3.4 1.1

Chl-a（μ g/L） 62.8 68.0 1.1 3.5 3.0 0.9 0.8 0.4 0.5 6.1 7.6 1.2

T-Fe（mg/L） 0.344 0.307 0.9 0.022 0.035 1.6 0.021 0.018 0.9 Nodata

※100年後水質の現在に対する比率が 0.95未満の箇所は網掛け、1.05以上の箇所は網掛け+太字で示した。 

表 4.1-1 霞ヶ浦と琵琶湖の年平均水温の上昇率と、 

単位水温当たりの水質の変化量 

霞ヶ浦 琵琶湖北湖 琵琶湖北湖 琵琶湖南湖

項目 湖心 今津沖表層 今津沖水深80m 大宮川沖表層

水温上昇率

（℃/年）
0.012 - 0.047 ** 0.016 - 0.044 **

水温1℃上昇時の水質の変化量

pH 0.0018 - 0.0420 - -0.0851 ** 0.0609 **

DO（mg/L） -0.1797 * -0.1411 - -0.9658 ** -0.1391 **

T-N（mgN/L） -0.0008 - -0.0150 * -0.0008 - -0.0110 -

NO3-N（mg/L） -0.0005 - -0.0163 ** 0.0041 - -0.0130 **

T-P（mg/L） -0.0006 - 0.0000 - 0.0000 - 0.0005 -

PO4-P（mg/L） -0.0045 - 0.0000 - 0.0004 - 0.0000 -

COD（mg/L） 0.3897 * 0.0667 ** -0.0602 * 0.0809 *

Chl-a（μ g/L） 4.1007 - -0.1001 - -0.2344 ** 0.3363 -

T-Fe（mg/L） -0.0297 - 0.0028 - -0.0017 - NoData

T-Mn（mg/L） NoData -0.0008 - 0.0029 - NoData

※回帰分析の検定結果 * : p < 0.05 、** : p < 0.01
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津沖水深 80mでは DO 飽和度の低下が予測されたこ

とから、水温の上昇によって湖の底層への酸素供給

量が不足し、嫌気的な環境に変化する可能性がある。 

4.1.2 河川水質の推定 

 2.2の河川水水質の解析からは、河川水水温が 1987

年から 2005年にかけて 0.022℃/年の割合で上昇した

ことがわかったが、水温 1℃あたりの河川水質の変

化率を求めることは困難であった。そこで、気温の

上昇によって土壌からの栄養塩などの溶出特性が変

化し、その結果河川水質が変化すると考え、3.1 の森

林土壌培養-溶出実験の結果を用いて河川水質の将

来の変化の傾向を推定することとした。 

 表 4.1-3 は、図 3.1-11 および図 3.1-12 の値の一部

を抜粋したものであり、筑波山林土壌の NO3-N と

Mn の可溶化速度と比および温度係数である。温度

係数は、温度(T)と可溶化速度(R)の関係を以下の式

で表現したときの係数である。 

R(T) = R(T0)×θ（T-15） 

R(T)、R(T0)：T℃、T0℃における可溶化速度 

θ：温度係数 

土壌での NO3-N と Mn の可溶化速度と、河川水中

の濃度が比例すると仮定し、河川水の将来の濃度を、

水温上昇率と温度係数を用いて計算した。表 4.1-4

は、水温の現況値を表 2.2-6 の 1987 年の値、上昇率

を 0.022℃/年としたときの、NO3-N 濃度と Mn 濃度

の計算結果である。100 年後には、河川水の NO3-N

濃度は現況値の 1.16 倍に、Mn 濃度は 1.29 倍に上昇

すると推定された。 

 Fe 濃度については、土壌溶出実験では溶出量が増

大しなかったことから、2.2 に記した水道原水水質か

ら推定した。図 4.1-1 は、Fe 濃度の変化の推定結果

である。表 2.2-6 から、Fe 濃度は 1987 年から 2005

年にかけて 0.0072mg/L/年の割合で減少したが、現在

値を 0.40mg/L として直線的に減少させた場合、56

年目で Fe 濃度が 0mg/L となった。そこで、現在値

を 0.40mg/L として年に対して指数関数的に減少す

ると仮定した。その結果、100 年後には 0.045mg/L

になると推定された。 

 

4.2 簡易モデルによる地球温暖化が湖の水質に

及ぼす影響の予測 

地球温暖化が湖の水質に及ぼす影響要因は様々で

ある。例えば水温の上昇は、蒸発散、湖水の鉛直循

環、藻類の増殖特性、有機物の無機化、底泥からの

栄養塩溶出などに影響を及ぼし、連鎖的に他の要因

にも影響を及ぼすと考えられる。そこで、仮想的な

湖を考え、生物反応を主とする簡易なモデルを構築

し、地球温暖化が進行した場合の湖の水質の変化を

予測した。 

4.2.1 概要 

図 4.2-1 は、本研究での湖のモデルの全体構造で

ある。地球温暖化に対する湖水水質の応答特性を把

握することを目的とし、湖全体を完全混合モデルで

表現した。湖内部の諸生物反応は、植物プランクト

ンまでを考慮した生態系モデルで表した。水質成分

表 4.1-3 筑波山林土壌の NO3-Nと Mn の 

可溶化速度と比および温度係数 

100年後

現在 推定値 比率

水温（℃） 13.0 15.2 1.17

NO3-N（mgN/L） 0.51 0.59 1.16

Mn（mg/L） 0.028 0.036 1.29

表 4.1-4 温度係数に基づく 100年後の河川水 

の NO3-N濃度と Mn濃度の推定 

NO3-N 可溶化速度

（mg/100g乾土/day） 速度の比 温度係数

25℃ 15℃ Q10 θ

5-10cm 0.036 0.019 1.93 1.07

0-5cm 0.336 0.153 2.20 1.08

表層堆積物 0.378 0.078 4.85 1.17

Mn 可溶化速度

（μ g/100g乾土/day） 速度の比 温度係数

25℃ 15℃ Q10 θ

5-10cm 1.59 0.51 3.09 1.12

0-5cm 27.47 6.82 4.03 1.15

表層堆積物 7.26 1.73 4.21 1.15

図 4.1-1 水道原水水質データに基づく 

将来の河川水の Fe 濃度の推定 
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表 4.2-4 モデルパラメーターと設定値の一覧 

変数名 記号 単位

藻類細胞数 M x106個/mL

デトリタス粒子濃度 D x106個/mL

有機物濃度 C mgC/L

無機態N濃度 IN mgN/L

無機態P濃度 IP mgP/L

溶解性Fe濃度 Fe mg/L

溶存酸素濃度 O2 mg/L

入力変数名 記号 単位

水温 T ℃

日射量 I cal/cm2・day

DOC C0 mgC/L

IN IN0 mgN/L

IP IP0 mgP/L

Fe Fe0 mg/L

河川水水質

表 4.2-2 モデルの入力変数 

表 4.2-3 各種の反応の速度式 

R2 = kM・M

R1 =μ M（T,Fe）・ ・ ・F(I)・M
IN

（kN + IN）

IP

（kP + IP）

I > IOPT → F(I) = 1

I < IOPT → F(I) = I / IOPT

日射量の影響の関数F(I)

R3 = kD・D・θ （T-20）

R4 = kC・C・θ （T-20）

R5 = S・D

R6 = kL・（O2
*-O2）・A / V

O2
* ： 飽和溶存酸素濃度

藻類の増殖

藻類の自己分解

デトリタスの分解

有機物の無機化

デトリタスの沈降

大気とのガス交換

反応過程 反応速度式 単位

個/mL・day

個/mL・day

個/mL・day

mg/L・day

個/mL・day

mg/L・day

表 4.2-1 モデルの目的変数 

記号 単位 説明 値 参考元

湖の形状

V m
3 湖沼容積 880・10

6

A m2 湖沼表面積 220・106

H m 水深 4

Q0およびQ m
3
/day 河川水流量 2644704 H17年の西浦流入河川流量の合計

day 滞留時間 332.7

藻類増殖反応

μ M(T,Fe) 1/day 最大比増殖速度 温度とFe濃度で変化 実験値

KN mg/L 半飽和定数、窒素 0.1 文献値1)

KP mg/L 半飽和定数、リン 0.01 文献値1)

IOPT cal/cm
2
・day 最適日射量 250 文献値

1)

分解、無機化

kM 1/day 藻類の自己分解定数 0.05 文献値1)

kD 1/day デトリタスの可溶化速度定数 0.04 文献値
1)

kC 1/day 無機化速度定数 0.00622 実験値
3)

θ - 温度定数 1.003 文献値1)

℃ 温度定数の基準温度 20 文献値1)

kNOM 1/day 難分解性有機物の無機化速度定数 0.00127 実験値
3)

難分解性有機物の割合

OM - 藻類由来 0.4 実験値

OR - 河川水由来 0.8 実験値
3)

OS - 底泥由来 1 便宜的に1とした

霞ヶ浦西浦諸元
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表 4.2-9 湖の底泥からの I-N、I-P、DOC、Feの溶出速度 

表 4.2-4 モデルパラメーターと設定値の一覧（続き） 

記号 単位 説明 値 参考元

粒子の沈降

S 1/day 沈降係数 0.5 文献値1)

湖面におけるガス交換

kL m/day 酸素移動係数 3 文献値
1)

底泥からの溶出

rX（T） mg/m2・day 底泥からの溶出速度 温度で変化 実験値

X : DOC、IN、IP、Fe

rO2 mg/m2・day 底泥の酸素消費速度 1000 文献値2)

収率や単位換算のための係数

γ MC mgC/個 藻類の炭素含有率 温度とFe濃度で変化 実験値

YCDO mg/mgC DOCの無機化に要する酸素量 2.664 有機物の組成式をCH2Oとして計算

表 4.2-5 藻類の最大比増殖速度 表 4.2-6 藻類の炭素含有量 

表 4.2-7 藻類の元素組成 4) 

  （レッドフィールド比） 

元素 mol比 質量比

（mg/1000mgC）

C 106 1000

N 16 176.0

P 1 24.3

Fe 0.001 0.0439

表 4.2-8 水温と Fe濃度に応じた藻類の構成比 

最大比増殖速度（1/day）

D-Fe濃度（mg/L）

水温（℃） 0.1以下 0.2 0.4以上

18以下 0.844 0.931 0.883

21 0.959 0.894 0.893

24 0.935 0.834 0.817

27 0.857 0.795 0.743

30以上 0.744 0.714 0.730

藻類の炭素含有量（mgC/細胞数109個）

D-Fe濃度（mg/L）

水温（℃） 0.1以下 0.2 0.4以上

18以下 4.56 3.31 2.96

21 2.55 5.57 3.73

24 2.11 11.82 12.09

27 10.23 14.25 12.98

30以上 27.53 13.93 17.76

D-Fe濃度 水温

（mg/L） （℃） ピコプランクトン 珪藻 藍藻・緑藻など

0.1以下 18以下 8.1 71.3 20.6

21 4.8 51.5 43.8

24 9.0 47.0 44.0

27 6.8 11.0 82.2

30以上 5.0 14.2 80.7

0.2 18以下 5.4 58.6 36.1

21 4.8 50.4 44.8

24 6.3 46.8 46.9

27 8.2 25.0 66.8

30以上 8.6 8.3 83.1

0.4以上 18以下 7.2 73.3 19.5

21 17.1 59.2 23.7

24 7.3 41.2 51.5

27 6.1 41.1 52.8

30以上 13.7 18.5 67.8

藻類の構成比（%）

湖水水温が25℃以上のときは、嫌気の値 湖水水温が25℃未満のときは、好気の値

嫌気溶出実験の溶出速度 （mg/m2・day） 好気溶出実験の溶出速度 （mg/m2・day）

水温（℃） I-N I-P DOC D-Fe 水温（℃） I-N I-P DOC D-Fe

30以上 1.917 8.091 5.308 7.710 30以上 1.788 0.041 0.838 0.109

20 1.522 0.180 1.843 0.848 20 0.085 0.000 0.956 0.017

10以下 0.873 0.347 2.016 0.816 10以下 0.000 0.010 1.121 0.000
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表 4.2-11 は、1 年間のうちの高水温期間と藻類増

殖ピークの期間の日数である。高水温期間は水温

25℃以上、藻類増殖ピーク期間は細胞数で 0.04×10
6

個/mL 以上とした。100 年間の高水温期間の増加に

ともなって、藻類増殖ピークの期間も長くなってい

る。また、藻類増殖ピークの期間は 100 年間で 23

日長くなっており、高水温期間の増加日数より多い。

地球温暖化による水温の上昇は、夏の藻類ブルーム

発生期間の長期化につながると考えられる。 

表 4.2-12 は、各水質項目の基準年と 100 年後の年

平均値と、変化率および比である。本モデルからは、

100 年後は水温、I-N 濃度、藻類細胞数および藍藻・

緑藻などの細胞数が増大する一方、I-P 濃度、D-Fe

濃度、珪藻の細胞数が減少すると予測された。DOC

濃度はあまり変化しない結果となった。藻類細胞数

の増加という予測結果は、表 4.1-2 における霞ヶ浦

や琵琶湖南湖の Chl-a の増加と対応していた。 

 

4.3 まとめ 

 地球温暖化が進行した将来の河川・湖の水質を、

単純に水温と水質の相関関係から、そして簡易な湖

モデルから予測した。得られた知見を以下に記す。 

隣接年比較法による水温と水質の関係からは、 

1) 霞ヶ浦では 100 年後の COD と Chl-a 濃度は現在

の 1.1 倍に増加し、PO4-P 濃度と T-Fe 濃度が減少す

ると予測された。 

2) 100 年後は、琵琶湖今津沖表層では、DO 濃度と

T-N、NO3-N 濃度の低下、そして COD と T-Fe 濃度

の上昇が予測された。琵琶湖今津沖水深 80m では、

DO 濃度と飽和度がいずれも低下し、PO4-P 濃度が上

昇、Chl-a濃度とT-Fe濃度が低下すると予測された。 

 森林土壌培養-溶出実験の結果からは、 

3) 100 年後には、河川水の NO3-N 濃度は現況値の

1.16 倍に、Mn 濃度は 1.29 倍に上昇すると推定され

た。 

 簡易湖モデルによる将来水質の計算結果からは、 

4) 年平均水質の長期的な変化は、I-N 濃度は増加、

I-P 濃度は減少、DOC 濃度は若干増加、D-Fe 濃度は

減少すると予測された。 

5) 藻類細胞数は、約 60 年後から増加に転じ、100

年後の藻類の構成は、珪藻の割合が約 30%に低下し、

藍藻・緑藻などの割合が高くなった。 

6) 現況と 100 年後の水質の季節変化を比較すると、

100 年後は、夏季の藻類細胞数が増加し、藻類細胞

数の高い期間が長くなった。 
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表 4.2-12 モデルから予測される、湖の 100年間の水温・水質の変化 

1年あたり 比率

基準年 100年後 変化率 100年後/基準年

水温 （℃） 16.1 17.3 0.0125 1.08

DO （mg/L） 9.56 9.32 -0.0024 0.97

I-N （mgN/L） 1.82 2.04 0.0021 1.12

I-P （mgP/L） 0.0010 0.0010 0.0000 0.93

D-Fe （mg/L） 0.47 0.17 -0.0028 0.37

DOC （mgC/L） 1.81 1.87 0.0006 1.03

藻類細胞数 （x10
3
個/mL） 40.24 42.29 0.0250 1.05

珪藻 （x10
3
個/mL） 22.17 15.20 -0.0752 0.69

藍藻・緑藻など （x10
3
個/mL） 15.05 24.05 0.0995 1.60

ピコプランクトン （x10
3
個/mL） 3.02 3.04 0.0007 1.01

※100 年後水質の現在に対する比率が 0.95 未満の箇所は網掛け、1.05 以上の箇所は網掛け+太字で示した。 
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（http://www.umitonagisa.or.jp/pdf/23syokujyuhoukok

u20130227.pdf）. 

 

5. おわりに 

 本研究では地球温暖化が河川湖沼水質に及ぼす影

響を明らかにするため、過去の気象データと水質観

測データを用いた統計解析（2 章）、気温と河川・湖

の水質の関係を明らかにするための実験（3 章）、湖

沼モデルを用いた地球温暖化が湖沼水質に及ぼす影

響の評価（4 章）を行った。以下に各章ごとの主な

知見を記述する。 

2 章：過去の気象データと水質観測データを用い

た統計解析 

河川水質の長期的な水温、NO3-N 濃度などの上昇

傾向と Fe濃度の低下傾向を明らかにした。また、水

温の上昇は河川水中微生物の呼吸速度を上昇させる

ことを示した。さらに、湖面積、水深や富栄養化状

況の異なる琵琶湖と霞ヶ浦について、水質の長期変

化傾向と、水温 1℃上昇当たりの水質項目の変化量

の関係を明らかにした。 

3 章：気温と河川・湖の水質の関係を明らかにす

るための実験 

気温の上昇は、山林土壌からの NO3-N、K+、Ca2+、

Mn、Znなどの可溶化を促進することを示した。次に、

人工河川水を用いた藻類培養実験から、水温の上昇

と Fe 濃度の低下が藻類の種類や比増殖速度に影響

を及ぼすことを示した。次に、湖の水温の上昇が底

泥からの無機態窒素、無機態リン、DOC、Fe、Mn の

溶出速度を上昇させることを示した。そして、大雨

の日数の増加傾向を踏まえ、雨天時の河川水質の変

化を調査し、河川の流量と栄養塩などの負荷量の関

係を求めた。 

4 章：湖沼モデルを用いた地球温暖化が湖沼水質

に及ぼす影響の評価 

3 章の実験結果を基に、簡易湖沼モデルを構築し、

水温上昇と Fe 濃度低下のシナリオに対する湖沼水

質の応答特性を調べた。100 年間の水質計算の結果、

I-N は長期的に増加し、D-Fe は減少すると予測され

た。藻類細胞数は、約 60 年後から増加に転じ、100

年後の藻類の構成は、珪藻の割合が約 30%に低下し、

藍藻・緑藻などの割合が高くなると予測された。そ

して、現況と 100 年後の水質の季節変化を比較する

と、100 年後は、夏季の藻類細胞数が増加し、藻類

細胞数の高い期間が長くなった。 

 表 5-1 は、本研究で得られた地球温暖化が河川湖

沼水質に及ぼす影響を整理したものである。気温の

上昇は、湖水水質を形成する様々な要因に影響を及

ぼすが、総じて COD の増加や藻類の増殖など、環

境基準達成を困難にする方向に水質が変化するもの

と考えられた。 

 

 

 

表 5-1 地球温暖化が河川湖沼水質に及ぼす影響のまとめ 

気候変動 直接的な影響 将来起こりうる変化

気温の上昇

湖水水温の上昇（第2章4節)

河川水の鉄濃度の低下傾向（第2章2節）

微生物による呼吸速度の上昇（第2章3節）

湖表層におけるDO濃度の減少、CODの増加（第2章4節）

湖底のDO濃度の減少（第2章4節）

藻類の比増殖速度の変化（第3章2節）

湖底からのI-N、I-P、DOC、Fe、Mnの溶出速度の上昇（第3章3節）

夏の藻類の増殖期間の長期化（第4章2節）

珪藻主体から、緑藻などが主体の藻類種構成に遷移（第4章2節）

山林土壌からの栄養塩や金属類の溶出特性の変化（第3章1節）

河川水中NO3-N濃度の上昇（第2章2節、第2章1節）

集中豪雨の頻度の増加

雨天時流出負荷の増大

雨天時流出水による湖水中藻類の増殖量の増大（第3章4節）
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水生生物に蓄積している未規制化学物質の実態の解明に関する研究 

研究予算：運営費交付金（一般勘定） 

研究期間：平 23～平 25 

担当チーム：水質チーム 

研究担当者：岡本誠一郎、小森行也、北村友一 

 

【要旨】 

河川・湖沼等の水環境においてその存在が明らかになり水生生物への影響が懸念されている未規制化学物質

の医薬品類については生物濃縮に関する知見は少ないことから、本研究ではその実態を明らかにするため、広

く一般細菌に対する殺菌剤として石鹸、シャンプー等に含有されているトリクロサンをモデル物質として、魚

類（メダカ、ゼブラフィッシュ等）への濃縮実態について調査した。 

 その結果、下水処理水を用いた調査によりトリクロサンの生物濃縮係数（BCF）は、メダカで 100～1,380、

ゼブラフィッシュで 600～1,590であり、また、実河川での調査によりヤマメが 360～700、モロコが 650であ

った。 

キーワード：生物濃縮、魚類、医薬品、トリクロサン 

 

 

１．はじめに 

現在、河川・湖沼においては環境基準が設定され、

BOD、COD、重金属、有機塩素化合物、農薬等を指

標とした水質管理が行われているが、河川・湖沼に

棲息する水生生物への蓄積という視点でみると不明

な点が多く、十分な水質管理が行われているか明確

になっていない。また、近年、河川・湖沼等の水環

境において医薬品等の水質規制の対象となっていな

い化学物質（未規制化学物質）の一部が水生生態系

に影響を与えていることが明らかになってきている。

これまで、重金属等の規制物質については生物濃縮

についての知見は見られるものの、医薬品等の未規

制化学物質の生物濃縮に関する知見は少ない。水質

（濃度）測定では検出されない物質であっても、生

物濃縮により検出可能となる物質も考えられること

から、生物濃縮による指標を加えた総合的な水質管

理が必要である。 

本研究は、水生生態系への影響が懸念されている

医薬品類のなかから、広く一般細菌に対する殺菌剤

として使用され、石鹸、シャンプー、歯磨き等に含

有されている医薬部外品のトリクロサンをモデル物

質として、水系食物連鎖における高次消費者の魚類

への濃縮実態について検討した。 

 

２．研究方法 

２．１ 生体試料中のトリクロサンの分析 

生物試料（魚類）の分析前処理（抽出・精製）及

び測定は、 既往研究・調査報告等 1)～8)を参考に行っ

た。抽出方法は、超音波抽出、高速溶媒抽出の２方

法、精製方法はフロリジル、GPCの２方法について

予備検討を行い、それぞれ回収率の高かった超音波

抽出とフロリジル精製による方法とした（図-1参照）。

また、抽出・精製後の測定はGC-MSにより行った。

GC-MSの測定条件を表-1に示す。本条件による検出

下限値は 2.72ng/g-wet であった。生物試料（魚類）

のトリクロサン分析は、スズキの食肉部位を用い、

トリクロサンの添加回収試験（n=5）を行った。 

２．２ トリクロサンの水生生物濃縮実態 

１）下水処理水に曝露したメダカにおけるトリクロ

サンの蓄積と生物濃縮 

本調査で用いた下水処理実験処理装置と流水式メ

ダカ曝露水槽の配置を図-2 に示す。下水処理実験装

置は、最初沈殿池（500L）、活性汚泥処理槽（500L×4

槽）、最終沈殿池（700L）、塩素混和池(100L)、担体

処理槽(10L×4 槽)から構成されている。流入下水は、

主に生活排水が流入する実下水処理場の生下水を用 
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表-3 添加回収試験結果 

操作
BL

無添加
試料

試料
1

試料
2

試料
3

試料
4

試料
5

試料量
(g-wet)

－ 5.0 5.1 5.0 5.1 5.0 5.0

添加量
(ng)

－ 0 100 100 100 100 100

測定値
(ng/g-wet)

＜2.7 ＜2.7 13.9 14.9 16.1 16.4 17.2

回収率
(%)

－ － 70.7 74.3 82.5 82.2 86.5

 

処理試料では、定量イオン（m/z 252）のトリクロサ

ン（PFB 化体）ピークが生物試料由来と考えられる

妨害の影響を受け過大評価された。このため、確認

イオンとしていた m/z 254を定量イオンに変更し、新

たに m/z 468 を確認イオンとすることでトリクロサ

ン（PFB 化体）ピークを得ることができた。スズキ

を用いた添加回収試験の結果を表-3 に示す。試験の

結果、添加した試料からは平均 79.2%（CV8.2%）の

回収が確認され、前処理全体を通じて、生物試料（魚

類）への適用が可能であると考えられた。 

３．２ トリクロサンの水生生物濃縮実態 

１）下水処理水に曝露したメダカにおけるトリクロ

サンの蓄積と生物濃縮 

 曝露期間中の各曝露水槽水中のトリクロサン濃度

を図-5 に示す。各曝露区の水中トリクロサン濃度は

一定ではなかったが、水中トリクロサン濃度は、二

次処理水で高いことがわかる。曝露中･後半は、塩素

消毒水、担体処理水のトリクロサン濃度は近い値と

なっていた。図-6 に各曝露区の曝露終了後のメダカ

生体中トリクロサン濃度を示す。二次処理水曝露区

で雄、雌メダカともトリクロサン濃度が高くなった。 
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図-5 各曝露水のトリクロサン濃度 
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図-6 各曝露区の生体中のトリクロサン濃度 

（エラーバー：標準偏差） 
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図-7 各曝露区のトリクロサン BCF 

担体処理区での生体中のトリクロサン濃度は低かっ 

た。図-7 は、各曝露区の水中トリクロサン濃度と生

体中トリクロサン濃度の平均値を用い、雄、雌毎に

式（1）から生物濃縮係数(BCF)を算出した結果であ

る。 

 

生物濃縮係数 (BCF)＝生体中トリクロサン濃度

(ng/kg･wet) ÷ 水中トリクロサン濃度(ng/L)･･･(1) 

 

トリクロサンの BCFは、メダカ雌の場合二次処理

水（約 350 倍）、塩素消毒水（約 150 倍）、担体処理

水（約 100 倍）であり、100~350 倍となった。この

値はトリクロサン純物質でのコイの濃縮試験結果で

得られた BCF（2.7~469）9)と概ね同等の値であった。 

卵中のトリクロサンは、各処理水曝露区の未受精

卵で検出され、その濃度は、担体処理水、塩素処理

水、二次処理水の順で高くなった。また、二次処理

水曝露区では受精卵でも検出された（図-8参照）。 

以上の結果から、トリクロサン濃度が低減された

担体処理水に曝露したメダカ生体中のトリクロサン 
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の河川水濃度と合わせて表-4 に示した。全 11 尾中、

渡良瀬川で捕獲したヤマメ、小貝川で捕獲したヤマ

メ、モロコの 3 尾からトリクロサンが検出された。

他の 9 個体は検出下限値以下であった。トリクロサ

ンが検出された 3 尾について（1）式から BCF を求

めた。渡良瀬川で捕獲したヤマメは 360、小貝川で

捕獲したヤマメは 700、モロコは 650 であり、コイ

の BCF（2.7～469）9)と同等の値であった。 

表-4 実河川に生息する魚のトリクロサン濃縮実態 

河川水
(ng/L)

ヤマメ
(9cm, 9g)

2 6 360

モロコ
(9cm, 9g)

<0 39 －

ヤマメ-1

(9cm, 11g)
1 5 700

ヤマメ-2

(8cm, 8g)
<0 40 －

モロコ-1

(7cm, 6g)
<0 38 －

モロコ-2

(7cm, 3g)
1 4 650

クチボソ-1

(5cm, 1g)
<0 33 －

クチボソ-2

(5cm, 1g)
<0 31 －

フナ-1

(7cm, 11g)
<0 42 －

フナ-2

(7m, 10g)
<0 40 －

オイカワ
(13cm, 23g)

<0 41 －

BCF

渡良瀬川
（三国橋）

小貝川
（文巻橋）

7 4

2 2

生体（魚）試料
(ng/g-wet)

トリクロサン濃度

 

 

４．まとめ 

 本研究により得られた結果を以下に示す。 

1）水生生物（魚類）試料のトリクロサン分析の前

処理（抽出・精製）について検討し、超音波抽出・

フロリジル精製の後、GC-MS による測定方法を提案

した。本方法による添加回収率は、スズキの食肉部

位を用いた確認試験（n=5）により、平均回収率 79.2%、

CV8.2%が得られ、本方法は魚類試料への適用が可能

であると考えられた。 

2）二次処理水、塩素消毒水、担体処理水にメダカ

を曝露し、メダカ生体中のトリクロサン分析からト

リクロサンはメダカに蓄積することがわかった。そ

の BCF は 100～350 倍であった。また、卵中のトリ

クロサン分析により卵への移行も確認された。トリ

クロサン濃度が低減された担体処理水に曝露したメ

ダカ生体中のトリクロサン濃度は二次処理水に比べ

低いことから、担体処理によりメダカ体内蓄積およ

び卵中濃度を低下できることがわかった。 

3）魚類種（ヒメダカ、ゼブラフィッシュ）による

トリクロサンの生物濃縮特性について検討した結果、

ヒメダカの BCFは 680～1,380、ゼブラフィッシュの

BCFは 600～1,590であり、これら 2種の魚種間では

大きく異なることはなかった。また、曝露水温によ

り BCFには違いがみられなかった。 

 4）渡良瀬川、小貝川の 2河川において実河川に生

息する魚のトリクロサン濃縮実態を調査した。捕獲

魚全 11尾中、トリクロサンが検出された 3尾の BCF

を求めたところ、渡良瀬川で捕獲したヤマメが360、

小貝川で捕獲したヤマメが 700、モロコが 650 であ

った。 
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魚類の繁殖･稚魚の生育試験による下水処理水の安全性評価に関する研究 

 

研究予算：運営費交付金（一般勘定） 

研究期間：平 23～平 25 

担当チーム：水環境研究グループ（水質） 

研究担当者：岡本誠一郎、小森行也、北村友一 

 

【要旨】 

下水処理水が魚類の繁殖、仔稚魚の成長に与える影響を明らかにするため、活性汚泥 2次処理水、塩素処理水、

担体処理水にメダカ成魚をペアで曝露し産卵数と孵化率を、さらに、メダカ仔稚魚をそれに曝露し体長、体重な

どを調査した。産卵実験から、受精卵数は、塩素処理水曝露区で脱塩素水道水曝露区（コントロール）より若干

低下する傾向を示したが、2 次処理水では増加、担体処理水は同程度となり、下水処理水曝露による顕著な悪影

響はみられなかった。孵化実験では、2次処理水曝露区の孵化率が 12.2％と悪化したが、塩素処理水での孵化率

は 82％とコントロールの 86％と近い結果を示した。担体処理水曝露区の孵化率は 49％であった。仔稚魚の成長

は、2次処理水、塩素処理水曝露区で若干の阻害が観察された。 

キーワード：下水処理水、メダカ、産卵数、受精率、稚魚、生長阻害 

 

 

1. はじめに  

「科学技術に関する基本政策について」に対する

答申、総合科学技術会議、H22.12.24 では、人の健

康保護や生態系の保全に向けて、大気、水、土壌に

おける環境汚染物質の有害性やリスクの評価、その

管理及び対策に関する研究を推進することが位置づ

けられている。近年、水生生物に影響を与える恐れ

のある未規制化学物質が下水処理水中に検出され、

さらに、河川水に占める下水処理水の割合が高くな

っている河川もあることから、水生生物に対する影

響が懸念されている。水生生物の中で、魚類は、水

生生物の代表種、経済生物でもあり、下水処理水が

魚類に与える影響を把握する必要がある。魚類影響

は、生態系保全を考慮すると、繁殖（産卵数、孵化

率、稚魚の生長など）に関する項目で評価すべきで

あるが、下水処理水の魚類繁殖への影響評価法はま

とめられていないこと、さらに、試験に長期間かつ

手間を要すことから、下水処理水が魚類の繁殖に与

える影響についての知見が得られていないのが現状

である。 

本研究では、下水処理水の魚類繁殖への影響を解

明するため、メダカを試験魚とし、下水処理水がメ

ダカの産卵、孵化、仔稚魚の成長に及ぼす影響を調

査した。 

 

 

2.実験方法 

2.1 実験方法の概要 

本実験では、処理レベルの異なる3種類の下水処

理水に雄・雌ペアでメダカ成魚の曝露を行い、産卵

数、孵化率を調査した。これ加えて、下水処理水曝

露履歴のない親から得られた孵化仔魚を下水処理水

中で成長させ、その成長阻害の調査を行った。 

2.2 下水処理実験装置の運転 

下水処理実験装置の概要とメダカ曝露水槽の関係

を図-1 に示す。下水処理実験装置は、最初沈殿池

（500L）、エアレーションタンク（500L×4 槽）、最

終沈殿池（700L）、塩素接触槽（100L）、担体処理水

槽（10L×4）から構成されている。 

流入下水は、分流式下水道として整備され主に生

活排水が流入する下水処理場の生下水を用いた。エ

アレーションタンクでは、第1槽から第4槽まで全

面エアレーションを行う標準活性汚泥法による処理

を行った。水理学的滞留時間（HRT）は7時間となる

ように流入水量を制御した。塩素混和池では、その

流出水で遊離残留塩素濃度が0.1mg/L程度となるよ

うに、次亜塩素酸ナトリウム溶液を連続注入した。

担体処理槽は、微生物が自然発生的に保持されたポ

リプロピレン製円筒担体(φ5mm,長さ 5mm,厚さ1mm)

が充填され、水理学的滞留時間2時間で2次処理水

平成25年度   下水道関係調査研究年次報告書集
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4．おわりに 

下水処理水が魚類の繁殖に与える影響を明らかに

するため、メダカを用いて活性汚泥2次処理水、塩

素処理水、担体処理水に成魚ペアメダカ、仔稚魚を

曝露し、産卵数、孵化率、仔稚魚の成長を調査した。 

本研究で得られた知見を以下に述べる。 

1.成魚産卵実験から 

1-1) 2次処理水曝露区は、コントロールより産卵数、

受精卵数が増加した。 

1-2) 塩素処理水曝露区は、塩素濃度が高くなると受

精卵数が低下したが、塩素濃度の低下とともに

受精卵数の回復がみられた。 

1-3) 担体処理水曝露区の受精卵数は、コントロール

と同等の結果となった。 

2.孵化実験から、 

2-1) 2次処理、担体処理水、塩素処理水曝露区の孵

化率は、それぞれ 12.2％、49.3％、82.4％と

なった。 

2-2) 孵化日数は、2次処理水と担体処理水曝露区で

約 5～8 日と、短縮される傾向を示した。2 次

処理水や担体処理水では 5 日目以降に死亡す

る個体が多かった。 

2-3) 塩素処理水曝露区では、コントロールと同等

の孵化日数、孵化率が得られた。 

3.仔稚魚の成長試験から 

3-1）塩素処理水と2次処理水では、コントロールよ

り全長、体長、体重が低下する傾向が観察され

た。 

 

今後は、多世代試験から下水処理水の魚類生態影

響を評価していく予定である。 
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くなったが、この原因は明らかでない。 

N2Oの還元は。見かけ上 5-6 日目に始まっている

ことがわかる。7-8 日目は、見かけのN2Oの還元速

度は概ね一定であった。 

今回の実験は、密閉系で嫌気雰囲気下での実験で

あったことから、脱窒過程でのN2Oの生成・還元を

モニタリングしていたと考えられる。本実験結果か

ら、湖底泥上層が嫌気的な状態になった場合、溶存

N2Oが生成される可能性がある。一方で、脱窒も同

時に進行することから滞留時間の長い湖では溶存

N2Oは未検出になるものと考えられる。ただし、水

温が低く脱窒が抑制される場合は、溶存態N2Oは検

出されると推察された。 

4. おわりに 

1）様々な特徴を持つ河川・湖沼において、溶存N2O

の通年調査を行った。その結果、集水域に家畜や畑

地が多い河川では、比較的高濃度のN2Oが検出され

た（晴天時での最大；92 µgN/L）。その他の地域では、

夏季には検出下限値（0.25 µgN/L）以下になること

が多く、秋季から冬季にかけて若干増加する傾向が

観察された。 

2）集水域に家畜や畑地が多い河川では、雨天時に溶

存N2O濃度が増加することが確認された（86 µgN/L 

→ 120 µgN/L）。これは、雨天時に土壌から流出する

窒素成分に由来するものであると推察された。 

3）高濃度アンモニアの高速処理を実施している下水

処理場からは比較的高濃度のN2O（約 100 µgN/L）

が検出された。しかしながら、放流後、速やかに希

釈されることから、下水処理水中の溶存N2Oが河川

水質に与える影響は少ないと考えられた。 

4）NO3-N が多く含まれる下水処理水と湖底泥を二

層で静置し、溶存N2Oの生成・還元挙動をマイクロ

センサーにより連続測定した実験結果から、湖底泥

上層が嫌気的な状態になった場合、溶存N2Oが生成

される可能性があった。 
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活性を定量化する場合、試料を濃縮し希釈系列を作

成する必要がある。そこで、表-1の文献1)～4)を基

に、以下の固相抽出条件に決定した。 

(1) 固相の種類 

文献1～4では、C18またはOasis HLB が使用され

ている。Oasis HLB は親水性基と親油基を併せ持つ

逆相充填剤であり、C18 よりも幅広い化合物の回収

に適していると考えられることからOasis HLBに決

定した。 

固相種類：Oasis HLB Vac cartridge（Waters社製） 

カートリッジ容量： 6 cc 

充填剤重量： 500 mg 

充填剤粒径： 60 µm 

(2) コンディショニング 

コンディショニングは溶出に用いる溶媒で洗浄し

た。エストロゲン、アンドロゲンはメタノールで溶

出でき、文献2では甲状腺ホルモン様物質が回収さ

れた画分がジクロロメタン／メタノール（1:1）であ

ったため、以下の溶媒に決定した。 

① ジクロロメタン／メタノール（1:1） 10 mL 

② メタノール 10 mL 

③ 純水 20 mL 

(3) 通水 

文献4を基に、以下の条件で下水試料を通水する

方法に決定した。 

通水量： 1 L 

通水速度： 10 mL/min 

(4) 脱水 

吸引および遠心分離（3,500 rpm、5 min）により

脱水する方法に決定した。 

(5) 溶出 

文献2および4を基に、以下の順に各溶媒を通液

し溶出する方法に決定した。 

① メタノール 10 mL 

② ジクロロメタン／メタノール（1:1） 10 mL 

(6) 乾固 

窒素気流を吹き付け、40 ℃に加温しながら乾固さ

せる方法に決定した。溶媒をレポータージーンアッ

セイで使用するジメチルスルフォキシド（DMSO）に

転換するために、メタノールおよびジクロロメタン

を揮発させて除去した。乾固させた後、DMSO 50 µL

で再溶解させ、メタノール画分とジクロロメタン／

メタノール画分の DMSO溶液を混合し、10,000倍濃

縮試料100 µLを調製した。 

 

2.3 レポータージーンアッセイ方法 

図-2 にレポータージーンアッセイの操作の概要

を示す。 

(1)受容体の種類 

 検出するホルモン様活性は、ヒトとメダカの女性

ホルモンと甲状腺ホルモン様活性とし、以下の受容

体を用いた。 

・メダカエストロゲンレセプターα 

・ヒトエストロゲンレセプターα 

・メダカ甲状腺ホルモンβ 

・ヒト甲状腺ホルモンβ 

リファレンス物質には、女性ホルモンには、17β

エストラジオール（E2）と甲状腺ホルモンには、ト

エストロゲン アンドロゲン 甲状腺ホルモン その他

1 L A  Kirk et al ,

Changes in estrogenic and 

androgenic activities at different 

stages of treatment in 

wastewater treatment works

2002 Environ  Toxicol  Chem 21(5) 972-979 ○ ○

2 A  Ishihara et al ,

In vitro thyroid hormone-

disrupting activity in effluents 

and surface waters in Thailand

2009 Environ  Toxicol  Chem 28(3) 586-594 - -
○
●

-

3 D  Staltera et al ,

Ozonation and activated 

carbon treatment of sewage

effluents: Removal of endocrine 

activity and cytotoxicity

2011 Water Res 45 1015-1024
○
●

○
●

- ○

4 田中ら

淀川水系環境水を対象と

した生物多様性の視点か

らの生理活性の評価

2011
河川整備基金

助成事業成果報告書

22-

1211-

025

○ - - -

濃縮対象

No 著者 文献タイトル 出版年 雑誌名 巻号 ページ

表-1 固相抽出条件決定に参考にした文献          ○; アゴニスト、●;アンタゴニスト 
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3.実験結果 

 図-3は、reproduction(GO:0000003)関連の機能を有する遺伝子群を用いて算出された距離 Lである。これ

は 511遺伝子からなり、コリオゲニンなどの雄魚の雌性化と関連する遺伝子を含む。河川上流の代表値とし

て、T川上流 3 回と S 川上流、A川上流を合わせた 5試料の中央値を算出すると、7.0 となった。霞ヶ浦湖水

は、河川上流より小さいことから、生物影響は小さいと考えられた。A川では中流と下流で高かった。沖縄

河川は河川上流と近い値となった。下水再生水は採水時期による変化が大きかった。処理工程でみると、UF > 

UF+NF > UF+RO と処理の高度化に応じて低下し、UF+RO 処理水の中央値は河川上流に近い値であった。 

図 4は、response to xenobiotic stimulus(GO:0009410)関連の機能を有する遺伝子群を用いて算出された

距離 Lである。これは生体外異物に応答する遺伝子群で、99遺伝子からなり薬物代謝酵素 CYP1Aなどを含む。

河川上流 5試料の中央値は 3.8 となった。T川の中流と下流の中央値は、河川上流に比べて大きく増大する

ことはなかった。A 川では上流と下流で高かった。沖縄河川は、地下ダムで高いものがあった。下水再生水

は、中央値でみると PAC+UF 処理水が最大であり、UF+NF 処理水が河川上流に最も近かった。 

図 5は、response to oxidative stress(GO:0006979)関連の機能を有する遺伝子群を用いた距離 L である。

これは 131遺伝子からなり、酸化ストレスのマーカー遺伝子として知られる glutathione peroxidase(GPX)

図 5 距離 L の比較  

response to oxidative stress(GO:0006979)  

図 4 距離 L の比較  

response to xenobiotic stimulus(GO:0009410)  
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などを含む。河川上流中央値は 3.9 で、A川では下流側ほど高くなる傾向がみられた。沖縄河川は河川上流

より低い値であった。二次処理水の中央値は河川上流に近い値であり、PAC+UF 処理水では二次処理水と比較

して高くなる傾向がみられた。UF+RO 処理水は採水時期による変化が大きかった。 

図 6は、DNA repair(GO:0006281) 関連の機能を有する遺伝子群を用いた距離 Lである。これは DNA 修復反

応に関わる遺伝子群であり、マイクロアレイには 346遺伝子が搭載されている。河川上流中央値は 4.7 とな

った。A川は T川と比較して高かった。下水再生水の中央値は、PAC+UF 処理水で最も高い値となった。UF+NF

処理水は二次処理水に近い値となった。 

図 7は、apoptosis(GO:0006915) 関連の機能を有する遺伝子群を用いた距離 Lである。これはプログラム

細胞死に関与する遺伝子群であり、マイクロアレイには 946遺伝子が搭載されている。河川上流中央値は 10.9

となった。A 川は T 川と比較して高かった。沖縄河川は河川上流に近い値となった。下水再生水の中央値は

PAC+UF と UF+RO 処理水で高くなっていた。二次処理水と UF+NF 処理水は河川上流に近い値であった。 

図 8は、growth(GO:0040007)関連の遺伝子群による距離 Lである。組織分化や細胞増殖を調節する遺伝子

群であり、マイクロアレイには 512 遺伝子が搭載されている。河川上流の中央値は 8.6となった。A 川では

下流で高い値となった。沖縄河川は中央値でみると河川上流に近い値となった。下水再生水は採水時期によ

る変化が大きかったが、中央値でみると、二次処理水、PAC+UF、UF 処理水で高く、UF+NF、UF+RO 処理水は河

図 6 距離 L の比較 DNA repair(GO:0006281)  図 7 距離 L の比較 apoptosis(GO:0006915)  
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川上流に近い値となった。 

図 9は、immune response(GO:0006955)関連の機能を有する遺伝子群を用いた距離 L である。これは免疫反

応に関わる遺伝子群であり、マイクロアレイには 873遺伝子が搭載されている。河川上流の中央値は 10.6と

なった。A川では下流側で高くなっていた。下水再生水は中央値でみるといずれも河川上流より高くなって

いた。また、二次処理水よりも PAC+UF、UF、UF+UV 処理水で高くなる傾向がみられた。 

距離 Lは、計算に用いる遺伝子数によって値のレンジが異なることから、生物影響を遺伝子数によらずに

比較できるようにするため、各試料の距離の中央値を河川水への人為的影響が比較的少ないと考えられる河

川上流での距離の中央値で割って比を求めた。表 2は、主要な GOについて、T川上流、中流、下流、下水再

生水の距離比を示したものである。1.0 は、その機能についての遺伝子発現パターンの曝露区と対照区（脱

塩素水道水）との差異が河川上流と同程度であることを示す。reproduction の下位分類では、sexual 

reproduction と female gamete generation は、二次処理水で高く、UF+RO 処理水で低下する傾向がみられた。

一方、male gamete generation は河川上流に近い値であった。response to chemical stimulus の下位分類

では、response to nutrient は PAC+UF、UF+NF、UF+RO 処理水で高かった。response to hormone stimulus

は PAC+UF、UF処理水で高く、UF+NF、UF+RO 処理水で低下した。response to metal ion は他の処理条件と比

較すると、UF+NF 処理水で低かった。response to oxidative stress とその下位分類は、いずれの処理条件

でも河川上流と概ね等しかった。DNA damage response, signal transduction は、p53 遺伝子などを含む機

図 8 距離 L の比較 growth(GO:0040007)  
図 9 距離 L の比較  

immune response(GO:0006955)  
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4. 本年度の研究のまとめ 

本年度は、雄メダカの様々な機能遺伝子群に着目した遺伝子発現解析から、膜ろ過システム処理水の生物

影響の、距離を指標とした河川水に対する相対評価を行い、以下のことを明らかにした。 

① 機能遺伝子群を用いた解析手法によって、マイクロアレイの測定結果をもとに生物影響の程度を機能

ごとに数値化でき評価できることがわかった。 

② reproduction 関連遺伝子群による生物影響評価では、UF+RO 処理により、河川上流と同程度まで影響

を低減できた 

③ response to xenobiotic stimulus 関連遺伝子群による生物影響評価では、UF+NF 処理で河川上流と同

程度まで低減された。 

④ Response to oxidative stress 関連遺伝子群による生物影響評価では、河川水と処理水で大きな違い

はみられなかった。 

 

本研究は独立行政法人科学技術振興機構（JST）、CREST 戦略的創造研究推進事業「21 世紀型都市水循

環系の構築のための水再生技術の開発と評価」の一環により実施されたものでおり、土研水質担当分をま

とめたものである。 
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高速散水ろ床法を採用した下水処理場の運転に関する資料集 

 

土木研究所資料 第 4264 号 平成 25 年 5 月 

材料資源研究グループ リサイクルチーム 

 

【要旨】 

 高速散水ろ床法は国内では平成 22 年度時点で 3 か所しか存在せず 、それらは減少傾 

向にある。それらの下水処理場が廃止されると国内で蓄えられた運転実績・知見・ノウ 

ハウに関する情報を再び集めるのは困難になると予想される。そのため、本報告書では、 

現時点でそれらの情報を収集し、とりまとめた。水量、流入水および放流水の水質、汚 

泥性状などに関するデータなどを示した。また、維持管理の実態を示した。得られたデ 

ータから放流水質への寄与因子について解析し、放流水の透視度と浮遊物質(SS)は、水 

温と強い相関を示した。 

 

キーワード：散水ろ床、放流水、水温、透視度、SS 
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